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ま え が き 
我が国の自動車保有台数は8273万台を超え（令和4年12月末現在）、自動車は私たちの日

常生活だけでなく、様々な経済活動において、欠かせないものとなっています。その反面、

自動車の普及に伴い、交通事故の発生、大気汚染、地球温暖化等のマイナス面も生じてお

り、これらへの対応が喫緊の課題としてなっています。 

 

昨今、交通事故は減少傾向にあり、交通事故死者数は６年連続で戦後以降の最少を更新

し、令和４年には、2610人まで減少しましたが、事業用自動車による交通事故では、228名

が亡くなっております。 

また、近年は大型車の車輪脱落事故が急増しており、当該事故では適切な点検整備がなさ

れていない事案が散見されている状況です。 

国土交通省では、関係機関と連携し、大型車のタイヤ交換作業の徹底に係る周知・啓発活

動や街頭検査においてはホイール・ナットの緩みの確認を行う等、事故防止対策に取り組ん

でいるところであります。 

 

近年の自動車技術の進歩はめざましく、前方障害物衝突被害軽減ブレーキやレーンキープ

アシストなど、自動運転を念頭においた先進安全技術の導入、電動車をはじめとした環境に

優しい自動車の普及、さらにはアルコール・インターロックなど、運行管理に関わる補助装

置の導入等が進展しております。 

このような中、自動車技術の進展に対応し、自動車の安全確保と環境保全を図るために

は、新しい技術等に応じた点検整備等を行い、車両を常に適切な状態に維持することがきわ

めて重要になってきます。 

 

道路運送車両法では、自動車が保安基準に適合するように維持する義務を使用者に課すと

ともに、日常点検整備の実施義務は使用者又は運転者に、定期点検整備の実施義務は使用者

に課すことを規定しております。また、同法では、一定以上の車両を保有する自動車の使用

者において、車両管理が適切に行われるよう、自動車の点検・整備、車庫施設に関する管

理・責任体制を確立し、自動車の安全確保、環境保全を図ることを目的として整備管理者制

度を設けております。 

 

整備管理者は、整備不良による事故を未然に防止するため、自動車の使用者に代わり車両

の状態に応じて運行の可否を決定し、運転者や整備要員等に対して自動車の点検・整備に関

する指導教育を行い、確実に点検・整備を励行させる重要な役割と責任を担っています。整

備管理者の皆様におかれましては、この制度の主旨を十分に認識され、整備不良に起因する

事故の防止と環境の保全のため、その責務を確実に遂行していただきますようにお願いいた

します。 

令和５年１１月            四国運輸局自動車技術安全部 
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１．整備管理者の役割 
 

１．１ 整備管理者制度の趣旨及び目的 

整備管理者制度は、本来、使用者が道路運送車両法（以下「法」という）第４７条の規

定等に基づき、その使用する自動車の点検及び整備並びに車庫の管理について自主的に安

全確保及び環境保全を図るための注意を払うべきであるものの、使用する自動車の台数が

多い場合には使用者自らが点検・整備について管理することが困難となり、管理・責任体

制が曖昧になるおそれがあること、大型バスのような車両構造が特殊なものや、大型車タ

イヤの脱落等、事故の際の被害が甚大となる自動車を用いる場合には専門的知識をもって

車両管理を行う必要があること等から、自動車の使用者が整備管理者を選任し、点検・整

備に関する管理・責任体制を確立することによって、自動車の安全確保、環境保全を図る

ために設けられています。 

 

１．２ 整備管理者の選任を必要とする使用者 

次に掲げる自動車を使用する自動車の使用者は、使用の本拠ごとに整備管理者を選任し

なければなりません。（法第５０条、同法施行規則（以下「規則」という）第３１条の３） 

 

事業用 
バス（乗車定員１１人以上） １両 

ハイヤー・タクシー、トラック（乗車定員１０人以下） ５両 

自家用 

バス（乗車定員３０人以上） １両 

バス（乗車定員１１人以上２９人以下） ２両 

トラック等（乗車定員１０人以下、車両総重量８ｔ以上） ５両 

レンタカー 

及び 

軽貨物自動車

運送事業 

バス（乗車定員１１人以上） １両 

トラック等（車両総重量８ｔ以上） ５両 

その他の自動車（乗車定員１０人以下、車両総重量８ｔ未 

満） 
１０両 

 

１．３ 整備管理者になるために必要な資格 

 以下の①～③のいずれかを満足し、かつ、整備管理者の解任命令を受けたことがある場

合、解任の日から２年（バス（乗車定員１１人以上の自動車）の整備管理者にあっては５

年）を経過していること。（規則第３１条の４） 

 

①整備の管理を行おうとする自動車と同種類の自動車の点検若しくは整備又は整備の管

理に関して２年以上の実務の経験を有し、地方運輸局長が行う研修（整備管理者選任

前研修）を修了した者 

②自動車整備士技能検定に合格した者（１級、２級又は３級） 

③上記の技能と同等の技能として国土交通大臣が告示で定める基準以上の技能を有する 

者 

 

※「整備の管理を行おうとする自動車と同種類の自動車」とは、「二輪自動車以外の自

動車」と「二輪自動車」の２種類である。 

 

- 1 -



１．４ 整備管理者の法定業務 

 整備管理者は、次に掲げる事項の執行に係る基準に関する規程（整備管理規程）を定 

め、これに基づき、その業務を行わなければなりません。（規則第３２条） 

(１) 日常点検の実施方法を定め、それを実施すること。 

(２) 日常点検の実施結果に基づき、運行の可否を決定すること。 

(３) 定期点検の実施方法を定め、それを実施すること。 

(４) 日常点検・定期点検のほか、随時必要な点検やタイヤ脱着作業を適切に実施すること。 

(５) 日常点検・定期点検・随時必要な点検の結果、必要な整備を実施すること。 

(６) 前号の必要な整備の実施計画を定めること。 

(７) 点検整備記録簿（法第４９条第１項）、タイヤ脱着時の作業管理表（大型車）その他

の点検及び整備に関する記録簿を管理すること。 

(８) 自動車車庫を管理すること。 

(９) 上記に掲げる業務を処理するため、運転者及び整備要員を指導監督すること。 

 

 使用者には整備管理者がこれらの業務を遂行できる体制を整えるとともに、整備管理者 

に対し必要な権限を与えることが義務付けられています。 

 これは、使用者の内部組織における整備管理者の執行する業務とこれに伴う権限を明確 

にし、自主管理体制の確立を図るとともに、整備管理者に使用者から独立した権限が与え 

られることにより、仮に利益追求を最優先する使用者が安全確保・環境保全を軽視して自 

動車を運行させようとした場合であっても、整備管理者が利益追求のみにとらわれること 

なく安全確保・環境保全の観点から運行可否の決定等を行い、適切な車両運用を確保させ 

るために規定されているものであります。 

 

その他、整備管理者は、以下に例を示すような能力を要求されます。 

法令の理解能力 

ｱ．道路運送車両法、同法施行規則、道路運送車両の保安基準、自動車

点検基準、道路運送法、貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸

送安全規則、旅客自動車運送事業運輸規則、自動車事故報告規則 等 

ｲ．諸通達 

管 理 能 力 

ｱ．日常点検の実施 

ｲ．定期点検の計画と実績の検討 

ｳ．使用車両の把握と定期点検のほか点検整備の計画と実績の検討 

ｴ．継続検査日時の計画と実績の検討 

ｵ．車庫の管理 

ｶ．作業の安全管理 

事 務 能 力 

ｱ．臨時整備、路上故障の検討 

ｲ．点検整備記録簿等の処理 

ｳ．使用車両の経済性の検討 

指 導 能 力 
ｱ．運転者の指導 

ｲ．整備員の指導 
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１．５ 整備管理者の研修の必要性 

（１）整備管理者＜選任前＞研修 

整備管理者は、自動車の点検・整備等、自動車の管理に関する業務を的確に処理する必

要があり、自動車の安全性を確保するための整備技術、自動車の管理能力等が求められて 

います。 

 整備管理者になろうとする者は、これらの能力などが求められているとともに道路運送

車両法等の法令の基礎的な知識を有していることが必要であることから、当該研修におい 

て、これらの能力や知識を具備してもらうこととしています。 

 なお、自動車整備士技能検定の合格者については、整備管理者としての能力を有してい

ると解されることから、選任前研修の修了は必要がないとしています。 

（２）整備管理者＜選任後＞研修 

 整備管理者は、自らの職務の遂行のために必要な知識の習得や能力の向上に普段から努

めなければならないことはもちろんですが、法令により自動車運送事業者は、選任してい

る以下の整備管理者に対し地方運輸局長が行う研修を受講させることが義務づけられてい

ます。（貨物自動車運送事業輸送安全規則第３条の５及び旅客自動車運送事業運輸規則第 

４６条） 

 ①整備管理者として新たに選任した者 

 ②最後に当該研修を受けた日の属する年度の翌年度の末日を経過した者 

 

 選任後研修は、自動車運送事業者が選任している整備管理者が、選任後、自動車技術の

進歩及び保安基準や法定点検項目の改正等の法令改正その他の自動車を取り巻く環境の変

化について受講することにより、整備管理者としての管理能力を維持・向上、また、適切

に自動車の点検・整備を行わせるために必要な知識の習得の場となります。 

 このため、自動車運送事業者は、選任している整備管理者の研修の受講状況について、 

一覧表などにより常に把握しておくとともに、地方運輸局の研修の実施予定を基にした研

修の受講計画を立てるなどして、受講漏れがないようにする必要があります。 

 

１．６ 整備管理者の選任届出に関する事務手続の要領 

整備管理者の選任等の届出を必要とする主な場合（※事由があった日から15日以内） 

届 出 の 事 由 届出の別 

・整備管理者を新しく選任したとき 

選任届 ・営業所（使用本拠）を新設し整備管理者を選任したとき 

・増車により整備管理者の選任が必要となったとき 

・届出者の氏名又は名称若しくは住所が変わったとき 

変更届 

・営業所（使用の本拠）の名称又は使用者の本拠の位置が変わったとき 

・事業の種類が変わったとき 

・人事異動等で整備管理者が変わったとき 

・整備管理者を増員又は減員したとき 

・整備管理者の氏名が変わったとき（婚姻、養子縁組） 

・整備管理者の兼職の有無に変更があったとき 

（兼職がある場合は、その職名及び職務内容） 

・事業を廃止したとき、又は譲渡したとき 
廃止届 

・営業所（使用の本拠）を廃止したとき、又は選任を必要としなくなったとき 
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１．７ 整備管理者の補助者 

整備管理者は、法第５０条に基づき、規則第３２条第１項各号業務（１．４を参照）を、

原則として自ら執行しなければなりません。しかし整備管理者が自ら業務を行うことがで

きない場合は、運行可否の決定及び日常点検の実施の指導等、日常点検に係る業務に限っ

て、規則第３２条第２項に基づき、業務の執行にかかる基準を定め、これに基づき、予め

選任された補助者を通じて業務を執行することができます。 

ただし、この業務の執行に係る基準は、次の条件を満足するものであり、かつ、条件を

満足していることが整備管理規程により担保されていることが必要となります。 

 

（１）補助者は、整備管理者の資格要件を満足する者又は整備管理者が研修等を実施し

て十分な教育を行った者から選任すること。 

（２）補助者の氏名等及び補助する業務の範囲が明確であること。 

（３）整備管理者が、補助者に対して以下に基づいて研修等の教育を行うこと。 

①補助者を選任するとき  

・整備管理規程の内容 

・整備管理者選任前研修の内容（整備管理者の資格要件を満足する者に対しては

実施しなくてもよい。） 

②整備管理者選任後研修を受講したとき 

・整備管理者選任後研修の内容（他の営業所において整備管理者として選任され

ている者に対しては実施しなくてもよい。） 

③整備管理規程を改正したとき 

・改正後の整備管理規程の内容 

④行政から情報提供を受けたときその他必要なとき 

・行政から提供された情報等必要な内容 

（４）整備管理者が、業務の執行に必要な情報を、補助者にあらかじめ伝達しておくこ

と。 

（５） 整備管理者が、業務の執行結果について、補助者から報告を受け、また必要に応

じて結果を記録・保存すること。 

 

１．８ 整備管理者の責任 

整備管理者は、自動車の使用者から「自動車の点検・整備及び自動車車庫の管理」に関

する事項を処理するため必要な権限が与えられ、これらの職務の執行責任者として業務を

実施するわけですから、仮に整備管理者が職務を怠り、自動車の点検整備に係る事故が発

生した場合は、整備管理者が直接的に責任を負うことになります。 

なお、自動車の使用者は、整備管理者を選任した後においても常に整備管理者の職務及

び自動車の点検整備が適切に実施されるよう注意と監督をすべき責任があります。 

また、地方運輸局長は、整備管理者が道路運送車両法等に違反した場合には、自動車の

使用者等に対して整備管理者の解任を命ずることができることになっています。 

このようなことから、整備管理者は、職務の重要性と自己の責務を十分認識し、その職

務を的確に遂行する必要があります。 
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１．９ 整備管理者解任命令 
整備管理者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反し

たときは、自動車の使用者に対し、整備管理者の解任を命ずることができる規定が設けら

れています。（法第５３条） 

また、整備管理者を解任されると解任の日から２年（規則第３１条の３第１号又は第２

号の規定の適用を受けて選任される整備管理者にあっては５年）を経過しない者を選任す

ることができず、当然のことながら補助者にも選任できません。 

 

 【参考】 

 〇規則第３１条の３（整備管理者の選任） 

  第１号 乗車定員１１人以上の自動車（第２号を除く）を１両以上 

  第２号 乗車定員１１人以上２９人以下の自家用自動車（ﾚﾝﾀｶｰを除く）を２両以上 

 

 整備管理者に以下のような事例が発生した場合には、解任命令の対象となることがあり 

ます。 

 なお、以下でいう「事故」とは、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４ 

号）第２条第１号、第３号、第１１号及び第１２号に定めるものをいいます。 

 

（１） 整備不良が主な要因となる事故が発生した場合であって、その調査の結果、当該

自動車について日常点検整備、定期点検整備等が適切に行われていなかったことが

判明した場合 

（２） 整備不良が主な要因となる事故が発生した場合であって、その調査の結果、整備

管理者が日常点検の実施方法を定めていなかった、運行可否の決定をしていなかっ

た等、整備管理規程に基づく業務を適切に行っていなかったことが判明した場合 

（３） 大型車のホイールボルト折損等による車輪脱落事故が発生した場合であって、過

去３年以内に同事故が発生していた場合 

（４） 整備管理者が自ら不正改造を行っていた場合、不正改造の実施を指示・容認した

場合又は不正改造車の使用を指示・容認した場合 

（５） 選任届の内容に虚偽があり、実際には資格要件を満たしていなかったことが判明

した場合又は選任時は資格要件を満たしていたものの、その後資格要件を満たさな

くなった場合 

（６） 日常点検に基づく運行の可否決定を全く行わない、複数の車両について１年以上

定期点検を行わない、整備管理規程の内容が実際の業務に即していない等、整備管

理者としての業務の遂行状態が著しく不適切な場合 

  

整備管理者が逮捕された事案 
【事故概要】 
平成２７年４月、乗客２４名を乗せた貸切バスが、赤信号で停止していた別の貸切バス 

（乗客３３名）に追突。乗客１５名が軽傷を負った。 

 

【事故後の報道】 
この事故により、追突したバス会社の社長、整備管理者らが、道路交通法違反などの疑 

いで逮捕され、起訴された。（起訴状では、法定３ヶ月点検の一部を実施せずブレーキ 

能力を低下させ、保安基準に適さないまま運転させたとされる。） 
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【参考】 

〇法第５３条（解任命令） 

 地方運輸局長は、整備管理者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに 

基づく処分に違反したときは、大型自動車使用者等に対し、整備管理者の解任を命ずる 

ことができる。 

〇自動車事故報告規則第２条（定義） 

第１号  自動車が転覆し、転落し、火災（積載物品の火災含む。）を起こし、又は 

     鉄道車両（軌道車両を含む。）と衝突し、若しくは接触したもの 

第３号  死者又は重傷者（自動車損害賠償保障法施行令（昭和３０年政令第２８６ 

号）第５条第２号又は第３号に掲げる傷害を受けた者をいう。）を生じたも 

の 

第１１号 自動車の装置（車両法第４１条第１項各号に掲げる装置をいう。）の故障によ

り、自動車が運行できなくなったもの 

第１２号 車輪の脱落、被牽引自動車の分離を生じたもの（故障によるものに限る。） 

 

 

  

【事例１】 

解任命令の理由： 

 法第４１条の規定違反 

（法第４１条：自動車は、次に掲げる装置について、国土交通省令で定める保安上又は 

公害防止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行の用に供して 

はならない。１．原動機及び動力伝達装置 ２．～２１． 略） 

 

内容： 

 街頭検査において、不正改造に係る整備命令書を発出したことから、この車両について 

監査を実施したところ、整備管理者はこの事実を認識していながら運行の可否決定をして 

出庫させていたことから、法第４１条の規定違反を確認した。 

 

【事例２】 

解任命令の理由： 

 法第４７条の２及び第４８条の規定違反 

（法第４７条の２（日常点検整備）：自動車の使用者は、自動車の走行距離、運行時の状

態等から判断した適切な時期に、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置 

の点灯、制動装置の作動その他の日常的に点検すべき事項について、目視等により自動車

を点検しなければならない。 ２．～３． 略） 

（法第４８条（定期点検整備）：自動車の使用者は、それぞれ当該各号に掲げる期間ごと

に、点検の時期及び自動車の種別、用途等に応じ国土交通省令で定める技術上の基準によ

り自動車を点検しなければならない。 １．～３． 略） 

 

内容： 

 巡回監査を実施した結果、配置されている車両すべてについて、日常点検を全くしてお

らず、整備管理者としての業務である運行の可否決定を行っていなかったことから、法第

４７条の２の規定違反が確認された。また、同じく配置されている車両すべてについて、

３ヶ月点検整備を実施していないことから、法第４８条の規定違反も確認された。 

整備管理者の解任命令事例 
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事業用 

整 備 管 理 規 程（例） 
●●（運送事業者名） 

●●（整備管理者名） 

 

令和●年●月●日 

一部改正 令和●年●月●日 

 

第１章 総則 
 

（目的） 

第１条 本規程は、道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号。以下「施行規則」という。) 

第３２条第２項の規定に基づく規程であり、自動車の安全運行を維持するために必要な点検・整備の内

容、これを確実に行わせる任に当たる整備管理者の職務権限等について定め、もって車両の安全の確保

及び環境の保全等を図ることを目的とする。 

 

（整備管理者の選任等） 

第２条 整備管理者の選任は、施行規則第３１条の４に定められた資格要件を備えた者のうちから代表者

(自動車の使用者をいう。以下同じ。) が任命することで行うものとする。 

２ 代表者は、整備管理者を選任、変更又は解任したとき、その他施行規則第７０条第１項第３号に該当

する場合には１５日以内に、その旨を自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等を経由して地方

運輸局長等に届け出るものとする。 

３ 整備管理者の補助者を選任する場合には、整備管理者と同等又はこれに準じた知識及び能力を有する

と認められる者（整備管理者の資格要件を満足する者又は研修等により整備管理者が十分な教育を行っ

た者）のうちから代表者が任命するものとする。ただし、補助者を選任した場合であっても、車両の整

備管理に関する責任は、整備管理者自身が有するものとする。 

４ 整備管理者は、前項により補助者が選任された場合には、遅滞なく、その氏名、所属及び補助する職

務の範囲等について、別紙１に記載するものとする。これは、補助者の変更又は解任があった場合も同

様である。 

５ 代表者は、整備管理者、補助者その他の車両管理を行う者の氏名、連絡先等を社内の見やすいところ

に掲示して従業員全員に周知徹底するものとする。 

 

（補助者との連携等） 

第３条 整備管理者は、職務の適切な実施のため補助者と密接に連携をとるものとする。 

２ 整備管理者は、自らが営業所に不在のときに補助者を通じて職務を実施する場合には、その職務を実

施するために必要な情報をあらかじめ補助者に伝達しておくものとする。 

３ 前項の場合において、整備管理者は、補助者に対し職務の実施結果について報告を求め、その職務内

容の正確な把握に努めるとともに、必要に応じてその情報を記録・保存するものとする。 

 

（運行管理者との連携等） 

第４条 整備管理者は、運行管理者と常に連携をとり、運行計画等を事前に把握し、定期点検整備の計画、

車両の配車等について協議するものとする。 

２ 整備管理者は、日常点検の確実な実施を図るため、運行管理者と密接に連携をとるものとする。 

３ 整備管理者は、車両管理状況について、毎月１回以上代表者に報告するものとする。 

 

（整備管理規程の改廃） 

第５条 整備管理者は、本規程の改正又は廃止をするときには、代表者と十分調整するものとする。 

 

 

第２章 権限及び職務 
 

（整備管理者の権限） 

【参考】
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（例） 

 

第６条 整備管理者は、施行規則第３２条第１項各号に掲げる権限を有するほか、本規程に定める職務を

遂行するために必要な権限を有するものとする。 

 

（整備管理者の職務） 

第７条 整備管理者は、次の職務を遂行するものとする。 

（１）日常点検について、その実施方法を定め、それを実施すること又は運転者等に実施させること 

（２）日常点検の実施結果に基づき、自動車の運行の可否を決定すること 

（３）定期点検について、その実施方法を定め、それを実施すること又は整備工場等に実施させること 

（４）上記以外の随時必要な点検や適切なタイヤ脱着作業について、それを実施すること又は整備工場等

に実施させること 

（５）日常点検、定期点検又は随時必要な点検の結果から判断して、必要な整備を実施すること又は整備

工場等に実施させること 

（６）定期点検又は前号の必要な整備の実施計画を定めること 

（７）日常点検表（別紙２）や点検整備記録簿、タイヤ脱着作業管理表（別紙３－１）及びタイヤ脱着・

増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）等の記録簿を管理すること 

（８）自動車車庫を管理すること 

（９）上記に掲げる職務を処理するため、運転者及び整備要員を指導監督すること 

 

（車両管理の範囲） 

第８条 整備管理者は、選任された使用の本拠において使用する全ての自動車について前条の職務を遂行

するものとする。 

 

（補助者の権限及び職務） 

第９条 補助者は、整備管理者の指示により整備管理者を補佐するとともに、整備管理者が不在のときは、

運行の可否の決定及び日常点検の実施の指導監督等、日常点検に関する職務を実施する権限を有するも

のとする。 

２ 補助者が前項の職務を実施するに当たり、疑義を生じた場合又は故障若しくは事故が発生した場合、

その他必要があると認めた場合には、速やかに整備管理者と連絡をとり、その指示に従うものとする。 

３ 整備管理者が不在のときに補助者が職務を実施する場合、補助者は、当該職務の実施に必要な情報に

ついて、あらかじめ整備管理者から伝達を受けるものとする。 

４ 前項の場合において、補助者がその職務を終了して、整備管理者に引き継ぐときには、整備管理者に

その職務の実施結果を報告するものとする。 

 

 

第３章 車両の安全確保及び環境の保全 

 

（日常点検） 

第１０条 整備管理者は、車両の安全確保及び環境の保全等を図るため、その運行の開始前に、自動車点

検基準（昭和２６年運輸省令第７０号。以下「点検基準」という。）による日常点検を自ら実施するか、

又は乗務する運転者に実施させなければならない。 

２ 日常点検の実施方法は、自動車の点検及び整備に関する手引き（平成１９年国土交通省告示第３１７

号）及び自動車メーカーが定めた方法により実施するものとする。 

 

（日常点検の実施の徹底） 

第１１条 整備管理者は、日常点検を確実に実施させるため前条に規定する点検箇所、点検の内容及び点

検の方法等について運転者に周知徹底を図らなければならない。 

 

（日常点検結果の報告等） 

第１２条 整備管理者は、日常点検を実施した運転者に対しその結果を所定の日常点検表（別紙２）に記

入させ、整備管理者に報告させなければならない。ただし、整備管理者自らが実施した場合には、整備

管理者はその結果を日常点検表（別紙２）に記入しなければならない。 

 

（日常点検の結果の確認） 
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（例） 

  
 

第１３条 整備管理者は、日常点検の結果について、日常点検表（別紙２）により確認し、運行の可否を

決定しなければならない。万一、車両の安全運行に支障をきたす不良箇所があったときは、直ちに運行

管理者と連絡をとるとともに、整備を行わせる等適切な措置を講じ、整備を完了した後でなければ運行

の用に供してはならないものとする。 

 

（定期点検整備） 

第１４条 整備管理者は、車両の安全確保及び環境の保全等を図るため、定期点検整備の実施計画を定め、

自動車特定整備事業者に依頼する等により、これを確実に実施しなければならない。 

２ この場合の定期点検整備とは道路運送車両法第４８条（定期点検整備）に定めるものをいうが、定期

点検整備とは別に次の自動車の構造・装置や使用状況等により、適宜、点検整備を実施するものとする。 

（１）特種車や架装部分の点検整備 

（２）シビアコンディション（雪道、塩害、悪路走行、走行距離、登降坂路等）の対応 

 

（冬用タイヤの点検整備） 

第１５条 整備管理者は、雪道を走行する可能性のある場合において、日常点検の際に冬用タイヤの溝の

深さがタイヤ製作者の推奨する使用限度を超えていないことの点検整備を実施するものとする。 

 

（臨時整備） 

第１６条 整備管理者は、点検整備の確実な実施等により臨時整備をなくすよう努めることとする。やむ

なく発生した故障に対しては、発生年月日、故障（作業）内容、車両の使用年数、走行距離、使用部品

等について記録のうえ、原因を把握し再発防止に努めるものとする。 

 

（特定整備） 

第１７条 整備管理者は、定期点検整備、臨時整備等において実施する作業が、施行規則第３条で定める

整備に該当する場合には、必ず地方運輸局長等の認証を受けた自動車特定整備事業者に作業を依頼する

ものとする。 

 

（大型車の車輪脱落事故防止措置）※車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上に該当する自動車を

使用する場合は必須 

第１８条 整備管理者は、自社で大型車のタイヤ脱着作業を実施する場合には、日程及び時間に余裕を持

った計画的な作業を実施するものとする。 

２ 整備管理者はタイヤ脱着作業に関する作業要領※を定め、運転者及び整備要員に対して、ホイール・

ボルト、ホイール･ナット、ディスク・ホイールの点検・清掃方法等について、周知徹底を図るものとす

る。 

 ※タイヤ脱着作業管理表（別紙３－１）で実施可能な場合は当該管理表を作業要領としてもよい 

３ 整備管理者は、タイヤ脱着作業を実施した運転者及び整備要員に対し、その結果をタイヤ脱着作業管

理表（別紙３－１）及びタイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）に記録させ、整備管理者

に報告させるものとする。なお、外注する場合にあっても作業要領に基づきタイヤ脱着作業が行われる

よう依頼・管理するものとする。 

４ 整備管理者自らが作業を実施した場合には、整備管理者はその結果をタイヤ脱着作業管理表（別紙３

－１）及びタイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）に記入するものとする。 

５ 整備管理者は、タイヤ脱着作業を実施した車両について、５０ｋｍ～１００ｋｍ走行後のホイール･ナ

ットの増し締めを運転者または整備要員等に実施させ、タイヤ脱着作業管理表（別紙３－１）及びタイ

ヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）に記録してホイール・ナットの増し締めが確実に行わ

れていることを確認するものとする。 

 

（点検整備の記録及び保存管理） 

第１９条 点検整備の実施結果は、点検整備記録簿及び日常点検表等に所定の事項を記入し保存・管理す

るものとする。 

２ 点検整備記録簿については当該車両に据え置くものとし、営業所においては、その写し等を保存する

こととする。 

３ 点検整備に係る記録の保存は、以下のとおりとする。 

①  日常点検記録、タイヤ脱着・増し締め作業管理一覧表 １年以上 
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（例） 

 
 

②  点検整備記録簿及びその写し 点検基準第４条第２項に定める期間以上 

③  臨時整備の記録 点検基準第４条第２項に定める期間以上 

 

（車両故障事故） 

第２０条 整備管理者は、車両故障に関係する事故が発生した場合には、運行管理者と連絡をとり、適切

な措置を講じ、原因の究明に当たるものとする。 

２ 整備管理者は、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）第２条各号に該当する事故で

あって、車両故障に関係する事故が発生した場合には、代表者へ報告するものとし、代表者は、事故の

発生から３０日以内に、所定の事故報告書により、自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等を

経由して国土交通省に報告しなければならない。 

３ 整備管理者は、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）第４条に該当する事故であっ

て、車両故障に関係する事故が発生した場合には、代表者へ報告するものとし、代表者は、事故の発生

から２４時間以内においてできる限り速やかに、自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等に速

報しなければならない。 

 

（車両成績の把握等） 

第２１条 整備管理者は、各車両の使用年数、走行距離、燃料消費率、油脂消費率、部品費、稼働率等を

把握し、これらを活用して車両の性能の維持向上等に努めるものとする。また、保有車両について、不

正改造等により保安基準違反となっていないかどうか等車両状態の把握に努め、保安基準違反となって

いる場合には、速やかに適切な点検整備を実施することとする。 

 

（適正車種の選定、車両代替時期の把握等） 

第２２条 整備管理者は、各車両の使用成績等の把握により、それぞれ使用条件に適合した車種型式につ

いて検討し、その選択及び合理的な車両の代替時期について代表者に助言するものとする。 

 

（燃料油脂、その他資材の管理） 

第２３条 整備管理者は、燃料、油脂の品質、数量の管理を行い、消費の節減に努めるものとする。 

２ 部品、タイヤ、その他の資材について、品質、数量を適切に管理し合理的な運用を図るものとする。 

 

第４章 車庫の管理 
 

（点検施設等の管理） 

第２４条 整備管理者は、点検整備、洗車に必要な施設、設備及び自動車の保管場所の管理を行うものと

する。 

 

第５章 指導教育 
 

（整備管理者の研修） 

第２５条 運送事業者は、整備管理者であって次に掲げる者に、地方運輸局長が行う研修を受けさせなけ

ればならない。 

（１）整備管理者として新たに選任した者（当該事業者において、過去に整備管理者として選任されてい

た者や他の使用の本拠の位置で選任されていた者を除く。） 

（２）最後に当該研修を受けた日の属する年度の翌年度の末日を経過した者 

 

（補助者の指導教育） 

第２６条 整備管理者は、補助者に対して下表のとおり指導教育を行い、その能力の維持向上に努めると

ともに、その教育内容等を記録・保存するものとする。 

 

指導教育を行うとき 指導教育の内容 

補助者を選任するとき 

・整備管理規程の内容 

・整備管理者選任前研修の内容（整備管理者の資

格要件を満足する者以外が対象） 
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（例） 

  
 

整備管理者選任後研修を受講したとき 

・整備管理者選任後研修の内容（他の営業所にお

いて、整備管理者として選任されている者以外

が対象） 

整備管理規程を改正したとき ・改正後の整備管理規程の内容 

行政から情報提供を受けたときその他必要なとき ・行政から提供された情報等必要に応じた内容 

 

（従業員の指導教育） 

第２７条 整備管理者は、点検整備等整備管理の職務に関する事項について、その周知徹底と知識の向上

を図るため、運転者及び整備要員その他必要に応じ従業員に対して指導教育を行うとともに、その教育

内容等を記録・保存するものとする。 

 

附則 

この規則は、令和●年●月●日から実施する。 
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○７（＊７)印の点検は、ディストリビュータを有する自動車に限る。
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緩衝装置
（リーフスプリング脱着）

原動機（エンジン脱着）動力伝達装置
（ドライブシャフトなどの脱着）

運行補助装置
（自動ブレーキ用カメラ
　の調整など）

走行装置（ロアアーム脱着）
かじ取り装置

（タイロッドエンド脱着）

運行補助装置
（自動ブレーキ用のカメラなどが装着されている
　窓ガラス・バンパーなどの脱着）

制動装置
（ブレーキパッドなどの交換）

8自動運行装置
（レベル3以上の自動運転を行うための
   装置に係る整備・改造）

STOP違法整備!!STOP違法整備!!
あなたのクルマは
違法に整備されていませんか？
あなたのクルマは
違法に整備されていませんか？

未認証行為とは、国土交通省地方運輸局長（沖縄は総合事務局長）の道路運送車両法第七十八条の規定に基づく認証を受けずに、
業として自動車の特定整備を行う行為です。違反すると罰金が科せられる場合があります。
道路運送車両法 第七十八条（認証）
自動車特定整備事業を経営しようとする者は、自動車特定整備事業の種類及び特定整備を行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を受けなければならない。
道路運送車両法 第百九条（罰則）
次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。（十一）第七十八条第一項の規定による認証を受けないで自動車特定整備事業を経営した者

未認証行為は、道路運送車両法違反です！！

次のような装置の点検・整備（特定整備）は、国の認証を受けた工場でしかできません！
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ねえ、うちの車、そろ
そろ車検でしょう？
最近、ブレーキの効
きが気になるから、ブ
レーキもよく点検して
ほしいわ。

このような標識を
持つ整備工場が
国の認証を受けた
工場だから、車検
を頼むときに確認
できるよ！

点検・整備する装置
によっては国が認証
した工場しかできな
いみたいよ。

うん、いつもの整備
工場に車検を頼んで
みようかな。

国の認証を受け
た整備工場が分
かるんだね。

特定整備を行うには
国の認証が必要なん
だね。

車検証の備考欄をご確認ください。
[ 受検形態 ]
●指定整備工場、認証整備工場
　国の認証を受けた整備工場によって車検が行われている場合です。
●使用者
　自動車ユーザー本人が車検を受けた場合です。
●その他（使用者以外の者により受検が代行された場合）
　上記以外の方が車検を受けた場合です。
　※　違法に特定整備が行われている又は
　　　定期点検整備が確実に実施されていないおそれがあります。
　　　点検整備記録簿を確認してください。

□ 依頼した点検・整備作業がチラシ表面の1～8のどれかに該当するか
□ 点検整備記録簿または特定整備記録簿に、「認証整備工場名」と「認証番号」の両方が記載されていない
□ 依頼先の工場に上記のような標識が掲示されていない
□ 車検証の備考欄中、〔受検形態〕が「使用者」又は「その他」と記載されている

次の全てにチェックが入る業者・整備工場では、違法に特定整備が行われているおそれがありますので、
最寄りの運輸局担当窓口に情報提供をお願いします。

●北海道運輸局自動車技術安全部整備・保安課 …… 011(290)2752

●東北運輸局自動車技術安全部整備・保安課 ……… 022（791）7534

　（青森、岩手、福島、秋田、宮城、山形）
●北陸信越運輸局自動車技術安全部整備・保安課 …… 025（285）9155

　（新潟、富山、石川、長野）
●関東運輸局自動車技術安全部整備課 …………… 045（211）7254

　（東京、神奈川、埼玉、群馬、千葉、茨城、栃木、山梨）
●中部運輸局自動車技術安全部整備課 …………… 052（952）8042

　（愛知、岐阜、三重、静岡、福井）

特定整備を伴う車検や点検・整備は国の認証を受けた整備工場へ!!

車検証（見本）
備 考 欄

check

認証整備工場の標識（例）

●近畿運輸局自動車技術安全部整備課 …………… 06（6949）6453

　（大阪、京都、兵庫、奈良、滋賀、和歌山）
●中国運輸局自動車技術安全部整備・保安課 ……… 082（228）9142

　（広島、鳥取、島根、岡山、山口）
●四国運輸局自動車技術安全部整備・保安課 ……… 087（802）6783

　（香川、徳島、愛媛、高知）
●九州運輸局自動車技術安全部整備課 …………… 092（472）2537

　（福岡、長崎、大分、佐賀、熊本、宮崎、鹿児島）
●沖縄総合事務局運輸部車両安全課 ……………… 098（866）1837

○ ○ 運 輸 局 長 認 証

普通
小型自動車特定整備事業

普通自動車（中型）（電子制御装置
整備（自動運行装置を除く）に限る）

普通自動車（小型）（分解整備（走行
装置、操縦装置）に限る）

運 輸 局 長 認 証

普通
小型自動車特定整備事業

普通自動車（中型）（電子制御装置
整備（自動運行装置を除く）に限る）

普通自動車（小型）（分解整備（走行
装置、操縦装置）に限る）

○ ○

※「自動車分解整備事業」の標識もあります。
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３．路上車両故障等の発生状況とその防止対策 
 
３．１ 車両故障の発生状況 

（１）交通事故による負傷者数、２４時間以内死者数等の推移 

   令和４年の交通事故による２４時間以内の死者数は、３,０００人を下回 

り、２，６１０人となっています。令和４年は、事故件数、死者数、負傷者 

数いずれも前年に比べ減少しています。 

 
図３．１ 交通事故による死者、負傷者数等の推移 

 

（２）整備不良による交通事故の発生状況 

   整備不良による交通事故の発生件数は、減少傾向ではあるものの以前と 

比較して緩やかな傾向で推移しています。 

 

 
図３．２ 車両要因を伴う交通事故件数の推移 
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３．２ 事故報告に基づく事故データについて 

 自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）に基づき、報告された

事業用自動車の車両故障に起因する事故２，１８０件（令和３年）を整理しまし

た。 
 

表３．１ 車両故障に起因する事故報告件数（平成２１年～令和３年） 

  
 

（１）車齢別の発生状況 

 令和３年に報告された車両故障に起因する事故について、車齢別に分

類したものを図３．３～３．６に示します。なお、ここでいう車齢とは、

事故惹起年から年式を差し引いたものです。 

 

図３．３ 事業用自動車の車齢別発生状況（令和３年） 

年 バス ハイタク トラック 合計
H21 1,694 8 143 1,845
H22 2,224 21 184 2,429
H23 2,052 14 213 2,279
H24 2,110 14 192 2,316
H25 2,201 13 241 2,455
H26 2,212 11 252 2,475
H27 2,154 11 230 2,395
H28 2,352 14 266 2,632
H29 2,168 16 311 2,495
H30 2,257 20 333 2,610
R1 2,142 18 390 2,550
R2 1,802 16 332 2,150
R3 1,801 16 363 2,180
合計 27,169 192 3,450 30,811
資料： 「自動車運送事業用自動車事故統計年報（自動車交通の輸送の安全にかかわる

情報）（令和3年）」（令和5年2月国土交通省自動車局）
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図３．４ バスの車齢別発生状況（令和３年） 

 

 

 
 

図３．５ ハイタクの車齢別発生状況（令和３年） 
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図３．６ トラックの車齢別発生状況（令和３年） 

 

（２）故障箇所及び車齢別の発生状況 

 車両故障に起因する事故について、故障箇所及び車齢別に分類したもの

を図３．７、図３．８に示します。 

 
図３．７ 故障箇所の状況（令和３年） 

 

- 35 -



 
 

図３．８ 車齢別の故障箇所の状況（令和３年） 

 
※図３．３～図３．８は国土交通省調べ。 
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３．３  車両故障に起因する自動車事故報告について 
 

自動車運送事業者、整備管理者を選任しなければならない自家用自動車の使用者等は、そ

の使用する自動車が自動車事故報告規則第 2 条に規定する事故があった場合には、地方運輸

局長を経由して国土交通大臣に報告しなければなりません。 
 
<自動車事故報告規則 (昭和 26 年 12 月 20 日運輸省令第 104 号) > 
最終改正:令和 5 年 3 月 31 日 
 
(この省令の適用) 

第一条  自動車の事故に関する報告については、この省令の定めるところによる。 
(定義) 

第二条  この省令で「事故」とは、次の各号のいずれかに該当する自動車の事故をいう。 
一  自動車が転覆し、転落し、火災(積載物品の火災を含む。以下同じ。) を起こし、 
又は鉄道車両(軌道車両を含む。以下同じ。) と衝突し、若しくは接触したもの 

二  十台以上の自動車の衝突又は接触を生じたもの 
三  死者又は重傷者(自動車損害賠償保障法施行令(昭和三十年政令第二百八十六号) 
第五条第二号又は第三号に掲げる傷害を受けた者をいう。以下同じ。)を生じたもの 

四  十人以上の負傷者を生じたもの 
五  自動車に積載された次に掲げるものの全部若しくは一部が飛散し、又は漏えいし  

  たもの 
イ  消防法(昭和二十三年法律第百八十六号)第二条第七項に規定する危険物 
ロ  火薬類取締法 (昭和二十五年法律第百四十九号) 第二条第一項に規定する火薬類 
ハ  高圧ガス保安法 (昭和二十六年法律第二百四号) 第二条に規定する高圧ガス 
ニ  原子力基本法 (昭和三十年法律第百八十六号) 第三条第二号に規定する核燃料物 

質及びそれによって汚染された物 
ホ  放射性同位元素等の規制に関する法律 (昭和三十二年法律第百六十七号) 第二条 

第二項に規定する放射性同位元素及びそれによって汚染された物又は同条第五項 
に規定する放射線発生装置から発生した同条第一項に規定する放射線によって汚 
染された物 

へ  シアン化ナトリウム又は毒物及び劇物取締法施行令(昭和三十年政令第二百六十 
一号) 別表第二に掲げる毒物又は劇物 

ト  道路運送車両の保安基準(昭和二十六年運輸省令第六十七号)第四十七条第一項 
第三号に規定する品名の可燃物 

六  自動車に積載されたコンテナが落下したもの 
七  操縦装置又は乗降ロの扉を開閉する操作装置の不適切な操作により、旅客に自動車損

害賠償保障法施行令第五条第四号に掲げる傷害が生じたもの 
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八  酒気帯び運転(道路交通法(昭和三十五年法律第百五号)第六十五条第一項の規定に違反

する行為をいう。以下同じ。) (特定自動運行旅客運送(道路運送法施行規則(昭和二十六年

運輸省令第七十五号)第六条第一項第九号に規定する特定自動運行旅客運送をいう。以下

この号において同じ。)又は特定自動運行貨物運送(貨物自動車運送事業法施行規則(平成

二年運輸省令第二十一号)第三条第三号の三に規定する特定自動運行貨物運送をいう。以

下この号において同じ。)を行う場合にあつては、旅客自動車運送事業運輸規則(昭和三十

一年運輸省令第四十四号)第十五条の二第一項又は貨物自動車運送事業輸送安全規則(平
成二年運輸省令第二十二号)第三条第一項に規定する特定自動運行保安員(以下「特定自動

運行保安員」という。)が酒気を帯びて特定自動運行用自動車(同法第七十五条の十二第二

項第二号イに規定する特定自動運行用自動車をいう。以下この号において同じ。)の運行

の業務に従事する行為。第四条第一項第五号において同じ。)、無免許運転 (同法第六十

四条の規定に違反する行為をいう。) 、大型自動車等無資格運転 (同法第八十五条第五項

から第九項までの規定に違反する行為をいう。 ) 又は麻薬等運転 (同法第百十七条の二

第三号の罪に当たる行為をいう。) (特定自動運行旅客運送又は特定自動運行貨物運送を

行う場合にあつては、特定自動運行保安員が麻薬、大麻、あへん、覚醒剤又は毒物及び劇

物取締法(昭和二十五年法律第三百三号)第三条の三の規定に基づく政令で定める物の影

響により正常な業務ができないおそれがある状態で特定自動運行用自動車の運行の業務

に従事する行為)を伴うもの 
九  運転者又は特定自動運行保安員の疾病により、事業用自動車の運行を継続することが  
できなくなったもの 

十  救護義務違反(道路交通法第百十七条の罪に当たる行為をいう。以下同じ。) があった 
もの 

十一  自動車の装置(道路運送車両法(昭和二十六年法律第百八十五号)第四十一条各号に掲げ

る装置をいう。) の故障 (以下単に「故障」という。) により、自動車が運行できな

くなったもの 
十二 車輪の脱落、被牽引自動車の分離を生じたもの（故障によるものに限る） 
十三  橋脚、架線その他の鉄道施設(鉄道事業法(昭和六十一年法律第九十二号)第八条第一項

に規定する鉄道施設をいい、軌道法 (大正十年法律第七十六号) による軌道施設を含む。) 
を損傷し、三時間以上本線において鉄道車両の運転を休止させたもの 

十四  高速自動車国道(高速自動車国道法(昭和三十二年法律第七十九号)第四条第一項に規定

する高速自動車国道をいう。) 又は自動車専用道路 (道路法 (昭和二十七年法律第百八十

号) 第四十八条の四に規定する自動車専用道路をいう。 以下同じ。) において、三時間

以上自動車の通行を禁止させたもの 
十五  前各号に掲げるもののほか、自動車事故の発生の防止を図るために国土交通大臣(主と

して指定都道府県等 (道路運送法施行令 (昭和二十六年政令第二百五十号)第四条第一項

の指定都道府県等をいう。 以下同じ。) の区域内において行われる自家用有償旅客運送

に係るものの場合にあっては、当該指定都道府県等の長) が特に必要と認めて報告を指

示したもの 
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(報告書の提出) 
第三条  旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者(貨物軽自動車運送事業者を除く。 

以下同じ。) 、特定第二種貨物利用運送事業者及び自家用有償旅客運送者並びに道路運 
送車両法第五十条に規定する整備管理者を選任しなければならない自家用自動車の使用 
者(以下「事業者等」という。)は、その使用する自動車 (自家用自動車 (自家用有償旅客 
運送の用に供するものを除く。) にあっては、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自

動車を除く。) について前条各号の事故があった場合には、当該事故があった日 (前条第

十号に掲げる事故にあっては事業者等が当該救護義務違反があったことを知った日、同条

第十五号に掲げる事故にあっては当該指示があった日) から三十日以内に、 当該事故ごと

に自動車事故報告書(別記様式による。以下「報告書」という。) 三通を当該自動車の使用

の本拠の位置を管轄する運輸監理部長又は運輸支局長 (以下「運輸監理部長又は運輸支局

長」 という。) を経由して、国土交通大臣に提出しなければならない。 
2  前条第十一号及び第十二号に掲げる事故の場合には、 報告書に次に掲げる事項を記載 

した書面及び故障の状況を示す略図又は写真を添付しなければならない。 
一  当該自動車の自動車検査証の有効期間 
二  当該自動車の使用開始後の総走行距離 
三  最近における当該自動車についての大規模な改造の内容、 施行期日及び施行工場名 
四  故障した部品及び当該部品の故障した部位の名称 (前後左右の別がある場合は、前進 

方向に向かって前後左右の別を明記すること。) 
五  当該部品を取りつけてから事故発生までの当該自動車の走行距離 
六  当該部品を含む装置の整備及び改造の状況 
七  当該部品の製作者 (製作者不明の場合は販売者) の氏名又は名称及び住所 

3  運輸監理部長又は運輸支局長は、報告書を受け付けたときは、遅滞なく、地方運輸局長を

経由して、 国土交通大臣に進達しなければならない。 
4  第一項の規定にかかわらず、主として指定都道府県等の区域内において自家用有償旅客運

送を行う者の場合にあっては、報告書を当該指定都道府県等の長に提出するものとする。 
 
(速報) 

第四条   事業者等は、その使用する自動車(自家用自動車(自家用有償旅客運送の用に供 
するものを除く。) にあっては、 軽自動車、小型特殊自動車及び二輸の小型自動車を除く。) 
について、 次の各号のいずれかに該当する事故があったとき又は国土交通大臣の指示があ

ったときは、 前条第一項の規定によるほか、電話その他適当な方法により、二十四時間以

内においてできる限り速やかに、その事故の概要を運輸監理部長又は運輸支局長に速報し

なければならない。 
一   第二条第一号に該当する事故 (旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者 

(以下「旅客自動車運送事業者等」という。) が使用する自動車が引き起こしたものに限

る。) 
二   第二条第三号に該当する事故であって次に掲げるもの 
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イ  二人 (旅客自動車運送事業者等が使用する自動車が引き起こした事故にあって 
は、一人)以上の死者を生じたもの 

ロ  五人以上の重傷者を生じたもの 
ハ  旅客に一人以上の重傷者を生じたもの 

三   第二条第四号に該当する事故 
四   第二条第五号に該当する事故(自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は鉄道車両、 
自動車その他の物件と衝突し、 若しくは接触したことにより生じたものに限る。) 

五   第二条第八号に該当する事故 (酒気帯び運転があったものに限る。) 
2  前条第三項の規定は、 前項の規定により運輸支局長が速報を受けた場合について準用 

する。 
3  第一項の規定にかかわらず、主として指定都道府県等の区域内において自家用有償旅 

客運送を行う者の場合にあっては、同項各号のいずれかに該当する事故があったとき又 
は当該指定都道府県等の長の指示があったときは、当該指定都道府県等の長に速報する 
ものとする。 
 
(事故警報) 

第五条   国土交通大臣又は地方運輸局長は、報告書又は速報に基き必要があると認めると 
きは、事故防止対策を定め、自動車使用者、自動車特定整備事業者その他の関係者にこ 
れを周知させなければならない。 

 
<自動車事故報告書等の取扱要領 (平成元年地車第 44 号地備第 57 号)    抜粋> 
「故障により、自動車が運行できなくなったもの」とは、次に掲げるものをいう。 
イ  装置の不具合により自動車の運行を中止したものであって、運行を再開することが 

できなかったもの 
ロ  装置の不具合により自動車の運行を中止したものであって、乗務員以外の者の修理 

等により運行を再開したもの 
  
 
<罰則> 

自動車事故報告書の未提出  初違反   10 日車   再違反   20 日車  
虚偽届出  初違反   60 日車   再違反  120 日車 
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 ※備　　　考

（日本産業規格Ａ列４番）

☆◆現場の略図（道路上の事故の場合には車線の区分を明らかにして図示すること。）

 ☆当時の処置

 ☆事故の原因

 ☆再発防止
   対    策

☆当時の状況

　　　　道　　線

　☆当該自動車の使用の本拠の名称及び位置
　　☆自動車登録番号
　　　又は車両番号

２曇 ３雨 ４雪 ５霧 ６その他

☆発生場所
都道
府県

区市
郡

区町
村

番地

住　　所

電話番号

　令和　　　年　　　　月　　　　日　提出　

☆発生日時 令和　　　年　　　月　　　日　　　　時　　分

　☆
　路線名
　又　は
　道路名

天　　候 １晴れ

別記様式（第３条関係） （表）

自　動　車　事　故　報　告　書

殿

自動車の使用者の氏名又は名称

国土交通大臣　　　　　　
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２速度抑制装置

　18ばい煙等の発散防止装置
　19灯火装置及び指示装置

　22視野を確保する装置（後写鏡、窓拭き器等）

　27運行記録計   28その他

（交替後の乗務時間及び乗務距離）

　　　　　ハその他）

才
年 月

　１直線
　１死亡 　２重傷 　３軽傷

　　本務・臨時の別 　１本務 　２臨時
　１死亡 　２重傷 　３軽傷

（うち乗客　　　　　人）
（うち乗客　　　　　人）
（うち乗客　　　　　人）

 ４車輪（タイヤを除く）
　１原動機（速度抑制装置を除く）

（裏）

事
　
故
　
の
　
種
　
類

区　分

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

当
　
時
　
の
　
状
　
況

☆　危険認知時の速度

☆　危険認知時の距離

km/h　　　

転
　
覆

転
　
落

路
外
逸
脱

火
　
災

踏
　
切

衝
　
突

死
　
傷

危
険
物
等

車
　
内

飲
酒
等

健
康
起
因

救
護
違
反

車
両
故
障

交
通
障
害

そ
の
他

ｍ　　　

☆　スリップ距離 ｍ　　　

☆発生の順
　１直進（加速）　２直進（減速）　３直進（定速）
　４後退 　５追越 　６右折

☆転落の状態 落差　　　　　　　　　　ｍ 水深　　　　　　　　　ｍ
　７左折 　８駐車 　９停車
　10転回 　11合流 　12その他

当該自動車の事故時
の走行等の態様

衝突等
の状態

　　１正面衝突 　　２側面衝突 　　３追突
道路上での事故の
場合には事故発生
地点

　１車道 　２歩道 　３横断歩道
　　４接触 　　５物件衝突 　４路側帯 　５路肩

当
　
該
　
自
　
動
　
車
　
の
　
概
　
要

☆車　名 ☆型　式 ☆車体の形状
☆初度登録年又
　は初度検査年

　６交差点

　３信号無視

事業用

　９飛び出し

　５一般貨物（イ特別積合せ貨物　ロその他）

　７バス停留所
　８トンネル 　９その他

　　死傷事故の
　　場合には
　　死傷者の状態

　１左側通行 　２右側通行
　４車道通行

　５歩道通行 　６横断歩道歩行
　７車の直前横断 　８斜横断

　10酩酊
　１乗合旅客 　２貸切旅客 　11路上作業 　12路上遊戯
　３乗用旅客 　４特定旅客 　13乗降中 　14安全地帯

　15自転車運転 　16その他
　６特定貨物 　７特定第二種

車両の故障に
起因する場合
には故障箇所

　３動力伝達装置  ５タイヤ

　　　３その他

　７操縦装置　８制動装置　９緩衝装置
　１有償貸渡し（レンタカー） 　10燃料装置 　11電気装置 　12車枠及び車体

種　別 　１普通 　２小型 　３その他

自家用

　６車軸

　２有償旅客運送

　24消火器
　25内圧容器及びその附属装置 　26自動運行装置

　13連結装置 　14乗車装置 　15物品積載装置
　16窓ガラス 　17騒音防止装置

kg
　☆年　　　　　齢 才　　

　☆　乗車定員　　　　　　　人 　☆　当時の乗車人員　　　　人
　20反射器 　21警音器

  ☆　最 大 積 載 量   ☆　当 時 の 積 載 量
　23計器（速度計、走行距離計等）

本務・臨時の別 　１本務 　２臨時

kg kg

◆
　
乗
　
　
　
　
　
　
務
　
　
　
　
　
　
員

運

転

者

　☆氏　　　　　名

kg

保安基準の緩和 　１有 　２無

　☆経　験　年　数 年　　　　　　　　　　月　　

許可等の
必要性

制限外許可 　１有 　２無

自動車の
運転を職
業とする
者にあっ
ては勤務

状況

時間
特殊車両通行許可 　１有 　２無 km

特殊車両通行許可 　１有 　２無 ☆事故日以前１ヶ月間に
　出勤しなかった日数

日

貨物の内容

　１土砂等 　２長大物品等 ３コンテナ 乗務距離　　　　　　　　　　km

許可等の
取得状況

制限外許可 　１有 　２無 ☆乗務開始から事故発生まで
　の乗務時間及び乗務距離

６冷凍、冷蔵品
　　損害の程度 　１死亡 　２重傷

保安基準の緩和 　１有 　２無 ☆最近出勤しなかった
　日から事故日までの
　勤務日数及び乗務距
　離の合計

勤務日数　　　　　　　　　　日

　３軽傷
　７原木、製材 　８引越 ９その他

　　シートベルト
　　の着用状況

　１着用 　２非着用 　３非装備

　４生コンクリート　５危険物等

積
載
危
険
物
等

運搬の
有無

　１有 　２無

☆　交替運転者の
　　配　　　　置

　１有

イエローカードの携行状況 　１有 　２無 ☆　過去３年間の道路
　 交通法の違反の状況

　２無

種　類
　１危険物 　２火薬類 　３高圧ガス
　４核 　５ＲＩ 　６毒劇物 　７可燃物 時間　 km　

☆品名及び積載量又
  は放射能の量

品名　　　　　　　　（　　　　　　）kg、l ☆　過去３年間の
　　事故の状況

（過去３年間の事故件数） 件　
　　　　　　　　　　（　　　　　　）Bq （最近の事故年月日） 年　　月　　日　

（過去３年間の違反件数） 件　

道
　
路
　
等
　
の
　
状
　
況

種　類

　１道路（イ高速自動車国道　　　　ロ自動車専用道路等 （最近の違反年月日） 年　　月　　日　

☆　過去３年間の
　 適性診断の受診状況

　２その他の場所 ☆　最近の健康診断
　　の受診年月日

（最近の受診年月日） 年　　月　　日　

　２無
　　 年　　月　　日

　１有
（最近の受診年月日）
（適性診断受診場所）

☆道路の
幅員

　m
特

定

自

動

運

行

保

安

員

　☆氏　　　　　名

こ　う　配 　１平たん 　２上り 　３下り
　☆年　　　　　齢
　☆経　験　年　数

道路の
形　態

　    ２右曲り 　３左曲り 　　本務・臨時の別 　１本務 　２臨時
　４交差 　　　５つづら折り 損害の程度

路面の状態 １乾 ２湿 ３積雪 ４氷結 業務場所の別 　１車両内 　２車両外

警戒標識
の設置

　１有 ☆　当該道路の
　　制限速度

                      km/h
　　シートベルトの
　　着用状況

　１着用 　２非着用 　３非装備
　２無

踏切の
状　態

　１遮断機付き 　２警報機付き ☆　最近の健康診断
　　の受診年月日

（最近の受診年月日） 年　　月　　日　
　３その他

◆
営
業
所
及
び
運
行
等
の
状
況

☆当 時 の
　運行計画

（発地・経由地・着地）
車
掌

損害の程度

　　シートベルトの
　　着用状況

運送形態 　　　１下請運送 ２その他

　１着用 　２非着用 　３非装備

☆運送契約の
相手方の氏名
又は名称、住
所等(貸切旅
客のみ)

☆
◆
運
行
管
理
者

運行管理者 統括運行管理者

氏　　名

運行管理者
資格者証番号

安全性優良事業所
の認定（貨物のみ）

　　　１有 ２無

　☆損害の程度
◆死亡 人
◆重傷 人
軽傷 人

☆荷送人の
氏名又は名
称及び住所

※事業者番号

※再発防止対策☆荷受人の
氏名又は名
称及び住所
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 (注)
(1)　☆印欄は、具体的に記入すること。ただし、不明の場合は該当欄に「不明」と記入し、記入の要のない場合は該当欄に斜線を引く
　　 こと。
　　　 なお、欄内に記入し得ないときは、別紙に記入し、これを添付すること。
(2)　※印欄は、記入しないこと。
(3)　☆印欄及び※印欄以外の欄は、該当する事項を○で囲むこと。
(4)　◆印欄は、事故が第２条第11号又は12号のみに該当する場合には、記入を要しない。
(5)　時刻の記入は、24時間制によること。
(6)　「区分」の記入は、次の区分によること。
　 １　転覆　当該自動車が道路上において路面と35度以上傾斜したとき。
　 ２　転落　当該自動車が道路外に転落した場合で、その落差が0.5メートル以上のとき。
　 ３　路外逸脱　当該自動車の車輪が道路（車道と歩道の区分がある場合は、車道）外に逸脱した場合で、「転落」以外のとき。
　 ４　火災　当該自動車又は積載物品に火災が生じたとき。
　 ５　踏切　当該自動車が踏切において、鉄道車両と衝突し、又は接触したとき。
　 ６　衝突　当該自動車が鉄道車両、トロリーバス、自動車、原動機付自転車、荷牛馬車、家屋その他の物件に衝突し、又は接触した
　　　 とき。
　 ７　死傷　死傷者を生じたとき（９に該当する場合を除く。）
　 ８　危険物等　第２条第５号又は第６号に該当する事故
　 ９　車内　操縦装置又は乗降口の扉を開閉する装置の不適切な操作により、旅客（乗降する際の旅客を含む。）を死傷させたとき。
　 10　飲酒等　第２条第８号に該当する事故
　 11　健康起因　第２条第９号に該当する事故
　 12　救護違反　第２条第10号に該当する事故
　 13　車両故障　第２条第11号又は第12号に該当する事故
　 14　交通傷害　第２条第13号又は第14号に該当する事故
　 15  その他　１から14までに該当しないとき。
(7)　２種類以上の事故が生じたときには、「発生の順」の欄に発生の順に番号を記入すること。
(8)　「転落の状態」の欄の「落差」は、路面から落下地点までの垂直距離とする。
　　 ただし、水中に転落した場合で水深を記入する必要がある場合には、路面から水面までの垂直距離とする。
(9)　「車体の形状」の欄は、道路運送車両法第58条の自動車検査証に記載されている車体の形状を記入すること。
(10)　「積載危険物等」とは、次に掲げるものであって事故当時に当該自動車に積載していたものをいう。
　　１　危険物　消防法第２条第７項に規定する危険物
　　２　火薬類　火薬類取締法第２条第１項に規定する火薬類
　　３　高圧ガス　高圧ガス保安法第２条に規定する高圧ガス
　　４　核　原子力基本法第３条第２号に規定する核燃料物質及びそれによって汚染された物
　　５　ＲＩ　放射性同位元素等の規制に関する法律第２条第２項に規定する放射性同位元素及びそれによって汚染された物
　　　　又は同条第５項に規定する放射線発生装置から発生した同条第１項に規定する放射線によって汚染された物
　　６　毒劇物　シアン化ナトリウム又は毒物及び劇物取締法施行令別表第二に掲げる毒物又は劇物
　　７　可燃物　道路運送車両の保安基準第47条第１項第３号に規定する品名の可燃物
(11)　「許可等の必要性」及び「許可等の取得状況」の欄は、当該自動車の運行について次の許可等の必要性の有無及びその取得状況に
　　　該当するものを○で囲むこと。
　　１　制限外許可　道路交通法第57条の規定による許可
　　２　特殊車両通行許可　道路法第47条の２の規定による許可
　　３　保安基準の緩和　道路運送車両の保安基準第55条の規定による基準の緩和であって、道路運送車両の保安基準第２条第１項、第
　　　　４条及び第４条の２に係るもの
(12)　「イエローカード」とは、当該積載危険物等の取扱方法を記載した書類をいう。
(13)　「種類」の欄の「ロ　自動車専用道路等」は、自動車専用道路及び道路運送法による自動車道とし、「２　その他の場所」は、構内、
　　　営業所等一般交通の用に供しない場所とする。
(14)　「道路の幅員」は、路肩部分を含む道路（車道と歩道の区別がある場合は、車道）の総幅員とする。
(15)　「道路の形態」の欄の「交差」は、当該自動車前方30メートル以内に交差点があった場合とする。
(16)　「運行計画」には、運行管理者が与えた指示を含むものとする。
(17)　「運送契約の相手方の氏名又は名称、住所等（貸切旅客のみ）」の欄は、事故を引き起こした当該一般貸切旅客自動車運送事業者
　　と運送契約を締結した者の氏名又は名称及び住所を記載すること。運送契約の相手方が旅行業法(昭和27年法律第239号）第３条の
　　規定による旅行業若しくは旅行業者代理業の登録を受けている者（以下「旅行業者等」という。）又は同法第23条の規定による旅
　　行サービス手配業の登録を受けている者である場合には、氏名又は名称及び住所のほか、旅行業者等又は旅行サービス手配業者の
　　登録番号を記載すること。

(18)　「安全性優良事業所の認定」とは、全国貨物自動車運送適正化事業実施機関が、輸送の安全の確保に関する取組が優良であると認
　　　められる貨物自動車運送事業者の営業所に対して行う認定をいう。
(19)　「下請運送」とは、貨物自動車運送事業者からの運送の依頼により行う貨物運送をいう。
(20)　「荷送人の氏名又は名称及び住所」の欄は、事故を引き起こした当該貨物自動車運送事業者と運送契約を締結した荷送人のほか、
　　　事故の際に運送していた貨物に関して当該荷送人と運送契約を締結した者等の当該貨物の運送に関して運送契約を締結した全ての
　　　者を記載すること。
(21)　「運送形態」の欄の「２その他」に該当し、かつ、当該運送が特別積合せ運送である場合には「荷送人の氏名又は名称及び住所」
　　　及び「荷受人の氏名又は名称及び住所」の欄は、記入を要しない。
(22)　「過去３年間の事故の状況」の欄は、当該運転者が引き起こした道路交通法第67条第２項の交通事故に関して記入する。
(23)　「過去３年間の適性診断の受診状況」の欄は、当該運転者の過去３年間の運転適性診断の受診の有無について、該当する事項を○
　　　で囲むこと。また、「適性診断受診場所」は、「最近の受診年月日」に受診した受診場所（又は受診機関）を具体的に記入するこ
　　　と。
(24)　「最近の健康診断の受診年月日」の欄は、第２条第９号に該当する事故を引き起こした当該運転者又は特定自動運行保安員が受診した
　　　労働安全衛生法第66条に規定する健康診断の最近の受診年月日を記入すること。
(25)　「運行管理者」は、事故について最も責任のあると考えられる運行管理者のことである。
(26)　「統括運行管理者」とは、旅客自動車運送事業運輸規則（昭和31年運輸省令第44号）第48条の２第１項又は貨物自動車運送事業輸送
　　　安全規則（平成２年運輸省令第22号）第21条第１項に規定する業務を統括する運行管理者をいう。
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内 容

施 行 期 日

施 行 者

前　　　後

左　　　右

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

材質、加工、設計等に対
する意見

破損又は脱落の状況
（略図又は写真）

当該部品の製作者（不明
な場合は販売者）の氏名
又 は 名 称 及 び 住 所

疲労又は急進破壊の別

当 該 部 品 を 取 付 て か ら
事故発生までの走行キロ

当 該 部 品 を 含 む 装 置 の
整 備 及 び 改 造 の 状 況

ｋｍ

同 上 部 品 の 名 称

最近における
大規模な改造

年　　月　　日

別表３　車両故障事故報告書添付票

自 動 車 検 査 証
の 有 効 期 間

年　　月　　日まで

使 用 開 始 後 の
総 走 行 距 離

ｋｍ

破 損 又 は 脱 落 部 品 名
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３．４ 令和４年度 路上故障の実態調査結果  

  

国土交通省では、自動車の不具合に対するユーザーの関心を高め、適切な使用や保守管理

及び不具合発生時の適切な対応が促進されることを目的として、（一社）日本自動車連盟 

（JAF）の協力のもと、令和 4年 9 月から 11月までの間に発生した自動車の路上故障につい

て、装置別及び部位別の故障発生状況の分析を行いましたので、その分析結果を表１～表３

及び図１に示します。   

  

道路別の路上故障発生件数及び割合についてまとめたものを表１及び図１に示します。 

表１の「一般道路」の装置別故障発生件数の割合をみると、①電気装置 39.2％（前年

40.0％）、②走行装置 33.7％（前年 32.4％）、③エンジン本体 8.4％（前年 8.2％）と、電気

装置による故障発生件数の割合が最も高くなっています。 また、表１の「高速道路」では、

①走行装置 50.9％（前年 49.4％）、②燃料装置 13.7％（前年 13.5％）、③電気装置 10.9％

（前年 10.8％）と、走行装置による故障発生件数の割合が最も高くなっています。   

このように、「一般道路」と「高速道路」では路上故障の発生状況に違いがみられます。  

  
表１ 道路別装置別故障発生件数及び割合  

No. 装置名 

発生件数 （件） 

一般道路 高速道路 全体 

1 電気装置 33,613 (39.2) 59 (10.9) 33,672 (39.0) 

2 走行装置 28,955 (33.7) 276 (50.9) 29,231 (33.8) 

3 エンジン本体 7,175 (8.4) 57 (10.5) 7,232 (8.4) 

4 燃料装置 7,125 (8.3) 74 (13.7) 7,199 (8.3) 

5 動力伝達装置 3,540 (4.1) 30 (5.5) 3,570 (4.1) 

6 冷却装置 2,623 (3.1) 26 (4.8) 2,649 (3.1) 

7 電子制御装置 1,002 (1.2) 4 (0.7) 1,006 (1.2) 

8 潤滑装置 734 (0.9) 16 (3.0) 750 (0.9) 

9 制動装置 709 (0.8) 0 (0.0) 709 (0.8) 

10 かじ取り装置 376 (0.4) 0 (0.0) 376 (0.4) 

総計  85,852 (100.0) 542 (100.0) 86,394 (100.0) 

※表１内の（  ）は、各総計に対する発生件数割合（％）を示す。  
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図１ 道路別装置別故障発生件数の割合  

  
次に、道路別に路上故障部位別発生件数の割合をまとめたものを表２及び表３に示しま

す。 

表２の「一般道路」についてみると、①タイヤ 33.4％（前年 32.1％）、②バッテリー

29.0％（前年 29.7％）、③オルタネータ 4.8％（前年 4.9％）となっており、表３の「高速道

路」については、①タイヤ 50.6％（前年 49.0％）、②オルタネータ 3.9％（前年 4.3％）③冷

却水 3.0％（前年 4.0％）及び潤滑油 3.0%（前年 3.7%）となっています。  

「一般道路」、「高速道路」どちらにおいてもタイヤの故障発生件数の割合が高く、過去の

統計からもタイヤの故障発生件数の割合が高いことから、走行前にタイヤの摩耗量や外観の

傷の確認及び空気圧の確認等の日常点検を確実に実施することにより、このような路上故障

の発生を減らすことができると考えられます。  

また、「一般道路」については、バッテリーの故障発生件数の割合も高くなっています。  

その中でも、過放電の割合がバッテリー故障全体の 74.3％（前年 75.1％）を占めており、

バッテリーの長期使用による劣化、あるいは電装品の複数同時使用等によりオルタネータか

らの発電量を超えて電力を消費する状況が続くことで、バッテリーが過放電状態になったこ

とが原因であると考えられます。  
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表２ 一般道路における故障部位別発生件数の割合  

順位 部位 発生率 主な故障状況 

1 タイヤ 33.4% 
■ パンク、バースト 

■ 空気圧不足 

2 バッテリー 29.0% 

■ 過放電 

■ 破損、劣化 

■ 端子部接続不良 

■ 液不足 

3 オルタネータ 4.8% 

■ ブラシ不良 

■ レギュレータ不良 

■ ダイオード不良 

■ コイル断線 

4 冷却水 1.6% 

■ 不足、水漏れ 

■ 汚れ 

■ 凍結 

5 クラッチ 1.3% 

■ すべり 

■ オイル漏れ 

■ ワイヤ（リンク）不良 

■ 切れ不良 

6 
トランスミッション 

（A/T） 
1.2% 

■ ギヤ操作不能 

■ オイル漏れ・不足 

■ 異音 

7 スタータ 0.9% 

■ リレー不良 

■ 端子部接続不良 

■ かみ合い不良 

■ イグニッションスイッチ不良 

8 潤滑油 0.9% 
■ オイル不良 

■ オイルパンからの漏れ 

9 ファンベルト 0.6% 
 

10 
ベルト駆動機器・ 

プーリーのステー類 
0.5% 

■ 取り付けボルト脱落 

■ 破損 

 その他 25.8%  
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表３ 高速道路における故障部位別発生率  

順位 部位 発生率 主な故障状況 

1 タイヤ 50.6% 
■ パンク、バースト 

■ 空気圧不足 

2 オルタネータ 3.9% 

■ ブラシ不良 

■ レギュレータ不良 

■ ダイオード不良 

■ コイル断線 

3 冷却水 3.0% 

■ 不足、水漏れ 

■ 汚れ 

■ 凍結 

4 潤滑油 3.0% 
■ オイル不良 

■ オイルパンからの漏れ 

5 トランスミッション（A/T） 2.2% 

■ ギヤ操作不能 

■ オイル漏れ・不足 

■ 異音 

6 クラッチ 2.0% 

■ すべり 

■ オイル漏れ 

■ ワイヤ（リンク）不良 

■ 切れ不良 

7 バッテリー 1.3% 

■ 過放電 

■ 破損、劣化 

■ 端子部接続不良 

■ 液不足 

8 IG コイルイグナイタ 0.7% 
 

8 ファンベルト 0.7% 
 

8 ホース類 0.7%  

 
その他 31.9％  

 

- 48 -



バス　20件（徳島：4件、香川：9件、愛媛：5件、高知：2件）

県別 道路
走行距離

（km）
初度

登録年

徳
島

道路(高速自動
車国道)

1,146,591 H25

徳
島

道路(自動車専
用道路等)

2,720,505 H23

徳
島

道路（その他） 1,843,533 H22

徳
島

その他の場所 67,665 R1

香
川

道路(その他 267,742 R2

香
川

道路(自動車専
用道路等)

363,458 R1

香
川

道路(自動車専
用道路等)

400,340 R1

香
川

道路（その他） 492,643 H25

香
川

道路(高速自動
車国道)

209,804 H28

香
川

道路（その他） 1,049,167 H25

香
川

道路（その他） 713,558 H22

香
川

道路(高速自動
車国道)

621,730 H29

香
川

道路(自動車専
用道路等)

476,985 R1

愛
媛

その他の場所 468,589 H27

走行中、冷却水の液量低下を知らす赤
色警告灯が点灯。

ヒーターラバーホースの破損による冷却水
漏れ。

エンジン内部　3気筒目クランクシャフト折
損、アイドラベルト及びエアコンコンプレッ
サーベルトの断裂。

バス停でエンジンから異音を確認、その
後別のバス停でオーバーヒート警告が
点灯。

4/24

走行中、オーバーヒートの警告音と警告
ランプが点灯。エンジンルームを点検す
ると、冷却ポンプにかかるベルトが切
れ、冷却水が噴出している状況。

冷却ポンプにかかるベルトが切れてオー
バーヒート。

燃料噴射装置（インジェクターNo.2）の故
障。

12/2

走行中、エンジン警告灯が点灯。 フットブレーキのストップランプに関するセ
ンサー及びオートマチックコンピュータに関
するエラー。

4/10

走行中、エンジントラブルを示す黄色警
告灯が点灯。

EGRバルブの稼働弁部分にカーボンの塊
が引っ掛かりバルブの作動不良。

4/23

信号が変わったので発車しようとアクセ
ルを踏んだ際、エンジンの回転が下がり
エンストしそうになったので更にアクセル
を踏み込んだ時、エンジンが止まった。
直ぐ再度エンジンを駆けるがすぐに止ま
り、エンジンはかからなかった。

3/10

走行中、パーキングブレーキ作動時の
警告灯が点灯すると同時にブレーキシ
ステム故障と警告が点灯。

ブレーキシステムのスイッチ機器の故障。

エンジン内部にてピストンとシリンダーの焼
き付き。（オイル切れが原因と推測される）

冷却水ラバーホースの破損。

エンジンシリンダーヘッドガスケット不良。

10/8

走行中、エアー警報が作動。

3/16

走行中、冷却水の液量低下を知らす赤
色警告灯が点灯。

エアーコンプレッサーシリンダーヘッド部の
リード弁破損（金属疲労）により、エアタンク
にエアーの供給が出来なくなった。

8/21

走行中、冷却水異常警告ランプが作
動。冷却水がサブタンクよりあふれ出て
いる状況。

17
4
0

13

25
5
0

H30

計
トラック
ハイタク

25
4
0

21 20バス

27
4

11/21

走行中、エンジンが吹かなくなり路肩に
停車。

クランクシャフトメタル・コンロッドメタル焼付
き。

12/4

3/10

138

３．５　四国運輸局管内における車両故障事故の発生状況

4/25

11/16

回送中、スイングドアガラス下部にヒビ
が入る事象が発生。

信号が変わったので、ギアを入れようと
クラッチペダルを踏み込み、2速にチェン
ジ入れようとしたが入らなかった。再度、
クラッチ踏み直ししたがギアが何処にも
入らず、トランスミッション非常スイッチで
ギアを入れても入らず走行不能になっ
た。

飛び石による破損。

クラッチ内部のフォークを固定するロックボ
ルトの折損。

0
23

3/31

走行中、車両後部より破裂音を確認、ミ
ラーにて後方確認すると煙の発生を確
認。

24

②車両故障事故の概要（令和4年）

R1

不良箇所等状況
事故

発生日

20
5
0

　令和4年中に発生し、自動車事故報告規則（昭和26年運輸省令第104号）に基づいて、四国運輸局
管内で国土交通大臣あてに報告された車両故障に起因する事故報告件数は24件となっています。

①業態別車両故障事故件数の推移（平成29～令和4年）
R4

20
0
4

15
R3 合計

112
0

26

H29 R2

0

10

20

30

H29 H30 R1 R2 R3 R4
バス ハイタク トラック 計
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愛
媛

その他の場所 1,021,250 H26

愛
媛

道路(高速自動
車国道)

443,961 H24

愛
媛

道路(高速自動
車国道)

410,130 H24

愛
媛

道路(高速自動
車国道)

1,096,889 H26

高
知

道路(高速自動
車国道)

747,593 H19

高
知

道路(自動車専
用道路等)

756,800 H22

トラック  4件（徳島：0件、香川：2件、愛媛：2件、高知：0件）

県別 道路
走行距離

（Km）
初度

登録年

香
川

道路(高速自動
車国道)

342,666 R1

香
川

道路（その他） 457,563 H21

愛
媛

道路(その他) 1,002,214 H24

愛
媛

道路(高速自動
車国道)

310,390 H30

走行中、「冷却水」「充電系統異常」警告
灯が点灯し間もなくエンジンが停止。

Ｎｏ１コンロッドの折損によりエンジンブロッ
ク及びオイルパンが破損しエンジンが停止
したもの。冷却水警告灯はシリンダブロック
の亀裂により冷却水がエンジン内部へ流
れ込んだため点灯したもの。充電系統警
告灯はダイナモベルトへ飛散したオイルに
よりベルトがスリップしたもの。

8/6

8/12

走行中、エンジンチェックランプ（黄色）
が点灯。

ＳＣＲ　下流ＮＯＸセンサーの異常。

走行中、冷却水不足の警告が吹鳴。 ラジエターアッパータンクかしめ部分から
の水漏れ。

5/27

走行中、油圧警告灯が点灯、エンジンが
振動し、異音と共にマフラーより白煙。

油圧の低下によりエンジン内部が焼き付
き、コンロッドが折損しエンジンブロックを
破損。

12/21

走行中、エンジンルームから突然煙が
吹き出した。

エンジン（コンロッド）の破損。

5/28

青信号に変わった為エンジン始動した
所（クラッチを踏む）セルが回らずその場
で停車。

セルモーターの不具合、バッテリーの電圧
不足。

5/19

走行中、自動変速が不能となったため
路側帯に停車し、一旦エンジンを停止。
その後再始動できなくなった。

オルタネーター及び電装関連PCの不具
合。

不良箇所等

12/8

走行中、電源異常ランプが点灯。 ＥＧＲバルブの故障によるエンジン出力低
下。

状況
事故発
生日

10/13

走行中、エンジン警告灯（赤ランプ）が点
灯し、ブザーが鳴りエンジンが停止。

サプライポンプ内のＰＣＶ電源異常。

3/26

8/23

信号を発進した際に異音がして左ミラー
で確認すると左４軸目のタイヤが外れか
かっていたので安全を確認し路肩に停
車した。トラックから降車して車両の左後
方部を確認すると左側４軸目のタイヤ２
本が脱輪し、その場に倒れ込んでいた。

ホイール・ナットのゆるみ。
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３．６ 発生状況からみた車両故障の防止対策 
  

車両故障の発生を防止するためには、車両故障の発生状況について、車種別、 
部位別、道路別等の特徴を把握した上で、対策を講じることが効果的です。 

  
 ① 日常点検 

    車両故障発生防止の具体的方法は、このような車両故障の発生状況を基に、

管理する車両の運行状況に応じて、日常点検を確実に励行することです。 
 
  ② 定期点検 
    車両故障発生防止には、過去の車両故障の発生状況を踏まえて重点項目を定

め、定期点検整備を確実に実施することです。 
 
  ③ 重点項目 
    重点項目は、車両故障の発生状況を踏まえて定めます。 
    日常点検および定期点検整備は、各々の点検項目にこれら重点項目を加えて

実施することとなります。 
 
  ④ 点検実施体制 
    この点検を継続的に行うためには、運行実態に合わせた点検実施体制を整え

る必要があります。 
    具体的には、年間を通して重点項目を定めたり、「貸切バス予防整備ガイド

ライン」を参考に自社における年間整備サイクル表を車両毎に作成し、車両管

理と部品の定期交換等を行うことも効果的な方法となります。 
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月別点検実施重点項目（参考例） 

実施月 重点項目 点検要領 
 
１月 

 
原動機の状態 

・黒煙や異音の有無 
・かかり具合は正常か 
・オイルの状態、漏れの有無 

２月 各部給油脂状態、

車体腐食の有無 
・シャシ各部の給油脂状態 
・車体下面等の錆・腐食の有無 

 
３月 

 
ブレーキ 

・駐車ブレーキの引きしろ、効き具  
 合 
・液量の確認、液漏れの有無 

 
 
４月 

 
タイヤ 
ホイール・ナット

（夏タイヤ交換等） 

・空気圧 
・タイヤの溝深さ、亀裂、損傷、 
異状摩耗の有無 

・ホイール・ナットの緩み、締め付 
けトルクの管理 

５月 クーラー・シーズ

ン IN 点検 
・ベルトの損傷や亀裂の有無 
・冷媒充填量の確認 

 
６月 

ワイパー 
前面ガラス 

・作動、払拭状態の確認 
・洗浄液噴射状態の確認 
・ガラスの損傷の有無 

７月 ファン・ベルト ・緩み、損傷、亀裂の有無 

８月 灯火装置 ・配線接続部の緩み、腐食の有無 
・点灯、点滅状態の不具合の有無 

９月 エア・エレメント ・汚れ、詰まり等の状態確認 
１０月 バッテリ ・液量、比重の確認 

・端子部の緩み、腐食の有無 
 
１１月 

ラジエータ・ホース  
冷却水（LLC） 

・ホースの損傷、劣化の有無 
・冷却装置の水漏れの有無 
・冷却水の量、濃度の確認 

 
 
１２月 

 
タイヤ 
タイヤチェーン 
ホイール・ナット

（冬タイヤ交換等） 

・空気圧 
・タイヤの溝深さ、亀裂、損傷、 
異状摩耗の有無 

・ホイール・ナットの緩み、締め付 
けトルクの管理 

・タイヤチェーンのサイズ、折損、

異状摩耗の有無 
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国 自 安 第 ７ ５ 号 の ２ 

国 自 貨 第 ８ ３ 号 の ２ 

国自整第１２２号の２ 

令 和 ５ 年 ９ 月 ２ ９ 日 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会 

構成団体（別添）の長 殿 

 

国土交通省自動車局 

安全政策課長 

貨 物 課 長 

整 備 課 長 

（公印省略） 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和５年度緊急対策の実施について 

 

 

 大型車の車輪脱落事故防止につきましては、平成３０年度より事故防止のための緊急対

策を策定し積極的に取り組んできたところですが、令和４年度の事故発生件数は１４０件

（前年度比１７件増）と依然として多くの車輪脱落事故が発生していることを踏まえ、平

成２９年度に設置した「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会」において、大型車

の車輪脱落事故防止「令和５年度緊急対策」を取りまとめ、別添１のとおり取り組むこと

としましたので、傘下会員に対し周知されるとともに、車輪脱落事故防止対策の積極的な

取り組みをお願いします。 

 なお、各地方運輸局等あてに別紙により通知していることを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ６．５　事故防止対策の取組方法
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貨物自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和５年度緊急対策」について 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策について

積極的な取組をお願いいたします。 

 

１．事業主・会社代表者の方へ 

 

車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）について、

自社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に周知徹底を図ってくだ

さい。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者・補助者の方へ 

 

 作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業を実施してください。

特に降雪地を運行する車両がある場合は、積雪予報が発せられた際に急

な交換とならないよう十分配慮してください。 

 自社内でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者が実施して

ください。 

 著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイー

ルでは、適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清

掃や潤滑剤の塗布を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひ

っかかり等の異状がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイ

ール・ナットは、使用せず交換してください。 

 車輪脱落事故の多い左側後輪について重点的に点検してください。 

 積雪地域や舗装されていない道路を走行する大型車について、入念に点

検してください。 

 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を運転者やタイ

ヤ脱着作業者に指導してください。なお、車載工具で増し締めを行った

場合は、必ず帰庫時にトルクレンチを使用して規定のトルクで締め付け

てください。また、トルクレンチは校正が必要ですので留意してくださ

い。 
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  依然として、自社でタイヤ脱着した大型車による車輪脱落事故が多発して

いることを踏まえた対策 

 自社内で大型車のタイヤ脱着作業を行うときは、作業者に別紙１の「タ

イヤ脱着作業管理表」に沿って作業を実施し、その結果を記録してく

ださい。 

 タイヤ脱着作業完了後、別紙１の「タイヤ脱着作業管理表」をもとに適

正なタイヤ脱着作業が行われていることを確認してください。 

 別紙１の「タイヤ脱着作業管理表」を使用し、増し締めの実施結果を記

録してください。 

 点検実施者に別紙２の「日常点検表」を使用し、「ディスク・ホイール

の取付状態」の点検を確実に行ってください。 

 増し締め実施後、点検ハンマによる確認手法、ホイール・ナットへマー

キング（注１）を施す、又は、インジケーターを装着し、それらのずれを

確認する手法により、ホイール・ナットの緩みの点検（注２）を確実に確

認してください。 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩

みを確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで

連続して記入することが望ましい。 

 マーキングは増し締め実施後に施工する。タイヤ脱着時にマーキングを施工したとき

は、増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを

消して新たに施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するか

のいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが

目視で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性

のあるものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO 方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナット

へのマーキング又はインジケーターによる合いマークのずれの確認により行っても差し支

えない。ただし、ホイール・ボルトの折損の点検方法としては不適切であることに留意す

る。 
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旅客自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和５年度緊急対策」について 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策について

積極的な取組をお願いいたします。 

 

１．事業主・会社代表者の方へ 

 

車輪脱落事故防止のための「お・と・さ・な・い」のポイント（※）について、

自社内の整備管理者、運転者及びタイヤ脱着作業者に周知徹底を図ってくだ

さい。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者・補助者の方へ 

 

 作業時間に余裕を持った、計画的なタイヤ脱着作業を実施してください。

特に降雪地を運行する車両がある場合は、積雪予報が発せられた際に急

な交換とならないよう十分配慮してください。 

 自社内でタイヤ脱着作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させ

てください。 

 著しくさびたホイール・ボルトやホイール・ナット、ディスク・ホイー

ルでは、適正な締付力が得られないため、タイヤ脱着作業時に点検・清

掃や潤滑剤の塗布を行っても、さびが著しいディスク・ホイールや、ひ

っかかり等の異状がありスムーズに回らないホイール・ボルト及びホイ

ール・ナットは、使用せず交換してください。 

 車輪脱落事故の多い左側後輪について重点的に点検してください。 

 積雪地域や舗装されていない道路を走行する大型車について、入念に点

検してください。 

 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を運転者やタイ

ヤ脱着作業者に指導してください。なお、車載工具で増し締めを行った

場合は、必ず帰庫時にトルクレンチを使用して規定のトルクで締め付け

てください。また、トルクレンチは校正が必要ですので留意してくださ

い。 
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別紙１（様式例）

○

○

※

☆

☆

※
☆

○
☆

○

■
△

N･m

■

※

■

△

☆

注

清
掃
の
実
施

ハブ面

ディスク・ホイール取付面の錆や泥、ゴミな
どを取り除く。

ハブのはめ合い部（インロー部）の錆やゴ
ミ、泥などを取り除く。

ディスク・ホイール

ホイール・ボルト、ナット

ホイール・ナットの当たり面、ハブ取付面の
錆やゴミ、泥などを取り除く。

取
付

ホイール・ナットの増し締め
保
守

ホイール・ナット

座金（ワッシャ）とナットとのすき間にエン
ジンオイルなどの潤滑剤を薄く塗布する。

タイヤ脱着作業時の締め付けトルク値

ネジ部にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く
塗布する。

タイヤ脱着作業管理表
登録番号又は車番

作 業 実 施 者 名

実施日　令和

整備管理者確認欄

ハブ面

確認・作業内容 結　果
（実施✓・交換×）

ディスク・ホイールの取付面に著しい摩耗や
損傷がないかを確認

実施箇所

年　　月　　日 

ねじ部につぶれや、やせ、かじりなどがない
かを確認

ナットの座面部（球面座）に錆や傷、ゴミが
ないかを確認

ディスク・ホイール

ホイール・ボルト、ナット

ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がな
いかを確認

ホイール・ボルト、ナットの錆やゴミ、泥な
どを取り除く。

ホイール・ナットの当たり面に亀裂や損傷、
摩耗がないかを確認

溶接部に亀裂や損傷がないかを確認

○

規定の締め付けトルク値は、車両の「タイヤ空気圧ラベル」の近くに表示されています。

対角線順に2～3回に分けて締め付けること（最後の締め付けはトルクレンチで規定トルクで締め付ける）。

油
脂
類
塗
布
の
実
施

ハブ

ホイール・ナットの締め付け

ハブのはめ合い部（インロー部）に、グリー
スを薄く塗布する。

タイヤ脱着後、50～100km走行後の増し締めを
実施する。

ネジ部にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く
塗布する。

点
検
の
実
施

亀裂、損傷がないかを確認

ハブへの取付面とディスク・ホイール合わせ
面に摩耗や損傷がないかを確認

ボルトの伸び、著しい錆がないかを確認

ナットの座金（ワッシャ）が、スムーズに回
転するかを確認

この内容に沿ったものであれば、自社の様式を使用してもよい。

ホイール・ボルト

座面部（球面座）にエンジンオイルなどの潤
滑剤を薄く塗布する。

JIS方式が対象。

ISO方式が対象。ハブのディスク・ホイール取付面、ホイール合わせ面、ホイールと座金（ワッシャ）との
当たり面には、塗装、エンジンオイルなどの油脂類の塗布を行わないよう注意すること。

二硫化モリブデン入りのオイル等は使用しない。また、トレーラの車種によっては潤滑剤の塗布が不要な箇
所もあることに留意すること。
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別紙２（様式例）

踏みしろ

ブレーキのきき

かかり具合

異音

※ 低速、加速の状態

※ 噴射状態

※ 拭き取りの状態

○ 空気圧力の上がり具合

○ 排気音

※ 液量

液量

※ 液量

※ リザーバ・タンク内の液量

※ エンジン・オイルの量

張り具合

損傷

点灯・点滅具合

汚れ

損傷

空気圧

ナット緩み・脱落

ボルト付近さび汁

ボルト突出不揃い、折損

亀裂

損傷

異状な摩耗

※ 溝の深さ

○ タンク内の凝水

※

※

※印の点検は、当該自動車の走行距離・運行時の状態等から判断した適切な時期に行うことで足りる。

○印の項目はエア・ブレーキを用いた自動車の点検項目を示す。

□印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員30人以上に該当する車両の場合は必ず実施すること。

注．ディスク・ホイールの取付状態の点検項目が細分化された内容が点検されるようになっていれば、自社の様式を使用してもよい。

ブレーキのリザーバ・タンク

空気圧力計

エア・タンク

点灯・点滅具合、汚れ、損傷

車
の
周
り
か
ら
の
点
検

ブレーキ・バルブ

ウィンド・ウォッシャ・タンク

バッテリ

ラジエータなどの冷却装置

潤滑装置

運
転
席
で
の
点
検

エ
ン
ジ
ン
・
ル
ー

ム
の
点
検

登録番号又は車番

点検実施者（運転者）名

ワイパー

ブレーキ・ペダル

駐車ブレーキ・レバー
(パーキング・ブレーキ・レバー)

ファン・ベルト

実施日　令和

日常点検表
運行管理者（補助者）確認欄

整備管理者（補助者）確認欄

点検箇所

年　　月　　日 

点検項目
点検結果
(○・×)

ブレーキ・ペダル
ブレーキ・ドラムとライニング
とのすき間

前日・前回の運行におい
て異状が認められた箇所

○

原動機(エンジン）
※ かかり具合、異音

ウィンド・ウォッシャ

引きしろ（踏みしろ）

タイヤ

□ ディスク・ホイールの取付状態

亀裂、損傷

ブレーキ・チャンバのロッドの
ストローク

踏みしろ、ブレーキのきき

灯火装置（前照灯・車幅灯・尾
灯・制動灯・後退灯・番号灯・側
方灯・反射器）、方向指示器

※ 張り具合、損傷



 

令 和 ５ 年 ５ 月 ３ ０ 日 

自 動 車 局 整 備 課 

車両基準・国際課 

 

６月は、「不正改造車を排除する運動」の強化月間です！ 

～ 車の不正改造は、事故や環境悪化を引き起こす犯罪です ～ 

 

※1 別紙１に記載； ※2 強化月間…６月：運輸局、１０月：内閣府沖縄総合事務局 

 

１．不正改造を「しない」・「させない」ための啓発活動 

 ポスター及びチラシ（別紙２～４）等の貼付、配布及びＳＮＳ等への掲載等により、
積極的に広報を実施。 

 全国のバス事業者の協力（別添５）による、バス車両前面への広報横断幕の掲示。 
 

２．不正改造車を排除するための街頭検査の実施 

 警察機関、独立行政法人自動車技術総合機構、軽自動車検査協会等と連携した街頭
検査を全国各地で実施し、違反車両に対して整備命令を発令。 

 

３．不正改造車に関する情報収集等 

 運輸支局等に「不正改造車・迷惑黒煙情報提供窓口」（別紙６）を設置し、通報があ
った情報をもとに、不正改造車ユーザーへ改善・報告を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

国土交通省では『不正改造車を排除する運動』として、関係省庁・団体※1と連携し、

不正改造を「しない」・「させない」ための啓発活動を行っております。その一環とし

て、各地方運輸局等が定める「強化月間」が６月１日から始まり※2、街頭検査の実施な

ど、安全・安心な車社会形成のための徹底した取組みを行います。 

【問い合わせ先】自動車局整備課  杉本・渡部（運動全般に関すること） 

TEL:03-5253-8111（代表）（内線:42412） 

03-5253-8599（直通）        

自動車局車両基準・国際課  河村・伊藤（排出ガス等の基準に関すること） 

TEL:03-5253-8111（代表）（内線:42522） 

03-5253-8604（直通）        

※街頭検査等の具体的な実施計画については、各地方運輸局等にお問い合わせください。 

バス車両へ広報横断幕の掲示 電光掲示板を活用した広報 不正改造車を排除する街頭検査の実施 

７　整備や事故防止対策に関する行政等情報
　７．１　整備や事故防止対策に関する行政情報の提供
　　（１）不正改造を排除する運動について 
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こ
の
よ
う
な
改
造
は
不
正
改
造
で
す
。

不
正
改
造
は
犯
罪
で
す！
！

「
知
ら
な
か
っ
た
」で
は
済
ま
さ
れ
ま
せ
ん
。

推
進
／
国
土
交
通
省
、不
正
改
造
防
止
推
進
協
議
会
　
後
援
／
内
閣
府
、警
察
庁
、農
林
水
産
省
、経
済
産
業
省
、環
境
省
　
協
力
／
独
立
行
政
法
人
自
動
車
技
術
総
合
機
構
、軽
自
動
車
検
査
協
会

（
一
社
）日
本
自
動
車
整
備
振
興
会
連
合
会
、日
本
自
動
車
車
体
整
備
協
同
組
合
連
合
会
、全
国
自
動
車
電
装
品
整
備
商
工
組
合
連
合
会
、全
国
タ
イ
ヤ
商
工
協
同
組
合
連
合
会
、（
一
社
）日
本
自
動
車
販
売
協
会
連
合
会
、（
一
社
）日
本
中
古
自
動
車
販
売
協
会
連

合
会
、日
本
自
動
車
輸
入
組
合
、（
一
社
）日
本
自
動
車
工
業
会
、（
一
社
）日
本
自
動
車
部
品
工
業
会
、（
一
社
）日
本
自
動
車
車
体
工
業
会
、（
公
社
）日
本
バ
ス
協
会
、（
公
社
）全
日
本
ト
ラ
ッ
ク
協
会
、（
一
社
）全
国
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー
連
合
会
、（
一
社
）日
本
陸
送

協
会
、全
日
本
自
動
車
部
品
卸
商
協
同
組
合
、（
一
社
）日
本
自
動
車
タ
イ
ヤ
協
会
、（
一
社
）全
国
軽
自
動
車
協
会
連
合
会
、（
一
社
）全
国
自
家
用
自
動
車
協
会
、（
一
社
）日
本
自
動
車
連
盟
、（
一
財
）自
動
車
検
査
登
録
情
報
協
会
、（
一
社
）日
本
自
動
車
会
議
所
、

（
一
社
）日
本
二
輪
車
普
及
安
全
協
会
、（
一
社
）全
国
自
動
車
標
板
協
議
会
、
全
国
石
油
商
業
組
合
連
合
会
、（
一
社
）自
動
車
用
品
小
売
業
協
会
、
日
本
ウ
イ
ン
ド
ウ
・
フ
ィ
ル
ム
工
業
会
、（
一
社
）日
本
自
動
車
用
品
・
部
品
ア
フ
タ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
振
興
会
、（
一
社
）

全
国
二
輪
車
用
品
連
合
会
、全
国
デ
ィ
ー
ゼ
ル
ポ
ン
プ
振
興
会
連
合
会
、全
国
自
動
車
大
学
校
・
整
備
専
門
学
校
協
会
、全
国
自
動
車
短
期
大
学
協
会
、全
国
オ
ー
ト
バ
イ
協
同
組
合
連
合
会

基
準
不
適
合
マ
フ
ラ
ー
の
装
着
や
マ
フ
ラ
ー

の
切
断・
取
り
外
し
は
、排
気
騒
音
が
増
大
し
、

沿
道
住
民
の
生
活
環
境
を
脅
か
し
、騒
音
公
害

の
原
因
に
繋
が
り
ま
す
。

❶

運
転
者
席・
助
手
席
の
窓
ガ
ラ
ス
へ
の

着
色
フ
ィ
ル
ム
等
の
貼
付

（
貼
付
状
態
で
可
視
光
線
透
過
率
70
%
未
満
）

運
転
者
席
及
び
助
手
席
の
窓
ガ
ラ
ス
に
濃
い
色
の
着
色
フ
ィ
ル
ム
を
貼
る
こ
と

に
よ
り
、周
囲
の
状
況
が
確
認
し
に
くく
な
り
、大
変
危
険
で
す
。

❹
タ
イ
ヤ
及
び
ホ
イ
ー
ル
の
車
体（
フ
ェ
ン
ダ
ー
）

外
へ
の
は
み
出
し

適
切
な
タ
イ
ヤ
や
ホ
イ
ー
ル
を

使
用
し
な
け
れ
ば
、車
体
に
接

触
し
た
り
、ブ
レ
ー
キ
構
造
な
ど

と
干
渉
し
ま
す
。

ま
た
、車
体
か
ら
突
出
す
る
こ
と

も
あ
り
、歩
行
者
等
に
危
害
を

及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
り
、大
変

危
険
で
す
。

❸

基
準
外
ウ
イ
ン
グ
の
取
り
付
け

車
体
か
ら
は
み
出
し
た
ウ
イ
ン
グ
は
、歩
行
者
等
に

接
触
し
、危
害
を
加
え
る
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
、大
変

危
険
で
す
。

❺

※
色
の
判
断
に
つ
い
て
は
、点
灯
状
態
を
見
て
判
断
し
ま
す
。

制
動
灯
、方
向
指
示
器
等
は
そ
れ
ぞ
れ
灯
光
の
色
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、そ
の
他

の
色
を
使
用
す
る
こ
と
は
誤
認
を
与
え
、他
の
交
通
を
阻
害
し
、事
故
を
誘
発
す

る
お
そ
れ
が
あ
り
、大
変
危
険
で
す
。

❷

速
度
抑
制
装
置（
ス
ピ
ー
ド
リ
ミ
ッ
タ
ー
）

の
解
除・
取
り
外
し

速
 度
 抑
 制

装
 置
 付

❼

Ａ

Ｂ CＡ
.

Ｂ
.
C
.荷
台
さ
し
枠
の
取
り
付
け・
燃
料

タ
ン
ク
の
増
設

突
入
防
止
装
置
の
切
断・
取
り
外
し

大
型
後
部
反
射
器
の
取
り
外
し

❻

基
準
不
適
合
マ
フ
ラ
ー
の
装
着
／

消
音
器
の
取
り
外
し

ク
リ
ア
レ
ン
ズ
等
不
適
切
な
灯
火
器
及
び
回
転
灯
等
の
取
り
付
け

灯
火
類
の
色
の
変
更

不
正
改
造
車
を
見
か
け
た
ら

●
車
両
の
ナ
ン
バ
ー

●
不
正
改
造
の
内
容

を
こ
ち
ら
ま
で

不
正
改
造
車

迷
惑
黒
煙
車

通
報
連
絡
先

不
正
改
造
車
を

排
除
す
る
運
動

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

不
正
改
造
車
の

使
用
者

整
備
命
令
の
発
令

不
正
改
造
を

実
施
し
た
者

6ヵ
月
以
下
の
懲
役

又
は
 3
0万
円
以
下
の
罰
金

S
TO
P
! 

TH
E

不
正
改
造

不
正
改
造
車
を
排
除
す
る
運
動
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Administrator
テキストボックス
（別紙３）




不正改造車の
使用者

整備命令の発令
▶整備命令に従わない場合については
50万円以下の罰金

不正改造を
実施した者

6ヶ月以下の懲役又は
30万円以下の罰金

交換用マフラーはバイクも クルマも

詳しくはQRコードを！

ネ
ッ

トで
購入する際

は

要注意です。

基準適合品を！
「犯罪」って

知ってる！？

ダメ！ダメ！違法マフラー
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Administrator
テキストボックス
（別紙４）




マフラー（消音器）に対する騒音対策
平成22年4月以降に製作される自動車及び原動機付自転車に適用

騒音低減機構を容易に除去できる
マフラーの装着を禁止

※車検がない原動機付自転車（～125cc）、軽二輪自動車（125～250cc）にもこの基準は適用されます。
適用時期

平成28年10月以降に製作される自動車等は運行中にこれらの表示や試験成績表等が
確認できない場合、基準不適合となります。

新車段階だけでなく、使用過程時にも加速走行騒音の防止要件が適用

■ マフラーの消音機能に関する部品が溶接、リベット等で
　 取り付けられていないもの。
（例）マフラーにインナーサイレンサーがボルト止め、ナット止め、
　　 接着等により取り付けられており、容易に取り外せるもの

■公的試験機関が実施した試験結果が必要となります。

① 次のいずれかの表示があるマフラー
（イ）自動車製作者表示（純正マフラー）

② 次のいずれかの自動車等が現に備えているマフラー
（イ）加速走行騒音試験を実施して騒音値が基準に適合する自動車等

■外国の法令に基づく書面又は表示で確認できます。例えば、以下のものがあります。
　（ただし、同一性や基準への適合性が明らかであることが必要です。）
  ● COCペーパー（EU指令に基づく車両型式認可車両に交付される適合証明書）
  ● WVTAラベル又はプレート（EU指令に基づく車両型式認可を受けた車両に貼付されている当該車両型式
　認可番号が表示されているもの）

（ロ）加速走行騒音レベルが協定規則又はEU指令に適合する自動車等

（ロ）装置型式指定品表示（自マーク）
（例）自動車メーカー商号、
　　  商標等

（ニ）協定規則適合品表示
　　 （Eマーク）

（ホ）欧州連合指令（EU指令）
　　 適合品表示（eマーク）

（例） （例）

（性能等確認済表示の例）

（数字は認定国の番号を示し、番号は認定国により変わります。乗車定員11人以上又は車両総重量 3.5トンを超える自動車の場合を除きます。）

（ハ）性能等確認済表示（確認機関が性能等を確認した交換用マフラーに行う表示）
（例） 確認機関の略称のサンプル例

（例） 自

1

2

不
適
合
例

基
準
に
適
合
す
る
も
の
の
例

注意！

参考：不正改造に
　　　関する罰則

整備命令の発令
▶整備命令に従わない場合については
　50万円以下の罰金

6ヶ月以下の懲役又は
30万円以下の罰金

不正改造車の
使用者

不正改造を
実施した者

確認機関の略称

原動機型式

識別番号近接排気騒音値
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不正改造の罰則等 
１．不正改造等の禁止（道路運送車両法第９９条の２） 
  何人も、保安基準に適合しなくなるような自動車の改造、装置の取り付け、取り外し等（不 

正改造行為）を行ってはいけません。これに違反した場合は６ヶ月以下の懲役又は３０万円以 
下の懲罰が科せられます。 

 
２．整備命令等 
（１）整備不良に係る整備命令（道路運送車両法第５４条） 

地方運輸局長は、自動車が保安基準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合しない状 
態にあるときは、その使用者に対し、保安基準に適合しなくなるおそれをなくすため、又は 
保安基準に適合させるために、必要な整備を行うことを命ずることがあります。この場合、 
使用の方法若しくは経路の制限等を指示することもあります。この命令又は指示に従わない 
場合は、５０万円以下の罰金が科せられます。また、この命令又は指示に従わない場合には、 
当該自動車の使用を停止することがあり、これに違反した場合には、６ヶ月以下の懲役又は 
３０万円以下の罰金が科せられます。 

（２）不正改造に係る整備命令（道路運送車両法第５４条の２） 
   自動車の改造、装備の取り付け、取り外し等により、保安基準に適合しない状態にある自 
  動車を不正改造車と呼びます。 

①  地方運輸局長は不正改造車の使用者に対し、保安基準に適合させるために必要な整

備を行うことを命ずることがあります。 
②  ①の命令を発令したときは、当該自動車に整備命令標章を貼付します。 
③  整備命令が取り消されるまでは②の整備命令標章を剥がしてはいけません。 

④  ①の整備命令を発令された使用者は、１５日以内に必要な整備を行い、当該自動車及

び自動車検査証を地方運輸局長に提示しなければなりません。 

⑤  自動車の使用者が①の命令又は指示に従わない場合は、③又は④の規定に違反した

ときは、一定の期間当該自動車の使用を停止することがあります。 

⑥  ⑤の使用停止期間が満了した後でも、当該自動車が保安基準に適合していなければ、

当該自動車を引き続き使用できません。 

 なお、①の整備命令違反及び④の現車提示違反については、５０万円以下の罰金が科

せられ、⑤及び⑥の使用停止違反については、６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰

金が科せられます。 
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７．１ 
（２）自動車点検整備推進運動 
  同運動は国土交通省、自動車点検整備推進協議会および大型車の車輪脱落防止対

策に掛かる連絡会が中心となり、１年を通して実施しております。  
  特に、全国統一の強化月間を９月１日から３０日までの１ヶ月間とし、これに加

え、各地方が独自に設定する１ヶ月間を地方独自強化月間としています。 
 
  整備管理者は、輸送の安全の確保が最大の使命であることを改めて確認するとと

もに、以下の資料等を活用し、大型車の車輪脱落事故、車両火災事故等の事故防止

に向けた確実な点検・整備の実施が求められております。 
 

①  冬用タイヤ交換時期には確実な作業の実施をお願いします！ 
 

②  大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画を公開！ 
 

③  「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」の中間とりまと

めを公表します 
     ～今後の大型車の車輪脱落事故防止対策のあり方について～ 
 

④  全てのバス事業者に『バス火災事故防止のための点検整備のポイント』を

通知しました 
 

⑤  『貸切バス予防整備ガイドライン』を策定しました 

  ～貸切バス事業者が行うべき予防整備の基準事例を示します～ 

 

⑥  ＤＰＦ（黒煙除去フィルタ）など後処理装置付き車の正しい使用のお願い 
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令和５年９月２９日 

                            自 動 車 局 整 備 課 

冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！ 

大型車の車輪脱落事故の発生件数は、近年増加傾向にあり、国土交通省においては、令和４

年２月に設置した「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」において、大型

車の車輪脱落事故事例について調査、分析を行い、同１２月に中間とりまとめを策定したとこ

ろです。 

本中間とりまとめにおいては、タイヤ脱着作業時のワッシャー付きホイール・ナットの点検、

清掃や各部位への潤滑剤の塗布、ホイール・ナットが円滑に回るかの確認が不十分である等、

適切なタイヤ脱着作業やタイヤ脱着作業後の増し締めが実施されていない等が、事故の主な原

因として報告されています。 

こうした状況を踏まえ、10 月から来年２月にかけて、「大型車の車輪脱落事故防止キャンペ

ーン」を実施します。 

【主な取組】 

 大型車の使用者、運転者及び整備作業者等に対

して、適切なタイヤ脱着作業や保守管理の重要

性について周知・啓発を図る。 

 例年車輪脱落事故は冬用タイヤへの交換など車

輪脱着作業から１～２ヶ月後が大半を占めてお

り、積雪予報が発せられた直後に交換作業が集

中したことにより、不適切な脱着作業が行われ

ていたこともあることから、通常の降雪時期を

待たず早期に冬用タイヤに交換するなど、余裕

を持って正しい脱着作業を行えるべく、冬用タ

イヤ交換作業の平準化を推進する。 

 

また、更なる車輪脱落事故防止対策として、１０月１日より、自動車運送事業者及び整備管理

者に対する行政処分を導入することとします。 

➤ 車輪脱落事故を惹起した自動車運送事業者に対する車両の使用停止（初違反 ２０日車、再

違反 ４０日車） 

➤ 一定期間に複数回の車輪脱落事故を惹起した自動車運送事業者等に対し整備管理者の解任命

令 

 

 

 

＜添付資料＞ 

別紙１：大型車の車輪脱落事故防止のための啓発ポスター及びチラシ 

別紙２：令和4年度大型車の車輪脱落事故発生状況 

大型車の冬用タイヤへの交換時期に車輪の脱落事故が急増する傾向を踏ま

え、タイヤ脱着時の確実な作業の徹底を呼びかける「大型車の車輪脱落事故防

止キャンペーン」を実施します。 

<問い合わせ先> 

自動車局整備課 杉本、坂本 

代表:03-5253-8111（内線：42412） 

直通:03-5253-8599 

※大型車とは、車両総重量８トン以上のトラック又は乗車

定員３０人以上のバス 

①
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年度別の大型車の車輪脱落事故の発生件数（過去10年間）

発生件数

うち、人身事故件数

（件）

3
6

3
5 6

10
7

14

39

20 20

7

0

10

20

30

40

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

車輪脱落事故の月別発生件数
（件）

車輪脱落事故発生状況（令和４年度）

1

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

※ 車両総重量８トン以上のトラック又は乗車定員30人以上のバスであって、ホイール・ナットの脱落又はホイール・ボルト
の折損により、タイヤが脱落した事故

（年度）

n=140
123件のうち、令和4年11月～令和5年2月に93件（66%）発生と冬期に集中

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 事故件数は、対前年度17件増と統計史上最多
• 車輪脱落事故による人身事故は1件発生
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車輪脱落事故発生状況（令和４年度）

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告 2

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

17

45

14

21

6
9

5

0

6

0

17

54

16 17
14

7 7

2
6

0
0

10

20

30

40

50

60

北海道 東北 北信 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

事故車両の使用の本拠の位置（令和３年度との比較）

令和３年度（123件）

令和４年度（140件）

（件）

事故車両の使用の本拠の位置は
前年度と同様

74

33

14

5
2 2 1

9

0

20

40

60

80

～１月 ～２月 ～３月 ～４月 ～５月 ～６月 ６月～ 不明

車輪脱着作業から車輪脱落事故発生までの期間

140件のうち、車輪脱着作業後１ヶ月以内に、
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車輪脱落事故発生状況（令和４年度）

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

3

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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左前輪

1%

右前輪

2%

左後輪

94%

右後輪

3%

令和４年度
１４０件

脱落した車輪位置

左後輪に集中する傾向は、
前年度と変化なし

車歴別の車輪脱落事故の発生件数（平成30年度～令和４年度）

初度登録年から４年を経過した大型車で多く発生
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定期点検整備

19%

臨時整備

4%

タイヤ交換

66%

タイヤ

ローテーション

10%

不明

1%

タイヤ脱着作業内容別

令和４年度
１４０件

大型車ユーザー

52%

タイヤ専業店等

25%

自動車整備事業者

18%

不明

5%

タイヤ脱着作業実施者別

令和４年度
１４０件

車輪脱落事故発生状況（令和４年度）

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

4

大型車ユーザー自らのタイヤ脱着作
業が大半を占める傾向は、前年度と
変化なし

冬用タイヤ等への交換が半数
以上を占める傾向は、前年度
と変化なし

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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車輪脱落事故車両調査（令和４年度）

5

 令和４年度発生した車輪脱落事故車両１４０台のうち１３６台に対し
て、各部品に劣化・損傷状態や、タイヤ脱着作業の実施状況を確認
する事故車両調査を実施した。

 事故車両調査の結果、
・ホイール・ボルトやナットに著しいさびがあるものや、ゴミ等の異物
が付着しているもの
・ホイール・ナットとワッシャのすき間に潤滑剤の塗布が見られず、
ホイール・ナットがスムーズに回転しないもの 等、
適切なタイヤ脱着作業が実施されていない車両が確認された。

事故車両調査により確認された各部品の劣化・損傷事例

著しいさびや汚れによる
ホイール・ナット

ホイール・ボルトに
著しいさびや汚れ等の

付着

著しいさびによる

ディスク・ホイールの損傷

ディスク・ホールのボルト穴や、ホ
イール・ナットの当たり面に、著し
いさびによる剥離や損傷が発生し
ている。

スムーズに回転しない
ホイール・ナット

ホイール・ナットとワッシャのすき間
に潤滑剤の塗布が見られず、ホ
イール・ナットとワッシャにガタが発
生し、スムーズに回転しない。

ホイール・ナット上面からはナッ
ト座面の状態が確認できない
場合が多く、ワッシャーが固着
しているものもある。
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全日本トラック協会 雪道対策→

道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止め
を引き起こします。積雪・凍結道路においては、必ず適切な
冬用タイヤを装着するなど適切な措置を講じてください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、
講じた措置が不十分と判断されれば処分の対象となります。

⇒ 冬用タイヤは全車輪に装着しないと挙動が安定しません。

積雪・凍結道路では、冬用タイヤを全車輪に装着

冬用タイヤの溝深さが新品時の50%以上あることを確認

⇒ 溝深さ50%を示す「プラットホーム」で、運行前に必
ず確認してください。（一部海外メーカー品は除く）

積雪・凍結道路での運行前に、運転上の注意点を把握

⇒ 積雪・凍結道路においては、
・低速ギアでゆっくり発進
・坂道を登り終わるまでギアチェンジしない
など、運転操作の注意が必要です。

一般社団法人
日本自動車タイヤ協会→ - 87 -



プラットホームとは？

運転上の注意点

①低速ギアでゆっくり発進し、タイヤを空転させない。

②急坂道では登り終わるまで低速ギアを使用し、ギヤチェンジしない。

③急発進、急加速、急旋回及び急停止は避ける。柔らかくブレーキ。

④カーブに入る前に減速する。速度は控えめ。十分な車間距離。

⑤冬用タイヤの性能には限界があるので、運転時は細心の注意を払う。

⑥冬用タイヤを乾燥路や湿潤路で使用する場合は走行速度に注意する。

残り溝深さが「プラットホーム」に達している
状態。冬用タイヤとして使用できません。

プラットホーム
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道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止め
を引き起こします。

積雪・凍結路では、必ず適切な冬用タイヤを装着するととも
に、チェーンの携行・早めの装着を心掛けてください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、
講じた措置が不十分と判断されれば処分の対象となります。
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冬用タイヤの選び方

冬用タイヤの使用限度

残り溝深さが「プラットホーム」に達している
状態。冬用タイヤとして使用できません。

プラットホーム

オールシーズンタイヤは、ちらつく程度の降雪で路面と一部
接触可能な積雪状況を想定したタイヤです。

路面を覆うほどの過酷な積雪路・凍結路においては、スタッ
ドレス表記(国内表記)又はスノーフレークマーク(国際表記)
が表示されている冬用タイヤを全車輪に装着してください。

溝深さが50%以上残っていることを「プラットホーム」で
確認しましょう。（一部海外メーカー品は除く）

スタッドレス表記の例 スノーフレークマーク
タイヤの側面に表示
されています。
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チェーンの効果

チェーンの携行・装着

チェーンを駆動輪に装着すると、冬用タイヤより積雪・凍結
路での発進・登坂性能が向上します。

チェーンのサイズや締め方が不適切な場合、タイヤとの間で
滑りが生じ効果が得られません。

大雪警報が発表されるなど相当量の積雪が見込まれる場合等
にはチェーンを携行してください。

降雪時には、立ち往生する前に早めのチェーン装着を心掛け
ましょう。立ち往生した後の装着は極めて困難です。

大型車用金属チェーン

性能限界

冬用タイヤ及びチェーンのいずれも性能限界があり、万能で
はありません。例えば、車両のバンパーに接触するような新
雪の深い積雪路では走行困難です。

運行前に道路・気象情報を確認し、運行の可否や経路を検討
してください。
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立ち往生が発生しやすい車両

二軸駆動車に比べて駆動軸が
空転しやすい。

トレーラー付近の積雪により
走行抵抗が増大。

駆動軸に十分な荷重がかから
ず、発進性能が低下。

トラクションコントロール※

等の機能が搭載されていない。

空

「自動車を安全に使うためには」→

自動車を安全に使うための注意点を発信
しています。

以下の特徴を持つ車両は、積雪路等において特に立ち往生が
発生しやすい傾向にあるので注意が必要です。

←駆動軸

後前一軸駆動車

後一軸駆動車

←駆動軸 ←駆動軸

←駆動軸

※発進時等に駆動輪の回転を制御し空転を低減する装置

電話番号：03-5253-8111（内線：42363）
03-5253-8594（直通）

国土交通省
物流・自動車局
審査・リコール課
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令和４年１０月１４日 

                            自 動 車 局 整 備 課 

大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画を公開！ 

 

近年大型車の車輪脱落事故が増加傾向にあることを踏まえ、さらなる事故防止対策を進めるた

め、令和４年２月に「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」（座長：伊藤 

紳一郎（独）自動車技術総合機構交通安全環境研究所）を設置しました。この検討会において車

輪脱落事故車両の調査等を行ったところ、事故を起こした車両では、劣化したホイール・ナット

が使用されていたり、タイヤ脱着時にホイール・ナットの清掃や潤滑剤の塗布等が適切に行われ

ていなかったりする状況が明らかになりました。 

このような状況を踏まえ、大型車ユーザー等のタイヤ脱着作業者が、いつでも適切なタイヤ脱

着作業手順や保守管理作業手順を確認できるよう、作業手順動画を作成し公開しました。 

大型車の車輪の脱落は、大事故につながりかねない大変危険なものです。この機会に是非とも

動画をご覧いただき、適切なタイヤ脱着作業、保守管理作業の実施をお願いします。 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜添付資料＞ 参 考：適切なタイヤ脱着・保守管理作業手順啓発動画（抜粋） 

 

 

大型車の、適切なタイヤ脱着作業や保守管理作業手順をいつでも確認できるよ

う、解説動画を作成しYouTube国交省公式アカウントに公開しました。 

<問い合わせ先> 

自動車局整備課 藤墳、森山、渡部 

代表:03-5253-8111（内線：42412）直通:03-5253-8599 FAX:03-5253-1639 

【タイヤ脱着作業時のポイント】 

☚ 啓発動画の本編はこちらのＱＲコード 

または国土交通省YouTubeチャンネルからご覧下さい 
https://www.youtube.com/watch?v=Szz2ZF7Gd_4&list=PL2RgY_hjimJRIl2zJVaaybwEEKAmd5YVi 

  

ホイール・ナットとワッシャのすき間に、 

潤滑剤を塗布してください 

 タイヤ脱着後、50km～100km走行後を目安に、 

ホイール・ナットを既定のトルクで再度締め付けます 

ホイール・ナットへ潤滑剤の塗布 増し締めの実施 

②
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適切なタイヤ脱着・保守管理作業手順啓発動画（抜粋） 

 

＜適切なタイヤ脱着作業手順＞ 

  

 

 

 

 

 

＜適切なタイヤ保守管理作業手順＞ 

 

 

 

 

 

参 考 

ホイール・ナットのワッシャが円滑に回転

するか、軽く押し当て手で回して確認して

ください。 

 

ホイール・ナットとワッシャのすき間にも

必ず潤滑剤を塗布してください。 

 タイヤ脱着後、50km～100km走行後を

目安に、ホイール・ナットを既定のト

ルクで再度締め付けます。 

ホイール・ナットに緩みがないか、マーキ

ング、インジケーターによる目視確認か、

点検ハンマーによる確認を行います。 
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大型トラック･バスに、新・ISO方式ホイール採用
※ おおよそ、車両総重量12トン以上の19.5 インチ、22.5 インチホイール装着車に全面採用

社団法人　日本自動車工業会
いすゞ自動車（株）／日野自動車（株）／三菱ふそうトラック・バス（株）／UDトラックス（株）

• 車輪の脱落は、路上故障や他の交通の妨げとなるばかりでなく、人の命に係るなど、場合によっては重大な事故を引き
起こし、社会的信頼を損うことにもなりかねません。安全確保のために、日頃から、正しい点検・整備の実施をお願い
します。
• 車輪が脱落するまでには、必ず予兆があります。日常点検や定期点検をしっかり行えば、車輪脱落事故は防止できます。

タイヤ交換時などの不適切な取扱いは、車輪脱落につながり重大な事故を引き
起こすことがあります。
《必ず、ホイールやホイールボルト、ナットは、正しく取扱ってください。》

● 日常点検
● 3か月定期点検
● 12か月定期点検
● ホイール取付け作業
●  タイヤ交換などホイールを取外して行う整備時の注意
●  アルミホイール、スチールホイールの履き替え
● その他の注意
● ISO方式の構造

ISO方式の特徴
• シンプルな構造でタイヤ交換や日常点検など
の点検・整備が容易。
• 単純な締付け方法で、長く使ってもホイール
やホイールボルト、ナットの傷みが少ない。
• 部品の種類が少なく、部品管理が容易で誤組
のリスクも小さい。

ISO方式とは
• 世界中の大型トラック・バスの95％に採用さ
れている国際標準のホイール取付け方式です。

※ ISOとは International Organization for Standardization
（国際標準化機構）の略称で、一般的には国際規格を示します。

2010年 2月

新・ISO方式ホイール
取扱いガイド
新・ISO方式ホイール新・ISO方式ホイール
取扱いガイド取扱いガイド

車輪は「走る・曲がる・止まる」を支える
大切なもの！
正しい取扱いをお願いします。

ホイールボルトの識別表示

● 左車輪も右ねじです。ホイールナットを緩める際には、ねじの緩める方向を確かめてか
ら作業してください。ねじの方向は、ボルトに表示されています。
※ 誤って、緩めるつもりで締付けてしまうと、ホイールボルトが伸びてしまうことがあります。
インパクトレンチなどを使って作業する場合には、十分注意してください。

● ダブルタイヤも一つのナットでの共締めです。ナットを緩めると、外側も含め、内側の
ホイールもハブから外れます。外側タイヤのみを交換するなどでナットを緩める場合で
も、必ず、車両をジャッキアップするなど安全を確保してください。

● タイヤローテーションやパンク修理などで、ディスクホイールを取外した際には、「12
か月定期点検」に準じて、ホイールボルトやナット、ディスクホイール、ハブなど関連部品に異常がないか点検するようにしてください。

● 左車輪に異常があった場合は、右車輪も入念に点検を行うなど、異常が発見された際には、その他の車輪の点検も確実に行ってください。
● また、ホイールの取付けに当たっては、前述の「ホイール取付け作業」の要領に従うとともに、50～100km走行を目安に、増し締
めを実施してください。

● スチールホイール、アルミホイールは、それぞれ専用のホイールボルトが必要です。スチールホイールからアルミホイールに履き替え
る場合は、アルミホイール用のボルトに交換してください。
※ ホイールボルトの交換など、分解を伴う作業は、お近くの整備工場で行ってください。

スチールホイール用ホイールボルトのままアルミホイールを装着すると、ねじのはめ合い長さ不足によって、ホイールボルトやナットのねじ山が破損
するなどし、締付け力が十分得られず、車輪脱落事故の原因となります。また、スチールホイールとアルミホイールの混用は行わないでください。

ホイール スチールからアルミに履き替え アルミからスチールに履き替え アルミ用に一時的にスチールを使用

ホイールボルト ボルトをアルミ用に交換
（ナットは共用品）

ボルトをスチール用に交換
（ナットは共用品）

そのままアルミ用ボルトにスチールホイールを装着
（ナットは共用品）（※）

※： ホイールボルトのねじ部がナットから通常より出っ張ります。出っ張った部分にグリースを塗るなどして、ねじ部の防錆を行ってください。

※この図は正しい組合わせを断面図で示したものです。

スリーブナット方式用アルミホイール

リヤー（ダブルタイヤ）の例フロントの例 アルミ用に一時的にスチールを使用

タイヤ交換などホイールを取外して行う整備時の注意

アルミホイール、スチールホイールの履き替え

ポイント

• ホイールボルトには、スチール用、アルミ用の識別表示があります。ホイール交換や日常点
検の際には、適用するホイール、ホイールボルトであることを確認します。
• 冬季など、アルミ用ホイールボルトにスチールホイールを一時的に装着する場合は、ボルト
の出っ張った部分（ねじ山露出部）にグリースを塗るなどして、ねじ部の防錆を行ってくだ
さい。この場合、ボルトの識別表示（AL）と、ホイールの種類（スチール）が、一致しなく
なります。日常点検の際などに注意が必要です。
• 再びアルミホイールを履く場合には、ねじ部が錆びたまま再締付けしないようにします。
 ※ ホイールナットは、スチールホイール、アルミホイールともに共通のため、ナットに識別
表示はありません。

留意点

• アルミホイールの一部には、専用のホイールナット（スリーブナット方式）を用いるものが
あります。(※)この場合は、ホイールに添付されている取扱説明書に従って交換してください。
誤った使用は、十分な締付け力が得られず車輪脱落事故の原因となります。
 ※： 主に、欧州車などで採用されており、ホイールのボルト穴径が、通常のホイー

ル（26ｍｍ）より、大きくなっています。
• この方式のホイールを、通常のホイールナットやアルミ用のホイールボルトを用い
て使用すると、十分な締付け力が得られず、ナットの緩みによる脱落やホイールの
亀裂、ボルトの折損など、車輪脱落事故の原因となります。

  新・ISO方式と JIS 方式の比較
項目 新・ISO方式 JIS 方式

ボルト本数
22.5 インチホイール
19.5 インチホイール

10本
8本

8本
8本

ボルトサイズ
ねじの方向

M22
左右輪：右ねじ（※2）

前輪M24　後輪M20、M30
右輪：右ねじ　左輪：左ねじ

PCD（※1）
22.5 インチホイール
19.5 インチホイール

335mm
275mm

285mm
285mm

ホイールナット
（使用ソケット）

平面座
座金（ワッシャー）付きツーピース・1種類

（33mm）

球面座
ワンピース・6種類
（41mm／ 21mm）

ダブルタイヤ 一つのナットで共締め インナー、アウターナットそれぞれで締付け
ホイールのセンタリング ハブインロー ホイール球面座
アルミホイール履き替え ボルト交換 ボルトおよびナット交換

締付けトルク 550～ 600N･m（55～ 60kgf･m）（※3） 550 ～ 600N･m（55～ 60kgf･m）

断面図(例）

後輪ダブルタイヤの
取付け構造

  ※ 1： PCDとは、Pitch Circle Diameter の略で、ボルト穴の中心を結んでできた円の直径のこ
とです。（右図）

  ※ 2： 従来の ISO方式車の一部は、左車輪に左ねじを使用します。
  ※ 3： 輸入車やトレーラー、従来のISO方式車などは、車種によって締付けトルクなどが異なります。

取扱説明書や整備のマニュアルなどで確認してください。

その他の注意

ISO方式の構造

11 タイヤパンク時の注意
● 走行中にタイヤの異常を感じた場合は、直ちに安全な場所に停車してください。パンクしたまま走行すると、ホイールナッ
トが緩んで脱落したり、ホイールボルトが折損するなど車輪脱落事故の原因となります。

22 過積載の禁止
● 過積載での走行は、ホイールボルトに無理な力がかかり、ボルト折損による車輪脱落事故などの原因となります。適切な積
載を遵守して運行してください。

留意点

• ISO 方式ホイールの点検・整備には、33mmサイズのソケットなど新たな工具が必要になる他、ナットランナーの反力受けなど、JIS 方式用
の工具の一部に変更が必要となる場合があります。

ホイールからタイヤを脱着する場合の注意点
• エアーバルブの取出し位置とバルブの形状が従来ホイールと異なりますので、適切なエアーバルブを使用してください。
• リムのバルブ位置に、ハンプ（出っ張り）があります。また、19.5 インチのスチールホイールでは、リムからタイヤを脱着する方向が従来と反対になりますので注意してください。

新・ISO方式ホイール新・ISO方式ホイール
取扱いガイド取扱いガイド

三つ折 64245_ISO_FIX_パンフ_100128.ind2   2三つ折 64245_ISO_FIX_パンフ_100128.ind2   2 2010/02/03   11:47:592010/02/03   11:47:59

【参考資料】
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1日１回、運行の前に点検してください。

11 目視での点検
● ホイールボルトおよびナットがすべて付いているか点検します。
● ディスクホイールやホイールボルトまたはナットから錆汁が出ていないか、
ホイールに亀裂や損傷がないか点検します。

● ホイールナットからのホイールボルトの出っ張り量を点検します。 
出っ張り量に不揃いはないか、車輪によって出っ張り量が異なっていないか
点検します。

日常点検に加えて、次の要領でホイールナットの緩みを点検してください。

11 ホイールナットの緩み点検
● ホイールナットが規定のトルクで締付けられていることを、トルクレンチ
などを使用して点検します。

● ホイールナットを締め方向（右回り）に、トルクレンチなどを使用して規
定のトルクで締付けます。
※ 勢いをつけないよう、ゆっくり徐々に締付けます。

22 点検ハンマや小型ハンマを使用しての点検
● ホイールナットの下側に指をそえて、点検ハンマや小型ハンマでホイール
ナットの上側面を叩いたときに、指に伝わる振動が他のナットと違ったり、
濁った音がしないか点検します。
異常がある場合は、ナットが緩んでいたり、ボルトが折損しているおそれがあります。

33 タイヤ空気圧の点検
● タイヤに亀裂や損傷、異常な摩耗がないこと、タイヤの溝深さが十分ある
ことを点検するとともに、空気圧が規定の範囲内にあるかを点検します。

 特に、ダブルタイヤや偏平ラジアルタイヤの場合は、空気圧が低下していて
も目視では分かりにくいため、エアーゲージを使用して点検してください。
※ 新・ISO方式ホイールの一部では、エアーバルブの位置やかざり穴の形状が、従来
ホイールと異なります。ダブルタイヤの場合、特にアルミホイールでは、内側タイ
ヤのバルブにエクステンションを取付けるか、適合するバルブキャップレンチやエ
アーゲージを使用すると点検が容易に行えます。

タイヤ空気圧が不適切なまま走行を続けると、パンクやバーストを招きやすくなります。
空気圧が低いまま走行したり、パンクしたまま走行すると、ナットが緩んで脱落したり、
ボルトが折損するなど、車輪脱落事故の原因となります。

締付けを行った後も、ナットがたびたび緩むなどの異常がある場合は、必ず、ホイールを取外して点検・整備を実施してください。ディスク
ホイールやハブなどに異常がある可能性があります。

ポイント

• ホイールナットからボルトが出ていない場合は、ナットが緩んでいたり、誤った
ボルトやナットを使用（※）している可能性があります。必ず、ホイールを取外して
点検・整備を行ってください。
 ※： アルミホイールにスチール用のホイールボルトを使用、前輪用のホイールボ

ルトを後輪に使用など。
 ※： ホイールボルトには、前輪用、後輪用、スチールホイール用、アルミホイー

ル用があります。

ポイント

• 新・ISO方式のホイールは、左車輪も右ねじです。ホイールボルトに表示されているねじの方向を必ず確認してください。万一緩め
てしまった場合は、再度トルクレンチなどを使用して、規定のトルクで締付けます。

 
 

ディスクホイールの点検は、ホイールを取外して行います。併せて、ホイールボルトやナッ
トおよびハブなどの関連部品に異常がないか点検してください。

11 ディスクホイールの点検
● ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がないか点検します。
● ホイールナットの当たり面に亀裂や損傷、摩耗がないか点検します。
● 溶接部に亀裂や損傷がないか点検します。
● ハブへの取付面とホイール合わせ面に摩耗や損傷がないか点検します。
※ 下記「ポイント」を参照して、点検してください。

22 ホイールボルト、ナットの点検
● 亀裂や損傷がないか点検します。
● ボルトが伸びていないか、著しい錆の発生がないか点検します。
● ねじ部につぶれや、やせ、かじりなどがないか点検します。
● ナットの座金（ワッシャー）が、スムーズに回転するか点検します。
※ 錆や汚れを落とし、ねじ部にエンジンオイルなどを薄く塗布してナットをボルトの奥
まで回転させたとき、スムーズに回転しない場合は、ねじ部に異常があります。異常
がある場合は、ボルト、ナットをセットで交換してください。また、ボルトが折損し
ていた場合は、その車輪すべてのホイールボルト、ナットを交換してください。

※ ボルトやナットを交換する際には、必ず、整備のマニュアルやパーツリストなどを参
照して、それぞれ、適合する正しい部品を使用してください。

33 ハブの点検
● ディスクホイールの取付面に著しい摩耗や損傷がないか点検します。
ディスクホイールの破損や、ホイールナットの緩みによる脱落、ホイールボルトの折損
など、車輪脱落事故の原因となります。

ISO 方式ホイール装着車には、必ず ISO方式のディスクホイールを使用してください。

11 ディスクホイール、ハブ、
ホイールボルト、ナットの清掃
● ディスクホイール取付面、ホイールナットの当たり面、ハブ取付面、ハブのは
め合い部（インロー部）、ホイールボルト、ナットの錆やゴミ、泥などを取り
除きます。
※ ディスクホイール取付面やホイールナットの当たり面、ハブ取付面への追加塗装は行
わないでください。厚い塗膜は、ナットの緩みによる脱落や、ボルト折損の原因とな
ります。

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの清掃箇所

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの点検箇所

ディスクホイールの点検

12か月定期点検

ホイール取付け作業

ポイント

• ホイールナットの当たり面やハブへの取付面に、経年使用に伴
う著しい段付き摩耗がある場合は、ナットの緩みの原因となり
ます。必ず、ディスクホイールを交換してください。

 ※ ディスクホイールのハブ取付面、ハブのホイール取付面は、
走行に伴い摩耗します。

ポイント

• ISO方式のディスクホイールを、必ず、使用してください。ISO方式用のホイールには、ISO方式を示す識別表示がありますので確認してください。
誤って JIS 方式ホイールを装着すると、十分な締付け力が得られず、ホイール亀裂や車輪脱落事故の原因となります。

22 ホイールボルト、ナットのねじ部の潤滑
● ホイールボルトとナットのねじ部、ホイールナットと座金（ワッシャー）とのす
き間にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く塗布します。
※ ホイールと座金（ワッシャー）との当たり面には、エンジンオイルなどの潤滑剤を塗
布しないでください。ホイールのナット当たり面の摩耗や緩みの原因となります。

※ 潤滑剤は、お車の取扱説明書に記載されている油脂を使用してください。二硫化モ
リブデン入りのオイルやグリースなど記載以外の潤滑剤は、使用しないでください。
過大な締付けとなり、ボルトが伸びたり、折損するなどの原因となります。

33 ハブのホイールはめ合い部（インロー部）
へのグリース塗布
● ディスクホイールをハブに取付ける際に、ホイールのハブへの固着を防止す
るため、ハブのはめ合い部（インロー部）に、グリースを薄く塗布します。
※ 特に、冬季間の走行後は、ディスクホイールがハブに固着して、ホイールが取外し
にくくなる場合があります。

44 ホイールの取付け
● ホイールボルトのねじ部を傷つけないよう注意し、ハブのはめ合い部（イン
ロー部）のガイドにそって、ハブの奥まで押し込みます。
※ ダブルタイヤも1つのナットで締付けます。内側ホイール挿入後、外れに注意し、
続いて外側ホイールを取付けます。

55 ホイールナットの締付け
● ホイールナットの締付けは、対角線順に、2～ 3回に分けて行い、最後に
トルクレンチなどを使用して規定のトルクで締付けます。
※ インパクトレンチで締付ける場合は、エアー圧レギュレータの調整や締付け時間に
十分注意して、締め過ぎないようにしてください。最後にトルクレンチなどを使用
して規定のトルクで締付けます。

※ 勢いをつけて締めるなどすると過締付けとなり、ボルトが伸びたり、ホイールのナッ
ト当たり面を傷めたりします。必ず、トルクレンチなどを用いて、規定のトルクで
締付けてください。

※ 締付けトルクは、「タイヤ空気圧ラベル」の近くに表示しています。

66 ホイールナットの増し締め
● ホイール取付後の走行による初期なじみにより、ホイールの締付け力が低下
します。取付後、50～100km走行を目安に、ホイールナットの増し締め
を行ってください。増し締めは、「3か月定期点検①ホイールナットの緩み
点検」の要領で行います。
増し締めを行ってもナットがたびたび緩むなどの異常がある場合は、必ず、ホイール
を取外して点検・整備を実施してください。ディスクホイールやハブなどに異常があ
る可能性があります。

ホイールナット締付け要領

〔ラベル表示例〕

※  ISO方式8穴のホイールにはPCD275mmを示す「275」の刻印があります。
PCD：最終ページに説明

ハブのはめ合い部グリース塗布位置

ホイール識別表示例《青色ラベル》 ホイール誤組の例
《ISO方式に JIS 方式８穴ホイールを誤組した例》

※ 新・ISO方式ホイール装着車から。

エンジンオイルなどの塗布部位

ボルトに対してホイール穴が合わず、ホ
イールナットで適切に締付けることがで
きません。

日常点検

3か月定期点検
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1日１回、運行の前に点検してください。

11 目視での点検
● ホイールボルトおよびナットがすべて付いているか点検します。
● ディスクホイールやホイールボルトまたはナットから錆汁が出ていないか、
ホイールに亀裂や損傷がないか点検します。

● ホイールナットからのホイールボルトの出っ張り量を点検します。 
出っ張り量に不揃いはないか、車輪によって出っ張り量が異なっていないか
点検します。

日常点検に加えて、次の要領でホイールナットの緩みを点検してください。

11 ホイールナットの緩み点検
● ホイールナットが規定のトルクで締付けられていることを、トルクレンチ
などを使用して点検します。

● ホイールナットを締め方向（右回り）に、トルクレンチなどを使用して規
定のトルクで締付けます。
※ 勢いをつけないよう、ゆっくり徐々に締付けます。

22 点検ハンマや小型ハンマを使用しての点検
● ホイールナットの下側に指をそえて、点検ハンマや小型ハンマでホイール
ナットの上側面を叩いたときに、指に伝わる振動が他のナットと違ったり、
濁った音がしないか点検します。
異常がある場合は、ナットが緩んでいたり、ボルトが折損しているおそれがあります。

33 タイヤ空気圧の点検
● タイヤに亀裂や損傷、異常な摩耗がないこと、タイヤの溝深さが十分ある
ことを点検するとともに、空気圧が規定の範囲内にあるかを点検します。

 特に、ダブルタイヤや偏平ラジアルタイヤの場合は、空気圧が低下していて
も目視では分かりにくいため、エアーゲージを使用して点検してください。
※ 新・ISO方式ホイールの一部では、エアーバルブの位置やかざり穴の形状が、従来
ホイールと異なります。ダブルタイヤの場合、特にアルミホイールでは、内側タイ
ヤのバルブにエクステンションを取付けるか、適合するバルブキャップレンチやエ
アーゲージを使用すると点検が容易に行えます。

タイヤ空気圧が不適切なまま走行を続けると、パンクやバーストを招きやすくなります。
空気圧が低いまま走行したり、パンクしたまま走行すると、ナットが緩んで脱落したり、
ボルトが折損するなど、車輪脱落事故の原因となります。

締付けを行った後も、ナットがたびたび緩むなどの異常がある場合は、必ず、ホイールを取外して点検・整備を実施してください。ディスク
ホイールやハブなどに異常がある可能性があります。

ポイント

• ホイールナットからボルトが出ていない場合は、ナットが緩んでいたり、誤った
ボルトやナットを使用（※）している可能性があります。必ず、ホイールを取外して
点検・整備を行ってください。
 ※： アルミホイールにスチール用のホイールボルトを使用、前輪用のホイールボ

ルトを後輪に使用など。
 ※： ホイールボルトには、前輪用、後輪用、スチールホイール用、アルミホイー

ル用があります。

ポイント

• 新・ISO方式のホイールは、左車輪も右ねじです。ホイールボルトに表示されているねじの方向を必ず確認してください。万一緩め
てしまった場合は、再度トルクレンチなどを使用して、規定のトルクで締付けます。

 
 

ディスクホイールの点検は、ホイールを取外して行います。併せて、ホイールボルトやナッ
トおよびハブなどの関連部品に異常がないか点検してください。

11 ディスクホイールの点検
● ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がないか点検します。
● ホイールナットの当たり面に亀裂や損傷、摩耗がないか点検します。
● 溶接部に亀裂や損傷がないか点検します。
● ハブへの取付面とホイール合わせ面に摩耗や損傷がないか点検します。
※ 下記「ポイント」を参照して、点検してください。

22 ホイールボルト、ナットの点検
● 亀裂や損傷がないか点検します。
● ボルトが伸びていないか、著しい錆の発生がないか点検します。
● ねじ部につぶれや、やせ、かじりなどがないか点検します。
● ナットの座金（ワッシャー）が、スムーズに回転するか点検します。
※ 錆や汚れを落とし、ねじ部にエンジンオイルなどを薄く塗布してナットをボルトの奥
まで回転させたとき、スムーズに回転しない場合は、ねじ部に異常があります。異常
がある場合は、ボルト、ナットをセットで交換してください。また、ボルトが折損し
ていた場合は、その車輪すべてのホイールボルト、ナットを交換してください。

※ ボルトやナットを交換する際には、必ず、整備のマニュアルやパーツリストなどを参
照して、それぞれ、適合する正しい部品を使用してください。

33 ハブの点検
● ディスクホイールの取付面に著しい摩耗や損傷がないか点検します。
ディスクホイールの破損や、ホイールナットの緩みによる脱落、ホイールボルトの折損
など、車輪脱落事故の原因となります。

ISO 方式ホイール装着車には、必ず ISO方式のディスクホイールを使用してください。

11 ディスクホイール、ハブ、
ホイールボルト、ナットの清掃
● ディスクホイール取付面、ホイールナットの当たり面、ハブ取付面、ハブのは
め合い部（インロー部）、ホイールボルト、ナットの錆やゴミ、泥などを取り
除きます。
※ ディスクホイール取付面やホイールナットの当たり面、ハブ取付面への追加塗装は行
わないでください。厚い塗膜は、ナットの緩みによる脱落や、ボルト折損の原因とな
ります。

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの清掃箇所

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの点検箇所

ディスクホイールの点検

12か月定期点検

ホイール取付け作業

ポイント

• ホイールナットの当たり面やハブへの取付面に、経年使用に伴
う著しい段付き摩耗がある場合は、ナットの緩みの原因となり
ます。必ず、ディスクホイールを交換してください。

 ※ ディスクホイールのハブ取付面、ハブのホイール取付面は、
走行に伴い摩耗します。

ポイント

• ISO方式のディスクホイールを、必ず、使用してください。ISO方式用のホイールには、ISO方式を示す識別表示がありますので確認してください。
誤って JIS 方式ホイールを装着すると、十分な締付け力が得られず、ホイール亀裂や車輪脱落事故の原因となります。

22 ホイールボルト、ナットのねじ部の潤滑
● ホイールボルトとナットのねじ部、ホイールナットと座金（ワッシャー）とのす
き間にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く塗布します。
※ ホイールと座金（ワッシャー）との当たり面には、エンジンオイルなどの潤滑剤を塗
布しないでください。ホイールのナット当たり面の摩耗や緩みの原因となります。

※ 潤滑剤は、お車の取扱説明書に記載されている油脂を使用してください。二硫化モ
リブデン入りのオイルやグリースなど記載以外の潤滑剤は、使用しないでください。
過大な締付けとなり、ボルトが伸びたり、折損するなどの原因となります。

33 ハブのホイールはめ合い部（インロー部）
へのグリース塗布
● ディスクホイールをハブに取付ける際に、ホイールのハブへの固着を防止す
るため、ハブのはめ合い部（インロー部）に、グリースを薄く塗布します。
※ 特に、冬季間の走行後は、ディスクホイールがハブに固着して、ホイールが取外し
にくくなる場合があります。

44 ホイールの取付け
● ホイールボルトのねじ部を傷つけないよう注意し、ハブのはめ合い部（イン
ロー部）のガイドにそって、ハブの奥まで押し込みます。
※ ダブルタイヤも1つのナットで締付けます。内側ホイール挿入後、外れに注意し、
続いて外側ホイールを取付けます。

55 ホイールナットの締付け
● ホイールナットの締付けは、対角線順に、2～ 3回に分けて行い、最後に
トルクレンチなどを使用して規定のトルクで締付けます。
※ インパクトレンチで締付ける場合は、エアー圧レギュレータの調整や締付け時間に
十分注意して、締め過ぎないようにしてください。最後にトルクレンチなどを使用
して規定のトルクで締付けます。

※ 勢いをつけて締めるなどすると過締付けとなり、ボルトが伸びたり、ホイールのナッ
ト当たり面を傷めたりします。必ず、トルクレンチなどを用いて、規定のトルクで
締付けてください。

※ 締付けトルクは、「タイヤ空気圧ラベル」の近くに表示しています。

66 ホイールナットの増し締め
● ホイール取付後の走行による初期なじみにより、ホイールの締付け力が低下
します。取付後、50～100km走行を目安に、ホイールナットの増し締め
を行ってください。増し締めは、「3か月定期点検①ホイールナットの緩み
点検」の要領で行います。
増し締めを行ってもナットがたびたび緩むなどの異常がある場合は、必ず、ホイール
を取外して点検・整備を実施してください。ディスクホイールやハブなどに異常があ
る可能性があります。

ホイールナット締付け要領

〔ラベル表示例〕

※  ISO方式8穴のホイールにはPCD275mmを示す「275」の刻印があります。
PCD：最終ページに説明

ハブのはめ合い部グリース塗布位置

ホイール識別表示例《青色ラベル》 ホイール誤組の例
《ISO方式に JIS 方式８穴ホイールを誤組した例》

※ 新・ISO方式ホイール装着車から。

エンジンオイルなどの塗布部位

ボルトに対してホイール穴が合わず、ホ
イールナットで適切に締付けることがで
きません。

日常点検

3か月定期点検
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1日１回、運行の前に点検してください。

11 目視での点検
● ホイールボルトおよびナットがすべて付いているか点検します。
● ディスクホイールやホイールボルトまたはナットから錆汁が出ていないか、
ホイールに亀裂や損傷がないか点検します。

● ホイールナットからのホイールボルトの出っ張り量を点検します。 
出っ張り量に不揃いはないか、車輪によって出っ張り量が異なっていないか
点検します。

日常点検に加えて、次の要領でホイールナットの緩みを点検してください。

11 ホイールナットの緩み点検
● ホイールナットが規定のトルクで締付けられていることを、トルクレンチ
などを使用して点検します。

● ホイールナットを締め方向（右回り）に、トルクレンチなどを使用して規
定のトルクで締付けます。
※ 勢いをつけないよう、ゆっくり徐々に締付けます。

22 点検ハンマや小型ハンマを使用しての点検
● ホイールナットの下側に指をそえて、点検ハンマや小型ハンマでホイール
ナットの上側面を叩いたときに、指に伝わる振動が他のナットと違ったり、
濁った音がしないか点検します。
異常がある場合は、ナットが緩んでいたり、ボルトが折損しているおそれがあります。

33 タイヤ空気圧の点検
● タイヤに亀裂や損傷、異常な摩耗がないこと、タイヤの溝深さが十分ある
ことを点検するとともに、空気圧が規定の範囲内にあるかを点検します。

 特に、ダブルタイヤや偏平ラジアルタイヤの場合は、空気圧が低下していて
も目視では分かりにくいため、エアーゲージを使用して点検してください。
※ 新・ISO方式ホイールの一部では、エアーバルブの位置やかざり穴の形状が、従来
ホイールと異なります。ダブルタイヤの場合、特にアルミホイールでは、内側タイ
ヤのバルブにエクステンションを取付けるか、適合するバルブキャップレンチやエ
アーゲージを使用すると点検が容易に行えます。

タイヤ空気圧が不適切なまま走行を続けると、パンクやバーストを招きやすくなります。
空気圧が低いまま走行したり、パンクしたまま走行すると、ナットが緩んで脱落したり、
ボルトが折損するなど、車輪脱落事故の原因となります。

締付けを行った後も、ナットがたびたび緩むなどの異常がある場合は、必ず、ホイールを取外して点検・整備を実施してください。ディスク
ホイールやハブなどに異常がある可能性があります。

ポイント

• ホイールナットからボルトが出ていない場合は、ナットが緩んでいたり、誤った
ボルトやナットを使用（※）している可能性があります。必ず、ホイールを取外して
点検・整備を行ってください。
 ※： アルミホイールにスチール用のホイールボルトを使用、前輪用のホイールボ

ルトを後輪に使用など。
 ※： ホイールボルトには、前輪用、後輪用、スチールホイール用、アルミホイー

ル用があります。

ポイント

• 新・ISO方式のホイールは、左車輪も右ねじです。ホイールボルトに表示されているねじの方向を必ず確認してください。万一緩め
てしまった場合は、再度トルクレンチなどを使用して、規定のトルクで締付けます。

 
 

ディスクホイールの点検は、ホイールを取外して行います。併せて、ホイールボルトやナッ
トおよびハブなどの関連部品に異常がないか点検してください。

11 ディスクホイールの点検
● ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がないか点検します。
● ホイールナットの当たり面に亀裂や損傷、摩耗がないか点検します。
● 溶接部に亀裂や損傷がないか点検します。
● ハブへの取付面とホイール合わせ面に摩耗や損傷がないか点検します。
※ 下記「ポイント」を参照して、点検してください。

22 ホイールボルト、ナットの点検
● 亀裂や損傷がないか点検します。
● ボルトが伸びていないか、著しい錆の発生がないか点検します。
● ねじ部につぶれや、やせ、かじりなどがないか点検します。
● ナットの座金（ワッシャー）が、スムーズに回転するか点検します。
※ 錆や汚れを落とし、ねじ部にエンジンオイルなどを薄く塗布してナットをボルトの奥
まで回転させたとき、スムーズに回転しない場合は、ねじ部に異常があります。異常
がある場合は、ボルト、ナットをセットで交換してください。また、ボルトが折損し
ていた場合は、その車輪すべてのホイールボルト、ナットを交換してください。

※ ボルトやナットを交換する際には、必ず、整備のマニュアルやパーツリストなどを参
照して、それぞれ、適合する正しい部品を使用してください。

33 ハブの点検
● ディスクホイールの取付面に著しい摩耗や損傷がないか点検します。
ディスクホイールの破損や、ホイールナットの緩みによる脱落、ホイールボルトの折損
など、車輪脱落事故の原因となります。

ISO 方式ホイール装着車には、必ず ISO方式のディスクホイールを使用してください。

11 ディスクホイール、ハブ、
ホイールボルト、ナットの清掃
● ディスクホイール取付面、ホイールナットの当たり面、ハブ取付面、ハブのは
め合い部（インロー部）、ホイールボルト、ナットの錆やゴミ、泥などを取り
除きます。
※ ディスクホイール取付面やホイールナットの当たり面、ハブ取付面への追加塗装は行
わないでください。厚い塗膜は、ナットの緩みによる脱落や、ボルト折損の原因とな
ります。

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの清掃箇所

ホイール、ハブ、ボルト、ナットの点検箇所

ディスクホイールの点検

12か月定期点検

ホイール取付け作業

ポイント

• ホイールナットの当たり面やハブへの取付面に、経年使用に伴
う著しい段付き摩耗がある場合は、ナットの緩みの原因となり
ます。必ず、ディスクホイールを交換してください。

 ※ ディスクホイールのハブ取付面、ハブのホイール取付面は、
走行に伴い摩耗します。

ポイント

• ISO方式のディスクホイールを、必ず、使用してください。ISO方式用のホイールには、ISO方式を示す識別表示がありますので確認してください。
誤って JIS 方式ホイールを装着すると、十分な締付け力が得られず、ホイール亀裂や車輪脱落事故の原因となります。

22 ホイールボルト、ナットのねじ部の潤滑
● ホイールボルトとナットのねじ部、ホイールナットと座金（ワッシャー）とのす
き間にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く塗布します。
※ ホイールと座金（ワッシャー）との当たり面には、エンジンオイルなどの潤滑剤を塗
布しないでください。ホイールのナット当たり面の摩耗や緩みの原因となります。

※ 潤滑剤は、お車の取扱説明書に記載されている油脂を使用してください。二硫化モ
リブデン入りのオイルやグリースなど記載以外の潤滑剤は、使用しないでください。
過大な締付けとなり、ボルトが伸びたり、折損するなどの原因となります。

33 ハブのホイールはめ合い部（インロー部）
へのグリース塗布
● ディスクホイールをハブに取付ける際に、ホイールのハブへの固着を防止す
るため、ハブのはめ合い部（インロー部）に、グリースを薄く塗布します。
※ 特に、冬季間の走行後は、ディスクホイールがハブに固着して、ホイールが取外し
にくくなる場合があります。

44 ホイールの取付け
● ホイールボルトのねじ部を傷つけないよう注意し、ハブのはめ合い部（イン
ロー部）のガイドにそって、ハブの奥まで押し込みます。
※ ダブルタイヤも1つのナットで締付けます。内側ホイール挿入後、外れに注意し、
続いて外側ホイールを取付けます。

55 ホイールナットの締付け
● ホイールナットの締付けは、対角線順に、2～ 3回に分けて行い、最後に
トルクレンチなどを使用して規定のトルクで締付けます。
※ インパクトレンチで締付ける場合は、エアー圧レギュレータの調整や締付け時間に
十分注意して、締め過ぎないようにしてください。最後にトルクレンチなどを使用
して規定のトルクで締付けます。

※ 勢いをつけて締めるなどすると過締付けとなり、ボルトが伸びたり、ホイールのナッ
ト当たり面を傷めたりします。必ず、トルクレンチなどを用いて、規定のトルクで
締付けてください。

※ 締付けトルクは、「タイヤ空気圧ラベル」の近くに表示しています。

66 ホイールナットの増し締め
● ホイール取付後の走行による初期なじみにより、ホイールの締付け力が低下
します。取付後、50～100km走行を目安に、ホイールナットの増し締め
を行ってください。増し締めは、「3か月定期点検①ホイールナットの緩み
点検」の要領で行います。
増し締めを行ってもナットがたびたび緩むなどの異常がある場合は、必ず、ホイール
を取外して点検・整備を実施してください。ディスクホイールやハブなどに異常があ
る可能性があります。

ホイールナット締付け要領

〔ラベル表示例〕

※  ISO方式8穴のホイールにはPCD275mmを示す「275」の刻印があります。
PCD：最終ページに説明

ハブのはめ合い部グリース塗布位置

ホイール識別表示例《青色ラベル》 ホイール誤組の例
《ISO方式に JIS 方式８穴ホイールを誤組した例》

※ 新・ISO方式ホイール装着車から。

エンジンオイルなどの塗布部位

ボルトに対してホイール穴が合わず、ホ
イールナットで適切に締付けることがで
きません。

日常点検

3か月定期点検
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排出ガス規制・ポスト新長期規制適合車

大型トラック･バスに、新・ISO方式ホイール採用
※ おおよそ、車両総重量12トン以上の19.5 インチ、22.5 インチホイール装着車に全面採用

社団法人　日本自動車工業会
いすゞ自動車（株）／日野自動車（株）／三菱ふそうトラック・バス（株）／UDトラックス（株）

• 車輪の脱落は、路上故障や他の交通の妨げとなるばかりでなく、人の命に係るなど、場合によっては重大な事故を引き
起こし、社会的信頼を損うことにもなりかねません。安全確保のために、日頃から、正しい点検・整備の実施をお願い
します。
• 車輪が脱落するまでには、必ず予兆があります。日常点検や定期点検をしっかり行えば、車輪脱落事故は防止できます。

タイヤ交換時などの不適切な取扱いは、車輪脱落につながり重大な事故を引き
起こすことがあります。
《必ず、ホイールやホイールボルト、ナットは、正しく取扱ってください。》

● 日常点検
● 3か月定期点検
● 12か月定期点検
● ホイール取付け作業
●  タイヤ交換などホイールを取外して行う整備時の注意
●  アルミホイール、スチールホイールの履き替え
● その他の注意
● ISO方式の構造

ISO方式の特徴
• シンプルな構造でタイヤ交換や日常点検など
の点検・整備が容易。
• 単純な締付け方法で、長く使ってもホイール
やホイールボルト、ナットの傷みが少ない。
• 部品の種類が少なく、部品管理が容易で誤組
のリスクも小さい。

ISO方式とは
• 世界中の大型トラック・バスの95％に採用さ
れている国際標準のホイール取付け方式です。

※ ISOとは International Organization for Standardization
（国際標準化機構）の略称で、一般的には国際規格を示します。

2010年 2月

新・ISO方式ホイール
取扱いガイド
新・ISO方式ホイール新・ISO方式ホイール
取扱いガイド取扱いガイド

車輪は「走る・曲がる・止まる」を支える
大切なもの！
正しい取扱いをお願いします。

ホイールボルトの識別表示

● 左車輪も右ねじです。ホイールナットを緩める際には、ねじの緩める方向を確かめてか
ら作業してください。ねじの方向は、ボルトに表示されています。
※ 誤って、緩めるつもりで締付けてしまうと、ホイールボルトが伸びてしまうことがあります。
インパクトレンチなどを使って作業する場合には、十分注意してください。

● ダブルタイヤも一つのナットでの共締めです。ナットを緩めると、外側も含め、内側の
ホイールもハブから外れます。外側タイヤのみを交換するなどでナットを緩める場合で
も、必ず、車両をジャッキアップするなど安全を確保してください。

● タイヤローテーションやパンク修理などで、ディスクホイールを取外した際には、「12
か月定期点検」に準じて、ホイールボルトやナット、ディスクホイール、ハブなど関連部品に異常がないか点検するようにしてください。

● 左車輪に異常があった場合は、右車輪も入念に点検を行うなど、異常が発見された際には、その他の車輪の点検も確実に行ってください。
● また、ホイールの取付けに当たっては、前述の「ホイール取付け作業」の要領に従うとともに、50～100km走行を目安に、増し締
めを実施してください。

● スチールホイール、アルミホイールは、それぞれ専用のホイールボルトが必要です。スチールホイールからアルミホイールに履き替え
る場合は、アルミホイール用のボルトに交換してください。
※ ホイールボルトの交換など、分解を伴う作業は、お近くの整備工場で行ってください。

スチールホイール用ホイールボルトのままアルミホイールを装着すると、ねじのはめ合い長さ不足によって、ホイールボルトやナットのねじ山が破損
するなどし、締付け力が十分得られず、車輪脱落事故の原因となります。また、スチールホイールとアルミホイールの混用は行わないでください。

ホイール スチールからアルミに履き替え アルミからスチールに履き替え アルミ用に一時的にスチールを使用

ホイールボルト ボルトをアルミ用に交換
（ナットは共用品）

ボルトをスチール用に交換
（ナットは共用品）

そのままアルミ用ボルトにスチールホイールを装着
（ナットは共用品）（※）

※： ホイールボルトのねじ部がナットから通常より出っ張ります。出っ張った部分にグリースを塗るなどして、ねじ部の防錆を行ってください。

※この図は正しい組合わせを断面図で示したものです。

スリーブナット方式用アルミホイール

リヤー（ダブルタイヤ）の例フロントの例 アルミ用に一時的にスチールを使用

タイヤ交換などホイールを取外して行う整備時の注意

アルミホイール、スチールホイールの履き替え

ポイント

• ホイールボルトには、スチール用、アルミ用の識別表示があります。ホイール交換や日常点
検の際には、適用するホイール、ホイールボルトであることを確認します。
• 冬季など、アルミ用ホイールボルトにスチールホイールを一時的に装着する場合は、ボルト
の出っ張った部分（ねじ山露出部）にグリースを塗るなどして、ねじ部の防錆を行ってくだ
さい。この場合、ボルトの識別表示（AL）と、ホイールの種類（スチール）が、一致しなく
なります。日常点検の際などに注意が必要です。
• 再びアルミホイールを履く場合には、ねじ部が錆びたまま再締付けしないようにします。
 ※ ホイールナットは、スチールホイール、アルミホイールともに共通のため、ナットに識別
表示はありません。

留意点

• アルミホイールの一部には、専用のホイールナット（スリーブナット方式）を用いるものが
あります。(※)この場合は、ホイールに添付されている取扱説明書に従って交換してください。
誤った使用は、十分な締付け力が得られず車輪脱落事故の原因となります。
 ※： 主に、欧州車などで採用されており、ホイールのボルト穴径が、通常のホイー

ル（26ｍｍ）より、大きくなっています。
• この方式のホイールを、通常のホイールナットやアルミ用のホイールボルトを用い
て使用すると、十分な締付け力が得られず、ナットの緩みによる脱落やホイールの
亀裂、ボルトの折損など、車輪脱落事故の原因となります。

  新・ISO方式と JIS 方式の比較
項目 新・ISO方式 JIS 方式

ボルト本数
22.5 インチホイール
19.5 インチホイール

10本
8本

8本
8本

ボルトサイズ
ねじの方向

M22
左右輪：右ねじ（※2）

前輪M24　後輪M20、M30
右輪：右ねじ　左輪：左ねじ

PCD（※1）
22.5 インチホイール
19.5 インチホイール

335mm
275mm

285mm
285mm

ホイールナット
（使用ソケット）

平面座
座金（ワッシャー）付きツーピース・1種類

（33mm）

球面座
ワンピース・6種類
（41mm／ 21mm）

ダブルタイヤ 一つのナットで共締め インナー、アウターナットそれぞれで締付け
ホイールのセンタリング ハブインロー ホイール球面座
アルミホイール履き替え ボルト交換 ボルトおよびナット交換

締付けトルク 550～ 600N･m（55～ 60kgf･m）（※3） 550 ～ 600N･m（55～ 60kgf･m）

断面図(例）

後輪ダブルタイヤの
取付け構造

  ※ 1： PCDとは、Pitch Circle Diameter の略で、ボルト穴の中心を結んでできた円の直径のこ
とです。（右図）

  ※ 2： 従来の ISO方式車の一部は、左車輪に左ねじを使用します。
  ※ 3： 輸入車やトレーラー、従来のISO方式車などは、車種によって締付けトルクなどが異なります。

取扱説明書や整備のマニュアルなどで確認してください。

その他の注意

ISO方式の構造

11 タイヤパンク時の注意
● 走行中にタイヤの異常を感じた場合は、直ちに安全な場所に停車してください。パンクしたまま走行すると、ホイールナッ
トが緩んで脱落したり、ホイールボルトが折損するなど車輪脱落事故の原因となります。

22 過積載の禁止
● 過積載での走行は、ホイールボルトに無理な力がかかり、ボルト折損による車輪脱落事故などの原因となります。適切な積
載を遵守して運行してください。

留意点

• ISO 方式ホイールの点検・整備には、33mmサイズのソケットなど新たな工具が必要になる他、ナットランナーの反力受けなど、JIS 方式用
の工具の一部に変更が必要となる場合があります。

ホイールからタイヤを脱着する場合の注意点
• エアーバルブの取出し位置とバルブの形状が従来ホイールと異なりますので、適切なエアーバルブを使用してください。
• リムのバルブ位置に、ハンプ（出っ張り）があります。また、19.5 インチのスチールホイールでは、リムからタイヤを脱着する方向が従来と反対になりますので注意してください。

新・ISO方式ホイール新・ISO方式ホイール
取扱いガイド取扱いガイド
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排出ガス規制・ポスト新長期規制適合車

大型トラック･バスに、新・ISO方式ホイール採用
※ おおよそ、車両総重量12トン以上の19.5 インチ、22.5 インチホイール装着車に全面採用

社団法人　日本自動車工業会
いすゞ自動車（株）／日野自動車（株）／三菱ふそうトラック・バス（株）／UDトラックス（株）

• 車輪の脱落は、路上故障や他の交通の妨げとなるばかりでなく、人の命に係るなど、場合によっては重大な事故を引き
起こし、社会的信頼を損うことにもなりかねません。安全確保のために、日頃から、正しい点検・整備の実施をお願い
します。
• 車輪が脱落するまでには、必ず予兆があります。日常点検や定期点検をしっかり行えば、車輪脱落事故は防止できます。

タイヤ交換時などの不適切な取扱いは、車輪脱落につながり重大な事故を引き
起こすことがあります。
《必ず、ホイールやホイールボルト、ナットは、正しく取扱ってください。》

● 日常点検
● 3か月定期点検
● 12か月定期点検
● ホイール取付け作業
●  タイヤ交換などホイールを取外して行う整備時の注意
●  アルミホイール、スチールホイールの履き替え
● その他の注意
● ISO方式の構造

ISO方式の特徴
• シンプルな構造でタイヤ交換や日常点検など
の点検・整備が容易。
• 単純な締付け方法で、長く使ってもホイール
やホイールボルト、ナットの傷みが少ない。
• 部品の種類が少なく、部品管理が容易で誤組
のリスクも小さい。

ISO方式とは
• 世界中の大型トラック・バスの95％に採用さ
れている国際標準のホイール取付け方式です。

※ ISOとは International Organization for Standardization
（国際標準化機構）の略称で、一般的には国際規格を示します。

2010年 2月

新・ISO方式ホイール
取扱いガイド
新・ISO方式ホイール新・ISO方式ホイール
取扱いガイド取扱いガイド

車輪は「走る・曲がる・止まる」を支える
大切なもの！
正しい取扱いをお願いします。

ホイールボルトの識別表示

● 左車輪も右ねじです。ホイールナットを緩める際には、ねじの緩める方向を確かめてか
ら作業してください。ねじの方向は、ボルトに表示されています。
※ 誤って、緩めるつもりで締付けてしまうと、ホイールボルトが伸びてしまうことがあります。
インパクトレンチなどを使って作業する場合には、十分注意してください。

● ダブルタイヤも一つのナットでの共締めです。ナットを緩めると、外側も含め、内側の
ホイールもハブから外れます。外側タイヤのみを交換するなどでナットを緩める場合で
も、必ず、車両をジャッキアップするなど安全を確保してください。

● タイヤローテーションやパンク修理などで、ディスクホイールを取外した際には、「12
か月定期点検」に準じて、ホイールボルトやナット、ディスクホイール、ハブなど関連部品に異常がないか点検するようにしてください。

● 左車輪に異常があった場合は、右車輪も入念に点検を行うなど、異常が発見された際には、その他の車輪の点検も確実に行ってください。
● また、ホイールの取付けに当たっては、前述の「ホイール取付け作業」の要領に従うとともに、50～100km走行を目安に、増し締
めを実施してください。

● スチールホイール、アルミホイールは、それぞれ専用のホイールボルトが必要です。スチールホイールからアルミホイールに履き替え
る場合は、アルミホイール用のボルトに交換してください。
※ ホイールボルトの交換など、分解を伴う作業は、お近くの整備工場で行ってください。

スチールホイール用ホイールボルトのままアルミホイールを装着すると、ねじのはめ合い長さ不足によって、ホイールボルトやナットのねじ山が破損
するなどし、締付け力が十分得られず、車輪脱落事故の原因となります。また、スチールホイールとアルミホイールの混用は行わないでください。

ホイール スチールからアルミに履き替え アルミからスチールに履き替え アルミ用に一時的にスチールを使用

ホイールボルト ボルトをアルミ用に交換
（ナットは共用品）

ボルトをスチール用に交換
（ナットは共用品）

そのままアルミ用ボルトにスチールホイールを装着
（ナットは共用品）（※）

※： ホイールボルトのねじ部がナットから通常より出っ張ります。出っ張った部分にグリースを塗るなどして、ねじ部の防錆を行ってください。

※この図は正しい組合わせを断面図で示したものです。

スリーブナット方式用アルミホイール

リヤー（ダブルタイヤ）の例フロントの例 アルミ用に一時的にスチールを使用

タイヤ交換などホイールを取外して行う整備時の注意

アルミホイール、スチールホイールの履き替え

ポイント

• ホイールボルトには、スチール用、アルミ用の識別表示があります。ホイール交換や日常点
検の際には、適用するホイール、ホイールボルトであることを確認します。
• 冬季など、アルミ用ホイールボルトにスチールホイールを一時的に装着する場合は、ボルト
の出っ張った部分（ねじ山露出部）にグリースを塗るなどして、ねじ部の防錆を行ってくだ
さい。この場合、ボルトの識別表示（AL）と、ホイールの種類（スチール）が、一致しなく
なります。日常点検の際などに注意が必要です。
• 再びアルミホイールを履く場合には、ねじ部が錆びたまま再締付けしないようにします。
 ※ ホイールナットは、スチールホイール、アルミホイールともに共通のため、ナットに識別
表示はありません。

留意点

• アルミホイールの一部には、専用のホイールナット（スリーブナット方式）を用いるものが
あります。(※)この場合は、ホイールに添付されている取扱説明書に従って交換してください。
誤った使用は、十分な締付け力が得られず車輪脱落事故の原因となります。
 ※： 主に、欧州車などで採用されており、ホイールのボルト穴径が、通常のホイー

ル（26ｍｍ）より、大きくなっています。
• この方式のホイールを、通常のホイールナットやアルミ用のホイールボルトを用い
て使用すると、十分な締付け力が得られず、ナットの緩みによる脱落やホイールの
亀裂、ボルトの折損など、車輪脱落事故の原因となります。

  新・ISO方式と JIS 方式の比較
項目 新・ISO方式 JIS 方式

ボルト本数
22.5 インチホイール
19.5 インチホイール

10本
8本

8本
8本

ボルトサイズ
ねじの方向

M22
左右輪：右ねじ（※2）

前輪M24　後輪M20、M30
右輪：右ねじ　左輪：左ねじ

PCD（※1）
22.5 インチホイール
19.5 インチホイール

335mm
275mm

285mm
285mm

ホイールナット
（使用ソケット）

平面座
座金（ワッシャー）付きツーピース・1種類

（33mm）

球面座
ワンピース・6種類
（41mm／ 21mm）

ダブルタイヤ 一つのナットで共締め インナー、アウターナットそれぞれで締付け
ホイールのセンタリング ハブインロー ホイール球面座
アルミホイール履き替え ボルト交換 ボルトおよびナット交換

締付けトルク 550～ 600N･m（55～ 60kgf･m）（※3） 550 ～ 600N･m（55～ 60kgf･m）

断面図(例）

後輪ダブルタイヤの
取付け構造

  ※ 1： PCDとは、Pitch Circle Diameter の略で、ボルト穴の中心を結んでできた円の直径のこ
とです。（右図）

  ※ 2： 従来の ISO方式車の一部は、左車輪に左ねじを使用します。
  ※ 3： 輸入車やトレーラー、従来のISO方式車などは、車種によって締付けトルクなどが異なります。

取扱説明書や整備のマニュアルなどで確認してください。

その他の注意

ISO方式の構造

11 タイヤパンク時の注意
● 走行中にタイヤの異常を感じた場合は、直ちに安全な場所に停車してください。パンクしたまま走行すると、ホイールナッ
トが緩んで脱落したり、ホイールボルトが折損するなど車輪脱落事故の原因となります。

22 過積載の禁止
● 過積載での走行は、ホイールボルトに無理な力がかかり、ボルト折損による車輪脱落事故などの原因となります。適切な積
載を遵守して運行してください。

留意点

• ISO 方式ホイールの点検・整備には、33mmサイズのソケットなど新たな工具が必要になる他、ナットランナーの反力受けなど、JIS 方式用
の工具の一部に変更が必要となる場合があります。

ホイールからタイヤを脱着する場合の注意点
• エアーバルブの取出し位置とバルブの形状が従来ホイールと異なりますので、適切なエアーバルブを使用してください。
• リムのバルブ位置に、ハンプ（出っ張り）があります。また、19.5 インチのスチールホイールでは、リムからタイヤを脱着する方向が従来と反対になりますので注意してください。

新・ISO方式ホイール新・ISO方式ホイール
取扱いガイド取扱いガイド

三つ折 64245_ISO_FIX_パンフ_100128.ind2   2三つ折 64245_ISO_FIX_パンフ_100128.ind2   2 2010/02/03   11:47:592010/02/03   11:47:59
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令 和 ４年 12 月 27 日 
自 動 車 局 整 備 課 

「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」       
の中間取りまとめを公表します 

～今後の大型車の車輪脱落事故防止対策のあり方について～ 

「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」におけるこれまでの検討を

踏まえて「中間取りまとめ」がまとめられましたので、公表します。 

 近年、大型車の車輪脱落事故が増加傾向にあることを踏まえ、さらなる事故防止対策を

進めるため令和４年２月に設置した「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検

討会」において、各種調査や実証実験の結果を踏まえて検討を行い、今後の車輪脱落事故

防止対策のあり方について「中間取りまとめ」がとりまとめられました。 

 国土交通省では、関係団体と協力して「中間取りまとめ」において提言された車輪脱落

事故防止対策を推進して参ります。 

 

【中間とりまとめのポイント】 

 １．事故調査、実証調査  

 ○車輪脱落事故車両調査、タイヤ脱着作業等の実態調査・分析結果 

 事故車両において、劣化したナットが使用されていたり、ナットの点検・清掃、

潤滑剤の塗布等が適切に行われていなかった 

 規定トルクでナットの締め付けを行っておらず、増し締めも行っていなかった 

 日常点検において、ナットの緩みの有無を確認していなかった 

 整備管理者による指導・管理が不十分であった 

 
  ○実証実験により明らかになった事項 

 ボルト、ナットは適切に潤滑剤の塗布を行わない場合、締め付けを繰り返すたび

に、締め付け力（軸力）が徐々に低下する（下記左図） 

 最大積載の大型貨物自動車の左右の駆動輪をメーカーの規定トルクよりも低い

トルクで締め付け、悪路条件等を模擬したテストコースをサイクル走行させた

結果、軸力が一定の水準より小さい場合に（今回の実験では初期軸力 30kN での

実験において）、走行に伴い急速に軸力が低下し、０になることが確認された（赤

丸で囲んだ点。下記右図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ナットの繰り返し締め付け実験結果 
限界軸力確認実験の結果 

ボルト１本

の軸力が０

となった 

③

- 101 -



２．提言された車輪脱落事故防止対策 

〇速やかに実施すべき対策 
 大型車使用者に劣化部品の適切な交換を促す緊急点検の実施 

 タイヤ脱着作業者が適切な作業手順・保守管理手順を確認するための動画公開 

 車輪脱落事故防止キャンペーンの継続的実施   等 

 

〇中・長期的に実施すべき抜本対策 

 車輪脱落事故惹起事業者等の整備管理者に対する特別研修の新設 

 一定期間に複数回の車輪脱落事故を惹起した事業者等の整備管理者に対する、 

解任命令の発令 

 タイヤ脱着作業者の人為的な作業ミスを防ぐための車両対策   等 

 
別紙１ 大型車の車輪脱落事故に係る調査・分析検討会 中間取りまとめ（概要版） 

別紙２ 大型車の車輪脱落事故防止のための啓発用チラシ 

【問い合わせ先】 
国土交通省自動車局整備課 藤墳、森山 
Tel03-5253-8111（内線 42412,42413） 

  Tel03-5253-8599（直通） 
  Fax03-5253-1639 
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大型車の車輪脱落事故に係る調査・分析検討会 中間取りまとめ（概要版） 

１．趣旨・概要 

依然として多発している大型車の車輪脱落事故に係る発生要因の調査・分析とさらなる事故防

止対策を検討するため、令和４年２月に「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討

会」を設置し、各種調査や実証実験の結果を踏まえて検討を行い、今後の大型車の車輪脱落事故

防止対策の在り方について、中間取りまとめを行った。 

 

２．調査・分析結果 

（１）車輪脱落事故車両調査や、タイヤ脱着作業、保守管理状況に係る実態調査において散見さ

れた事例 

   ・タイヤ脱着作業時にホイール・ボルト（以下単に「ボルト」という。）、ホイール・ナッ

ト（以下「ナット」という。）等の点検・清掃、潤滑剤の塗布が適切に実施されておらず、

著しいさびや汚れを清掃せず劣化・損傷した部品をそのまま使用していた。 

・ボルトやナットのねじ部、摺動部への潤滑剤の塗布を行っておらず、スムーズに回転し

ないナットをそのまま使用して締め付けていた。 

・ナットの締め付け時に、自動車メーカーが規定するトルク値で締め付けを行っていなか

った。 

・大型車の使用者自らによる増し締め等が実施されていなかった。 

・日常点検が適切に実施されておらず、日頃からナットの緩みの有無を確認していなかっ

た。 

・運送事業者等の整備管理者による事業者内の指導・管理が不十分であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）タイヤ脱着作業、保守管理状況に係る実態調査により得られた知見 

・タイヤ脱着時の点検・清掃・潤滑作業内容については、大型車使用者の業種に関わらず

社内の周知・徹底は一定程度図られているものの、ＩＳＯ方式に特有の作業であるナッ

ワッシャー部が固着したナット ホイールのボルト穴の損傷 

さび汁が流出した痕跡 ボルトに著しいさびや汚れの付着 

事故車両におけるタイヤ脱着作業時の不適切な点検・清掃事例 

別紙１ 
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トの摺動部への潤滑剤塗布を筆頭に、タイヤ脱着作業者への作業内容の徹底が不十分な

事業者も存在した。 

・事故惹起事業者において、自動車メーカーの規定する締め付けトルクによるナットの締

め付け遵守状況が顕著に低かった。 

 

（３）使用過程のボルト、ナットの性能確認実験 

   ナットの繰り返し締め付け実験結果 

・ボルト、ナットは指定個所へ潤滑剤の塗布を行わない場合、締め付けを繰り返すたびに

自動車メーカーの規定トルクに対して発生する軸力が徐々に低下する事が分かった。 

・タイヤ脱着作業時の適切な潤滑剤の塗布により、軸力低下を抑えることができると考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）大型貨物自動車を用いた走行実証実験 

限界軸力確認実験 

・最大積載の大型貨物自動車の左右の駆動輪をメーカーの規定トルクよりも低いトルクで

締め付け、悪路条件等を模擬したテストコースをサイクル走行させた結果、軸力が一定

の水準より小さい場合に（今回の実験では初期軸力 30kN での実験において）、走行に伴

い急速に軸力が低下し、０（ゼロ）になることが確認された（赤丸で囲んだ点）。 

限界軸力確認実験の結果 

 

10回目 
2.6％低下 20回目 

21.5％低下 

40回目 
42.0％低下 

50回目
43.3％低下 

30回目 
36.6％低下 

潤滑剤を塗布せずにナットを繰り返し 

締め付けると、軸力が低下する傾向にある 

ナットの繰り返し締め付け実験結果 

ボルト１本の

軸力が０（ゼロ）

となった 



 

３．事故防止対策の提言 

車輪脱落事故を撲滅するためには、大型車の使用者やタイヤ専業店等のタイヤ脱着作業者自ら

が、適正なタイヤ脱着作業や増し締め等の保守管理について自覚を持ち、自らの責任において大

型車の車輪脱落事故防止策を講ずることが極めて重要であると考えられる。 

特に、車輪脱落事故車両において、劣化・損傷した部品の使用が散見されたこと、及び繰り返

し締め付け試験において、指定箇所への給脂を行わない場合に軸力が低下することが確認された

ことから、不適切なタイヤ脱着作業を行った場合に、劣化・損傷が進行し軸力が低下することが

推察された。 
また、大型貨物自動車を用いた走行実証実験の結果を踏まえると、軸力が一定以上低下すると

ナットの緩みが加速度的に進行することから、不適切なタイヤ脱着作業が車輪脱落事故につなが

ることが示唆された。 

そのため、本検討会では、さらなる車輪脱落事故防止対策として、以下のとおり事故防止対策

のあり方を提言する。 

 

（１）速やかに実施すべき対策 

適切なタイヤ脱着作業や増し締め等の保守管理に関する周知・啓発 

・タイヤ脱着作業者に対して、タイヤ脱着作業や保守管理方法に関するダイレクトメール

等を活用した周知・啓発 

・劣化した部品の交換を促す緊急的な点検等の実施 

 

動画を活用した作業手順の啓発 

・適切な作業手順を解説した動画を作成し、各種研修等において活用 

 

車輪脱落事故防止キャンペーンの継続的実施 

    ・冬期に車輪脱落事故が多発する傾向を踏まえ、引き続き、事故防止キャンペーンを実施 

 

適切なタイヤ脱着作業や保守管理のための講習会の開催 

    ・タイヤ脱着作業者自らが事故防止対策を実施できるよう関係団体と連携し講習会を実施 

 

車輪脱落事故防止対策の指導 

    ・整備管理者研修において、必ず車輪脱落事故防止対策の徹底について講義を実施 

 

整備管理者管理権限の明確化 

・適切なタイヤ脱着作業や増し締め等の保守管理の実施に係る、整備管理者の管理権限を

明確化 

・大型車を保有する運送事業者等の整備管理規程について、タイヤ脱着作業や増し締め等

の保守管理に関する規程を義務付け 

 

 

（２）中・長期的に実施すべき抜本対策 

タイヤ脱着作業者における適切な作業を徹底するための施策 

・タイヤ脱着作業者に対して適切な作業を徹底させるため、（１）の対策以上の周知・啓発

を徹底する等、さらなる対策の強化 
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整備管理者に対する指導強化 

    ・車輪脱落事故惹起事業者等の整備管理者に対する、タイヤ脱着作業や増し締め等の保守

管理に関する実習も含めた整備管理者特別研修の新設 

・一定期間に複数回の車輪脱落事故を惹起した運送事業者等の整備管理者に対し、解任命

令を発令する等、指導強化 

 

タイヤ脱着作業者による人為的な作業ミスを防ぐためのハード対策 

・ナットの緩みの予兆検知等に関する車両対策について、検出精度等の課題が残されてい

るところ、できるだけ早く開発に向けた中・長期計画を策定し、製品化に向け、各自動

車メーカーにおいて検討を推進 
・国土交通省において、中・長期的に規制の方向性に係る検討含め、必要な検討を推進 

 

劣化したホイール・ナットを排除するための施策 

・劣化したナットの排除に向けた部品の適切な交換を促進するための施策等を検討、早急

に実施 

 

４．引き続き検討すべき課題 

   今後も大型車の車輪脱落事故の発生状況を継続的に監視し、詳細な事故調査を引き続き実施

しつつ、対策の効果を検証すべきである。 

これまでの調査では左後輪からの脱落事故が多い理由等、明らかにできなかった点があるた

め、引き続き検討を行っていくことが望ましい。 

- 106 -



M
in

is
tr

y 
of

 L
an

d,
 In

fr
as

tr
uc

tu
re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm

中
間
と
り
ま
と
め
を
う
け
た
事
故
防
止
対
策
の

進
捗
状
況
に
つ
い
て

資
料
２
ー
１

令
和
５
年
９
月

国
土
交
通
省
自
動
車
局
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大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
対
策
に
係
る
調
査
・
分
析
検
討
会
「
中
間
取
り
ま
と
め
」
の
ポ
イ
ン
ト

中
間
と
り
ま
と
め
に
つ
い
て

○
令
和
4年
12
月
に
調
査
・分
析
検
討
会
に
お
け
る
事
故
防
止
対
策
の
あ
り方
に
つ
い
て
「中
間
取
りま
とめ
」を
公
表
。

○
今
後
、関
係
団
体
と協
力
して
「中
間
取
りま
とめ
」に
お
い
て
提
言
され
た
車
輪
脱
落
事
故
防
止
対
策
を推
進
。

○
車
輪
脱
落
事
故
車
両
調
査
、
タ
イ
ヤ
脱
着
作
業
等
の
実
態
調
査
・
分
析
結
果

・
劣
化
し
た
ナ
ッ
ト
の
使
用
や
、
ナ
ッ
ト
の
点
検
・
清
掃
、
潤
滑
剤
の
塗
布
等
が
適
切
に
行

わ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

・
規
定
ト
ル
ク
で
ナ
ッ
ト
の
締
め
付
け
を
行
っ
て
お
ら
ず
、
増
し
締
め
も
行
っ
て
い
な
か
っ
た
。

・
日
常
点
検
に
お
い
て
、
ナ
ッ
ト
の
緩
み
の
有
無
を
確
認
し
て
い
な
か
っ
た
。

・
整
備
管
理
者
に
よ
る
指
導
・
管
理
が
不
十
分
で
あ
っ
た
。

○
実
証
実
験
に
よ
り
明
ら
か
に
な
っ
た
事
項

・
ボ
ル
ト
、
ナ
ッ
ト
は
適
切
に
潤
滑
剤
の
塗
布
を
行
わ
な
い
場
合
、
締
め
付
け
を
繰
り
返
す

た
び
に
、
締
め
付
け
力
（
軸
力
）
が
徐
々
に
低
下
す
る
。
（
右
図
）

・
最
大
積
載
の
大
型
貨
物
自
動
車
の
左
右
の
駆
動
輪
を
、
メ
ー
カ
ー
の
規
定
ト
ル
ク
よ
り
も

低
い
ト
ル
ク
で
締
め
付
け
、
悪
路
条
件
等
を
模
擬
し
た
テ
ス
ト
コ
ー
ス
を
サ
イ
ク
ル
走
行
さ

せ
た
結
果
、
軸
力
が
一
定
の
水
準
よ
り
小
さ
い
場
合
に
、
走
行
に
伴
い
急
速
に
軸
力
が

低
下
し
、
０
に
な
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

ナ
ッ
ト
の
繰
り
返
し
締
め
付
け
実
験
結
果

大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
対
策
に
係
る
調
査
・
分
析
検
討
会
に
お
い
て
提
言
さ
れ
た
事
故
防
止
対
策

○
速
や
か
に
実
施
す
べ
き
対
策

・
劣
化
部
品
の
適
切
な
交
換
を
促
す
緊
急
点
検
の
実
施

・
適
切
な
作
業
手
順
・
保
守
管
理
手
順
を
確
認
す
る
た
め
の
動
画
公
開

・
車
輪
脱
落
事
故
防
止
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
継
続
的
実
施

等

○
中
・
長
期
的
に
実
施
す
べ
き
抜
本
対
策

・
車
輪
脱
落
事
故
惹
起
事
業
者
等
の
整
備
管
理
者
に
対
す
る
特
別

研
修
の
新
設

・
一
定
期
間
に
複
数
回
の
車
輪
脱
落
事
故
を
惹
起
し
た
事
業
者
等

の
整
備
管
理
者
に
対
す
る
、
解
任
命
令
の
発
令

・
人
為
的
な
作
業
ミ
ス
を
防
ぐ
た
め
の
車
両
ハ
ー
ド
対
策
等

限
界
軸
力
確
認
実
験
の
結
果

ボ
ル
ト
１
本
の

軸
力
が
０
と

な
っ
た

（
回
）
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令
和
4
年
度
の
大
型
車
の
車
輪
脱
落
防
止
対
策

ホ
イ
ー
ル
・
ナ
ッ
ト
の
緊
急
点
検
を
実
施

〇
関
係
団
体
、各
運
輸
局
等
と連
携
して
、「
大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
キ
ャン
ペ
ー
ン」
を
実
施
す
る
等
、大
型
車
の

車
輪
脱
落
防
止
対
策
を
強
力
に
推
進
。

「大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
キ
ャン
ペ
ー
ン
（
令
和
４
年
10
月
１
日
～
令
和
５
年
２
月
28
日
）
」の
取
組
事
例

・
大
型
車
ユ
ー
ザ
ー
に

D
M
を
発
送
し
、
適
切
な
作
業
や
保
守

管
理
に
つ
い
て
周
知
・
啓
発
を
図
る
と
と
も
に
、
車
齢
４
年
を

超
え
る
大
型
車
を
対
象
に
、
大
型
車
ユ
ー
ザ
ー
、
タ
イ
ヤ
専

業
店
、
大
型
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
、
整
備
事
業
者
に
お
い
て
ナ
ッ
ト

の
劣
化
状
態
を
点
検
。

・
ナ
ッ
ト
の
劣
化
が
確
認
さ
れ
た
場
合
は
、
交
換
に
必
要
と
な
る

新
品
ナ
ッ
ト
を
、
大
型
車
メ
ー
カ
ー
よ
り
無
償
提
供
。

劣
化
し
た
ナ
ッ
ト
の
点
検
・交
換

街
頭
検
査
に
お
い
て
ホ
イ
ー
ル
・
ナ
ッ
ト
の
緩
み
を
確
認

【
近
畿
運
輸
局
に
よ
る
取
組
】

実
施
日
：
令
和

5年
1月

12
日

(木
)

実
施
場
所
：
大
阪
ト
ラ
ッ
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（
大
阪
府
寝
屋
川
市
）

実
施
結
果
：
街
頭
検
査
を
実
施
し
た
大
型
車

13
台
中
６
台
で
、
ホ

イ
ー
ル
・
ナ
ッ
ト
の
緩
み
が
確
認
さ
れ
た
。
そ
の
う
ち

５
台
は
、
左
側
車
輪
の
ホ
イ
ー
ル
・ナ
ッ
ト
が
緩
ん
で

い
た
。

ま
た
、
大
型
車
７
台
で
タ
イ
ヤ
脱
着
作
業
後
の
増
し

締
め
が
実
施
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

ト
ル
ク
・
レ
ン
チ
に
よ
り
ナ
ッ
ト
の
緩
み
を
確
認
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ナ
ッ
ト
配
布
に
よ
る
冬
用
タ
イ
ヤ
早
期
交
換
の
推
進

劣
化
ナ
ッ
ト
→
新
品
ナ
ッ
ト

を
提
供

○
大

型
車

の
車

輪
脱

落
事

故
件

数
は

令
和

４
年

度
に

過
去

最
大

と
な

る
な

ど
増

加
傾

向
○

「大
型

車
の

車
輪

脱
落

事
故

防
止

に
係

る
調

査
・検

討
会

」に
お

け
る

調
査

結
果

を
踏

ま
え

、
令

和
５

年
度

に
お

い
て

は
、
こ

れ
ま

で
の

車
輪

脱
落

事
故

防
止

対
策

に
加

え
、
従

前
よ

り
実

施
し

て
い

る
点

検
の

奨
励

、
適

切
な

整
備

内
容

の
周

知
・啓

発
等

の
対

策
の

深
化

を
図

る
と

と
も

に
、
更
な
る
対
策

と
し

て
、
自
動
車
運
送
事
業
者
及
び
整
備
管
理
者
に
対
す
る
行
政
処
分
を
導
入

す
る

予
定

（R
5

.1
0

.1
 改

正
通

達
施

行
予

定
）

※
「
大

型
車

の
車

輪
脱

落
事

故
に

係
る

調
査

・分
析

検
討

会
」中

間
取

り
ま

と
め

（R
4

.1
2

）の
提

言
事

項

○
車

輪
脱

落
事

故
車

両
調

査
や

実
証

実
験

に
基

づ
く

事
故

の
推

定
要

因
等

の
調

査
・分

析
も

継
続

し
て

実
施

。

行
政
処
分
の
導
入

車
輪

脱
落

事
故

を
惹

起
し

た
自

動
車

運
送

事
業

者
に

対
す

る
車

両
の

使
用

停
止

○
初

違
反

２
０

日
車

、
再

違
反

４
０

日
車

※
「
不

正
改

造
」
に

よ
る

処
分

と
同

じ
量

定

一
定

期
間

に
複

数
回

の
車

輪
脱

落
事

故
を

惹
起

し
た

自
動

車
運

送
事

業
者

等
に

選
任

さ
れ

て
い

る
整

備
管

理
者

に
対

す
る

解
任

命
令

○
上

記
、
再

違
反

の
処

分
と

な
る

場
合

よ
り
効
果
的
な
ポ
ス
タ
ー
に
よ
る
周
知
啓
発

「タ
イ

ヤ
の

点
検

整
備

」の
一

層
の

促
進

に
つ

な
げ

る
デ

ザ
イ

ン
と

し
た

ポ
ス

タ
ー

で
の

周
知

・啓
発

の
実

施
等

タ
イ
ヤ
交
換
需
要
が
集
中
し
、
点
検
整
備
ミ
ス
が
起
き
る
こ
と
を
防
ぐ

た
め
、
車
輪
脱
落
事
故
が
多
発
し
て
い
る
雪
国

（
北

海
道

・
東

北
・
北

陸
信

越
）
に

お
い

て
、
降

雪
期

前
の

早
期

に
タ

イ
ヤ

交
換

を
し

た
際

に
、
劣

化
し

た
ナ

ッ
ト

が
あ

る
場

合
は

自
工

会
か

ら
新
品
の
ナ
ッ
ト
を
無
償
提

供

令
和
５
年
度
ポ
ス
タ
ー
（案
）

令
和
４
年
度
の
取
組
み

（
動
画
で
の
周
知
啓
発
）

中
間
と
り
ま
と
め
を
受
け
た
大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
対
策
に
つ
い
て

- 110 -



大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
対
策
に
つ
い
て

項
目

対
応
状
況
（
R

5.
9.

21
時
点
）

短
期
的

対
策

適
切
な
タ
イ
ヤ
脱
着
作
業
や
増
し
締
め
等
の
保
守
管
理
に
関

す
る
周
知
・
啓
発

措
置
済
（
R

4.
10
緊
急
点
検
を
実
施
）

動
画
を
活
用
し
た
作
業
手
順
の
啓
発

措
置
済
（
R

4.
9適
切
な
作
業
手
順
を
解
説
し
た
啓
発
動
画
の
作
成
）

車
輪
脱
落
事
故
防
止
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
継
続
的
実
施

継
続
実
施
中
（
今
年
度
は

R
5.

10
か
ら
実
施
予
定
）

適
切
な
タ
イ
ヤ
脱
着
作
業
や
保
守
管
理
の
た
め
の
講
習
会
の

開
催

措
置
済
（
R

4.
9か
ら
ト
ラ
ッ
ク
協
会
等
と
連
携
し
て
実
施
中
）

車
輪
脱
落
事
故
防
止
対
策
の
指
導

措
置
済
（
R

4.
12
か
ら
整
備
管
理
者
研
修
で
ボ
ル
ト
実
物
の
活
用
を
開
始
）

整
備
管
理
者
管
理
権
限
の
明
確
化

措
置
済
（
R

4.
5整
備
管
理
規
程
の
様
式
に
明
記
）

中
長
期
的

対
策

タ
イ
ヤ
脱
着
作
業
者
に
お
け
る
適
切
な
作
業
を
徹
底
す
る
た
め

の
施
策

車
輪
脱
落
事
故
防
止
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
継
続
し
つ
つ
、
今
年
度
は
新
規
ポ

ス
タ
ー
の
作
成
と
、
ナ
ッ
ト
配
布
に
よ
る
冬
用
タ
イ
ヤ
早
期
交
換
の
推
進
を

行
う

タ
イ
ヤ
脱
着
作
業
者
に
よ
る
人
為
的
な
作
業
ミ
ス
を
防
ぐ
た
め

の
ハ
ー
ド
対
策

日
本
自
動
車
工
業
会

/大
型

4社
で
協
調
し
取
り
組
ん
だ
基
礎
研
究
の
結
果
、

予
兆
検
知
シ
ス
テ
ム
見
込
み
が
期
待
で
き
る
手
法
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き

た
。

20
23
年
度
か
ら
は
、
各
社
で
の
技
術
開
発
に
移
行
。

劣
化
し
た
ホ
イ
ー
ル
・
ナ
ッ
ト
を
排
除
す
る
た
め
の
施
策

車
輪
脱
落
事
故
防
止
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
継
続
し
つ
つ
、
更
な
る
施
策
に
つ
い

て
は
継
続
検
討

整
備
管
理
者
に
対
す
る
指
導
強
化

一
定
期
間
に
複
数
回
の
車
輪
脱
落
事
故
を
惹
起
し
た
整
備
管
理
者
に
対
す

る
解
任
命
令
の
導
入
（
R

5.
10
施
行
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平成 28 年 4 月 22 日 

自 動 車 局 

 

全てのバス事業者に『バス火災事故防止のための点検整備のポイント』を通知しました。 

 年末年始からバス火災事故が多発したことを受け、自動車関係団体（※）の協力により、

バス火災事故防止のために重要な点検整備のポイントをわかりやすく「バス火災事故防止

のための点検整備のポイント」としてとりまとめ、全てのバス事業者に対して通知しまし

たので、公表します。 

※一般社団法人日本自動車工業会、一般社団法人日本自動車車体工業会、公益社団法人日本バス協会 
 
＜バス火災事故防止のための点検整備のポイントの概要（詳細は別紙）＞ 
 
■点検整備のポイント 

〇火災発生部位となり得る４つの装置（原動機、制動装置、走行装置、電気装置）毎に、火災防

止のために重要な、主な点検整備のポイント（見方／交換目安）を示すとともに、点検整備を

行わなかった場合の火災発生メカニズムを示しています。 

 

 
■運転操作ミスや整備作業ミスなどの防止のためのポイント 

〇点検整備以外にも火災に至る可能性がある運転操作ミスや整備作業ミスなどについても、ポイ

ント（注意点）と、それぞれのミスによる火災発生メカニズムを示しています。 

 
 
 ■バス火災事故の前兆、予兆 

〇走行時に感じるさまざまな異状の中には、バス火災事故の前兆や予兆を示すものがあり、その

症状や現象、火災につながる代表事例を示しています。 
 
 ■バス火災事故発生時の対処 

  〇バス火災事故が発生した場合の留意点についても示しています。 

なお、平成 21 年に公益社団法人日本バス協会が車両火災発生時の避難誘導などについてとりま

とめた「車両火災発生等緊急時における統一マニュアル」についても併せて紹介しています。 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

自動車局整備課 平川・川津 

 （代表）03-5253-8111（内線 42426、42412）（直通）03-5253-8599、FAX:03-5253-1639 

 自動車局安全政策課 高橋、掛川 

 （代表）03-5253-8111（内線 41602、41623）（直通）03-5253-8566、FAX:03-5253-1636 

（記載例） 

（記載例） 

④
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国土交通省 

一般社団法人 日本自動車工業会 

いすゞ自動車㈱/日野自動車㈱/三菱ふそうトラック・バス㈱/ＵＤトラックス㈱ 

一般社団法人 日本自動車車体工業会 バス部会 

公益社団法人 日本バス協会 
 
  

バス火災事故防止のための
点検整備のポイント 

 別紙

- 113 -

-
テキストボックス





 
 
 
 
 
 
 

〔目次〕 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
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１．原動機 （エンジン） 
２．制動装置（ブレーキ） 
３．走行装置（トランスミッション/デフ/アクスル） 
４．電気装置（電気機器類/配線） 

〔具体的事例〕・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 
■運転操作ミスや整備作業ミス 
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■車両火災事故の前兆、予兆・・・・・・・・ 10 

さいごに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

※本書は、事業用・大型バスを対象にして書かれています。 
※詳しい点検のしかたや整備のしかたは、各自動車メーカーの「整備のマニュアル」などを ご覧ください。 

バス火災事故を防止するためには、日頃から法定点検項
目やメーカー指定項目に基づき、点検整備を確実に行うこ
とが必要です。火災防止のために重要な、主な点検整備
のポイントを４つの装置別（発生部位別）に分けて示します
ので、これらを参考に火災防止に努めるようにしてください。 

- 114 -



 
 
 
 

はじめに 

 

平成２７年１２月の東京都豊島区池袋でのバス火災事故をはじめ、年末年始から

同種事故が多発している状況です。 

多くの乗客を輸送するバスが、火災を起こしてしまうと、人命に関わる大きな事

故となりかねません。 

平成２８年２月、国土交通省が発表しました平成２３年～平成２６年に発生した

バス火災事故分析結果では、車両の点検整備不十分や整備作業ミスに起因する火災

事故が約６割を占めている状況でした。 

国土交通省では、バス火災事故を防止し、安全な乗客の輸送が確保できるよう、

一般社団法人日本自動車工業会、一般社団法人日本自動車車体工業会及び公益社団

法人日本バス協会の協力のもと、「運行前点検」や「定期点検」等を行う上でバス火

災事故防止のための重要なポイントを、４つの装置別（火災発生部位別）に分けて

とりまとめました。 

バス火災事故は、日頃の予兆や異状を見逃さず、丁寧に点検整備を行うことで防

げます。 

バス事業者には、道路運送車両法による自動車の使用者としての点検整備の義務

のほか、道路運送法体系による運送事業者としての点検整備の義務も課せられてい

ます。本書も参考とした適切な点検整備の実施により、バス火災事故の防止に努め

ていただくことを期待します。 

 

平成２８年４月 
 
 
 
 

【参考】 

〇道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）－抄－ 
（使用者の点検及び整備の義務） 
第四十七条 自動車の使用者は、自動車の点検をし、及び必要に応じ整備をすることにより、当該自動

車を保安基準に適合するように維持しなければならない。 

〇旅客自動車運送事業運輸規則（昭和三十一年運輸省令第四十四号）－抄－ 
（点検整備等）  
第四十五条 旅客自動車運送事業者は、事業用自動車につき、点検整備、整備管理者の選任及び

検査に関する道路運送車両法の規定に従うほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。  
一 事業用自動車の構造及び装置並びに運行する道路の状況、走行距離等の使用の条件を考慮し

て、定期に行う点検の基準を作成し、これに基づいて点検し、必要な整備をすること。 
二 前号の点検及び整備をしたときは、道路運送車両法第四十九条の規定に準じて、点検及び整備

に関する記録簿に記載し、これを保存すること。 
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■バス火災事故の状況 

 発生件数の推移 

平成１５年１月～平成２６年１２月の間で、１９８件ものバス火災事故が発生。年間平均でも、１７件！ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※自動車事故報告規則（省令）に基づき運送事業者から報告のあった、事業用バスの車両火災事故件数 

■バス火災事故の分析 

 出火原因 

原因としては、点検整備が不十分なケースの割合が多く、適切な点検整備で、火災発生は防止できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※国土交通省 バス火災事故分析結果（平成２３年１月～２６年１２月間の事故分析） 
 出火に至る状況 

出火に至る状況では、「電気配線のショート」、「燃料漏れ」が、多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※国土交通省 バス火災事故分析結果（平成２３年１月～２６年１２月間の事故分析） 
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 出火箇所 

出火箇所では、エンジンルームからの出火が多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※国土交通省 バス火災事故分析結果（平成２３年１月～２６年１２月間の事故分析） 

 車齢別保有台数１万台あたりの事業用バス火災事故件数 

車齢が高いバスは、火災の発生件数が多い傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※国土交通省 バス火災事故分析結果（平成２３年１月～２６年１２月間の事故分析） 
 

 

 

【参考】 
算出に用いた車齢別の保有車両数は、
平成27 年3 月末の保有車両数 

バス火災件数/車齢別保有車両数 

バス火災事故の防止のため、確実な点検整備の実施が必要！

件数 

平均車齢 

件数 

車齢 

件数 

車齢 

保有車両数 

平均車齢 

保有車両数 

件数 
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■点検整備のポイント 
１．原動機（エンジン） 
（１）燃料装置 

部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

燃料フィルター 
• 取付部やドレーンプラグなどから燃料漏れやにじみはないか。 

※定期的に交換しているか。 

• 部品の劣化や摩耗などから、燃料が漏

れ、排気管などの高温部に触れて火災

を起こします。 

燃料ホース 

• 接続部からの燃料漏れやにじみはないか。 

• 亀裂やヒビ割れはないか。 

※定期的に交換しているか。 

燃料パイプ 

（燃料高圧パイプ） 

• 接続部からの燃料漏れやにじみはないか。 

• クランプ部の緩みや外れ、クリップ・ゴムの劣化や外れはないか。 

• パイプに擦れや摩耗の跡はないか。 

（２）潤滑装置 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

エンジンオイル • ドレーンプラグなどからオイル漏れやにじみはないか、オイルの量は適量か。 

※定期的に交換しているか。 

• 潤滑不良からのエンジン焼き付き、部品

の劣化や摩耗などにより、オイルが漏

れ、排気管などの高温部に触れて火災

を起こします。 
オイルフィルター • 取付部やドレーンプラグなどからオイル漏れやにじみはないか。 

※定期的に交換しているか。 

オイルホース 
• 接続部からのオイル漏れやにじみはないか。 

• 亀裂やヒビ割れはないか。 

※定期的に交換しているか。 

オイルパイプ 
• 接続部からのオイル漏れやにじみはないか。 

• クランプ部の緩みや外れ、クリップ・ゴムの劣化や外れはないか。 

• パイプに擦れや摩耗の跡はないか。 

（３）排気装置 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

エキゾーストマニホールド • 接続部からのガス漏れや、漏れ跡はないか。 

• 取付部や接続部に緩みや外れはないか。 

• 漏れた高温の排気ガスが、ゴム部品や

樹脂部品、木材などに触れて発火、火

災を起こします。 
排気管、マフラー 

• 接続部からのガス漏れや、漏れ跡はないか。 

• 亀裂や損傷はないか。 

• 取付部や接続部に緩みや外れはないか。 

排気ガス後処理装置 
（後付け装置も含む） 

• 接続部からのガス漏れや、漏れ跡はないか。 

• 亀裂や損傷はないか、取付部・接続部に緩み外れはないか。 

各遮熱板 • 外れ、亀裂や損傷はないか。ガス漏れの跡はないか。 

（４）冷却装置/その他 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

冷却水 • 冷却水タンクなどから水漏れはないか、冷却水の量は適量か。 

※定期的に交換しているか。 

• オーバーヒートからエンジンが焼き付き、

漏れたオイルが、排気管などの高温部に

触れるなどして、火災を起こします。 

また、壊れたターボは、エンジンを破損、

漏れたオイルで火災を起こします。 

冷却水ホース 
（ラジエーターホース） 

• 接続部からの水漏れはないか。 

• 亀裂やヒビ割れはないか。 

※古くなったら交換しているか。 

パワーステアリングホース 
• 接続部からのオイル漏れやにじみはないか。 

• 亀裂やヒビ割れはないか。 

※定期的に交換しているか。 

ターボチャージャー • オイルパイプからのオイル漏れやにじみはないか。 

• 異常な音はしていないか。（正常に機能しているか） 

〔留意点〕 
 大型観光バスなどでの「サブエンジン方式エアコン」を使用している場合は、「サブエンジン」の点検も忘れないで行います。 
 エンジンルームなどに長年堆積したホコリなどにも、注意します。（オイルや燃料が漏れた跡はないかを確認して清掃します） 
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２．制動装置（ブレーキ） 
（１）ブレーキ用各種バルブ類（エアー/オイル） 

部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

ブレーキペダル 
（ブレーキバルブ） 

• エアーの排気音は正常か、エアー漏れはないか。 

• ペダルに渋りや引っ掛かりがないか、ペダルの戻りは正常か。 

• ペダルの下部（ペダルとバルブの連結部）に、泥、砂など異物の

付着（堆積）はないか。 

※内部のゴム部品等は、定期的に交換しているか。 

• 各種、バルブ類などの部品が、渋りや引

っ掛かりなどを起こし、ブレーキの戻り不

良から引きずりを発生、ブレーキが過熱

して火災を起こします。 

ブレーキ倍力装置 

• エアー漏れ、液漏れはないか。 

• ブレーキ戻り不良など、機能に異常はないか。 

※内部のゴム部品等は、定期的に交換しているか。 

その他各種バルブ類 

（リレーバルブ等） 

• エアー漏れ、液漏れはないか。 

• ブレーキ戻り不良など、機能に異常はないか。 

※内部のゴム部品等は、定期的に交換しているか。 

（２）駐車ブレーキ 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

スプリングチャンバー 
• 戻り不良はないか、内部のスプリングに錆や損傷はないか。 

• エアー漏れはないか。 

※内部のゴム部品等は、定期的に交換しているか。 

• ブレーキの戻り不良からブレーキの引き

ずりを起こし、ブレーキ 

が過熱して

火災を起こ

します。 

 

パーキング ブレーキ レバー 
（スプリングブレーキバルブ） 

• 引き代は正常か、走行/駐車 位置に、きちんと保持されるか。 

• インジケータランプ、警報ブザーは正常に作動するか。 

※内部のゴム部品等は、定期的に交換しているか。 

パーキングブレーキ 
（センターブレーキ式） 

• ドラムとライニングのすき間は適切か。 

• ブレーキの戻り不良はないか。 

（３）主ブレーキ 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

エキスパンダー 

ホイールシリンダー 

• エアー漏れ、液漏れはないか。 

• 内部の部品に、摩耗や損傷、亀裂、固着はないか。 

※ゴム部品等は、定期的に交換しているか。 

• ブレーキの戻り不良からブレーキの引き

ずりを起こし、

ブレーキが過

熱して火災を

起こします。 主ブレーキ 
• ドラムとライニングのすき間は適切か。 

• ブレーキの戻り不良はないか。 

（４）ブレーキフルード/エアーライン 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

エアードライヤー 

• 内部の乾燥剤が（コンプレッサー・オイル等が付着し）劣化して

いないか。（除湿作用が低下する） 

• 内部の部品に、摩耗や損傷、亀裂、固着はないか。 

※定期的に分解整備を行っているか、乾燥剤を交換しているか。 

• ブレーキ機器内に水分が浸入すると、

各ブレーキ機器の腐食、劣化、故障を

招き、また、冬季には水分が凍結するな

どして、ブレーキの戻り不良から引きずり

を発生、ブレーキが過熱して火災を起こ

します。 エアータンク • タンク内に凝水が溜まっていないか。 

※日常点検で、凝水の水抜きを行っているか。 

ブレーキフルード • 液量は規定の範囲にあるか、液漏れやにじみはないか。 

※定期的に交換しているか。 

ブレーキホース 

（エアーホース） 

• 接続部からのエアー漏れ、液漏れ、液漏れのにじみはないか。 

• 亀裂やヒビ割れはないか。 

※定期的に交換しているか。 

〔留意点〕 
 その他、各種ブレーキ機器の整備（分解オーバーホールなど）を怠らずに、必ず 定期的に行います。 
 大型観光バスなどで「スプリングブレーキ」を使用している場合は、「コントロール・バルブ（ノブ）」の解除確認も忘れないでください。 
 ブレーキ戻り不良（引きずり）には、必ず予兆があります。普段より加速感が鈍いなど異状を感じたら直ぐに停車してください。 
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３．走行装置（トランスミッション/デフ/アクスル） 
（１）トランスミッション（含むオートマチックトランスミッション） 

部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

トランスミッションオイル 
• ドレーンプラグなどからオイル漏れやにじみはないか。 

• オイルの量は適量か。 

※定期的に交換しているか。 

• 潤滑不良から焼き付きを発生、オイル

が漏れ、高温部に触れて火災を起こし

ます。 

 

 
オイルフィルター 

• 取付部やドレーンプラグなどからオイル漏れやにじみはないか。 

※定期的に交換しているか。 

オイルホース 

（オイルパイプ） 

• 接続部からのオイル漏れやにじみはないか。 

• 亀裂やヒビ割れはないか。パイプに擦れや摩耗の跡はないか。 

• クランプ部の緩みや外れ、クリップ・ゴムの劣化や外れはないか。 

※定期的に交換しているか。 

（２）デファレンシャル 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

デファレンシャルオイル 
• ドレーンプラグなどからオイル漏れやにじみはないか。 

• オイルの量は適量か。 

※定期的に交換しているか。 

• 潤滑不良から焼き付きを発生、漏れた

オイルや、オイルシールなどが発火して火

災を起こします。 

（３）ホイールハブ 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

ハブグリース 

• グリースが漏れたり、グリースに水が浸入したりしていないか。 

• グリースの量、入れ方は適切か。 

※定期的に交換しているか。 

• ハブベアリングが過熱、漏れたグリース

や、ブレーキ液などが発火して、火災を

起こします。 

ハブベアリング 

（ベアリングプレロード） 

• ガタはないか、摩耗、損傷、はくり、発錆などの傷みはないか。 

• プレロードは適切か。 

※ハブ脱着の際には、ベアリングプレロードを正しく設定する。 

ハブシール 

（ハブキャップ） 

• シール面に傷などはないか。 

• グリースが漏れたり、ハブ内部に水が浸入したりしていないか。 

※ハブシールなどは、ハブ脱着の際に交換しているか。 

（４）タイヤ 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

空気圧 • タイヤの空気圧は規定値にあるか。 

（エアーゲージを使用して点検します） 

• タイヤがバースト、ブレーキ配管を損傷、

液漏れを起こすなどして、火災を起こし

ます。 

亀裂・損傷 • タイヤに亀裂や損傷はないか。 

• 溝の深さは十分か、異常な摩耗はないか。 

〔留意点〕 
 ハブベアリングのプレロードは、きちんと「整備のマニュアル」に記載されている方法で、設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  

〔具体的事例   〕 

 デフオイルが不足、もしくは著しく劣化した状態で走行、デファレンシャルギヤーが過熱して、発火。 
 ブレーキ系統でエアー漏れ、スプリングブレーキが作動した状態となり、後輪のブレーキ引きずりから発火。 
 燃料噴射ポンプの高圧パイプの締付け不良、登坂時に燃料が漏れ出し、エンジンの熱で発火、火災に至った。 
 燃料フィルターのエアー抜きプラグが締付け不足から脱落、漏れた燃料が排気管に触れ発火、火災に至った。 
 長期間未整備のブレーキ機器からエアーが漏れ、ブレーキ引きずりから発火、火災に至った。 
 バッテリーの固定不良により、端子がボデーと接触、発熱により発火、火災に至った。 
 ジェネレーターの配線締付け不良、端子が密着していなかったことから発熱、発火。 
 ヒューズボックス内のホコリがハーネスやコネクターに付着、湿気などで腐食、発熱発火。 
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４．電気装置（電気機器類/配線） 
（１）バッテリー 

部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

ターミナル • 緩みや腐食、外れはないか。 • 異常発熱や配線のショー

トにより発火し、火災を起

こします。 
バッテリーハーネス 

• 固定の緩みや外れ、干渉はないか。 

• 被覆のやぶれ、変色・腐食、著しい劣化、ショートの痕などはないか。 

（２）エンジン電装 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

スターター/ジェネレーター 
• 端子部に異常発熱の変色など発熱痕やショート痕はないか。 

• 端子部にホコリ、異物など、汚れはないか。 

※定期的に整備・交換しているか。（特にｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ付き車） 

• 機器の異常発熱や配線のショートにより

発火し、火災を起こします。 

 

 

＊アイドリングストップ装置付き車では、ス

ターター（リレー）など、整備・交換時期

が定められています。 

ハーネス 

• 固定の緩みや外れ、干渉はないか。 

• 接続部（カプラー）に緩みや外れはないか。 

• 水の浸入やオイルかかりの痕はないか。 

• 被覆のやぶれ、変色・腐食、著しい劣化、ショートの痕などはないか。 

（熱源（排気管など）周辺の配線には、特に注意する） 

（３）電気機器類 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

各種電気機器（ぎ装） 

• 蛍光灯など室内電装品に異音や異臭、発熱など、使用上で

異状を感じたことはないか。 

• クーラーユニットやヒーターユニットに、異音や異臭、発熱など、

使用上で異状を感じたことはないか。 

• 機器の異常発熱や配線のショートにより

発火し、火災を起こします。 

 

＊燃焼式ヒーター装着車では、ヒーターの

燃料系統や吸・排気系統、電気系など

の点検も行います。 
ハーネス 

• 固定の緩みや外れ、干渉はないか。 

• 接続部（カプラー）に緩みや外れはないか。 

• 被覆のやぶれ、変色・腐食、著しい劣化、ショートの痕などはないか。 

（４）スイッチ・配線類 
部位（装置） 点検のポイント（見方/交換目安） 点検しないと・・・（火災発生のメカニズム） 

ヒューズボックス 
リレーボックス 
スイッチパネル 
配電盤 

• 固定の緩みや外れはないか。接続部に緩みや外れはないか。 

• 被覆のやぶれ、変色・腐食、著しい劣化、ショートの痕などはないか。 

• 異常な発熱、発熱による変色などの痕やショート痕はないか。 

• ホコリの堆積、水浸入、腐食、異物などはないか。 

• 機器の異常発熱や配線のショートにより

発火し、火災を起こします。 

• 端子部などに堆積したホコリなどの異物

に、水分・油分などが浸入して、トラッキ

ング（レアショート）などを起こし、発火に

至る場合があります。 
ハーネス 

• 固定の緩みや外れ、干渉はないか。 

• 接続部（カプラー）に緩みや外れはないか。 

• 被覆のやぶれ、変色・腐食、著しい劣化、ショートの痕などはないか。 

〔留意点〕 
 大型観光バスなどでの「サブエンジン方式エアコン」を使用している場合は、「サブエンジンの電気装置」の点検も忘れないで行います。 
 ヒューズが切れたり、作動不良を起こしている電気機器などは、そのままにせず、その原因を確かめ、必要に応じて修理してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

◍車齢が古くなったら（１０年程度が目安・・・）、リニューアル（リフレッシュ工事）などの際に、電気配線なども入念に点検を行ってください！ 

①「固定の緩み、たるみ、外れ」はないか？ 
②「擦れ、やぶれ、干渉」はないか？ 
③「発熱、発錆、劣化」はないか？ 
④接続部(ｶﾌﾟﾗ )ーに「ゆるみ、外れ、発錆」はないか？ 

〔ハーネス類の見方〕 ●後付け電気機器の取付や配線の修理には、専門的な知識や技術が必要
です。安易な取付、修理は危険です！ 

１．電源の取出し、アース回路の設置（既設のアースブロック使用など） 

２．電線やヒューズの選択（規格電線使用、既設ヒューズに負荷増 しないなど） 

３．電線の延長（同一サイズ・色相使用、原則コネクター結合など） 

４．接続（コネクター）の選択施工（防水要否、電流値確認など） 

５．配索の施工（固定方法、固定間隔、間隙確保や保護材追加など） 

・・・など、専門的な知識や技術に基づく配慮の上での施工（修理）が必要です。 
※既設のハーネスやヒューズの改造にも、専門的な知識や技術が必要です。また、ハーネス

を強く引っ張ったり、電気機器に水をかけたり、強い衝撃を与えたりしないでください。 
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■運転操作ミスや整備作業ミスなどの防止のためのポイント 
１．不適切な運転操作など（運転操作ミス） 

部位（事象） ポイント（注意点） 火災発生のメカニズム 

パーキングブレーキの戻し忘れ 

（スプリングブレーキの戻し忘れ） 

• 戻し忘れによるブレーキの引きずり。（いつもより加速が悪くないか） 

• 解除されていることを警告灯消灯で確認。 

• ブレーキの戻り不良から引きずりを起こ

し、ブレーキが過熱して発火、火災を起

こします。 エアー圧 • エアー圧力が低いまま走行を継続。 

ドライバー席での落下物 
• ペン、ライターなどの落下物が、パーキングブレーキレバ

ーや、ブレーキペダルに噛み込む。 

ドライバー席のフロアマット 
• マットの端を、ブレーキペダルに噛み込み、ブレーキ引き

ずりを起こす。（しっかり固定しておく） 

飲み物などの不始末 
• コーヒー，ジュースなどの飲み物を、メーターパネル付

近、スイッチパネルなどへ、こぼす。 

• スイッチやリレーなどに浸入した液体によ

り、接点が錆びて過熱したり、ショートを

起こしたりして、発火します。 不適切な清掃（洗車） • 水洗いによる電気機器への水浸入。 

エンジンルーム内の可燃物 • エンジンルーム内に可燃物、異物の放置。 • 可燃物が、エンジンや排気ガスの熱で、

または、排気管などの高温部に触れて、

発火、火災を起こします。 
不適切な場所でのＤＰＦ再生 

• テールパイプ付近に可燃物があるなど、不適切な場所

でのＤＰＦの再生。 

各種警告灯の点灯 • 点灯・消灯の確認。（異常をそのままにしない） • 異常発生により発火したりします。 

２．不適切な点検整備など（整備作業ミス） 
部位（事象） ポイント（注意点） 火災発生のメカニズム 

ウェス、軍手などの置き忘れ • エンジンルームや排気装置付近へのウェスや軍手（可燃

物）の置き忘れ。 

• 可燃物が、エンジンや排気ガスの熱で、

または、排気管などの高温部に触れて、

発火、火災を起こします。 

スクリュウ、プラグなどの締め忘

れ（過締付け） 
• ドレーンプラグやエアー抜きスクリュウなどの締め忘れ、ま

たは締め過ぎによる破損。 

• 燃料やオイルが漏れ出

し、排気管などの高温

部に触れて火災を起こ

します。 
ハーネス、ホースなどの不適切

な固定、折り曲げ 
• ハーネスやホースが擦れたり、干渉したりして、亀裂・穴

あきなどを起こす。 

バッテリー交換時の不適切な

作業 • ターミナルの接続不良。 
• 接続ターミナル、ハーネスの緩みから、シ

ョートを起こし、発火に至ります。 
不適切なバルブ（球）交換 ・ディスチャージヘッドランプバルブの誤った交換作業。 • 接触不良、放電から、発火に至ります。 

不適切なブレーキ液交換作業 • 不適切な作業によって、ブレーキに残圧が残る。 
• ブレーキの戻り不良から引きずりを起こ

し、ブレーキが過熱して発火に至ります。 

ハブベアリングのプレロード不良 • １２か月点検時など、ホイールハブ脱着時の不適切な

作業によるベアリングプレロードの過大。 

• プレロード過大から、ハブベアリングが過

熱、漏れたブレーキ液やベアリンググリー

スから発火に至ります。 

グリースやオイルの過多 • 給油脂箇所に、適量以上のグリースやオイルを給油脂

する。 

• あふれた油脂が、排気管などの高温部

に触れて発火に至ります。 

不適切な後工事作業 
• 溶接作業や穴あけ作業で、ハーネスやホースを気付か

ずに傷つける。 

• 不適切な配線、配管（ホース）の後付け。 

• 傷ついたホースから燃料やオイルが漏れ

出す、傷ついたハーネスがショートを起こ

すなどして、発火に至ります。 

３．その他 
部位（事象） ポイント（注意点） 備考 

消火器 • きちんと所定の場所に格納されているか。 

• 有効期限は大丈夫か。使用方法を熟知しているか。 

いざというときに機能しないと困ります。 非常口 
（ドア・非常コック） 

• 扉の開閉機能、警報装置の作動は点検しているか。 

• 開閉操作（使用方法）を熟知しているか。 

エンジンルーム火災警報装置 • 警報機能は大丈夫か。（オプション装備） 

その他 車両火災を起こすまでには、予兆があります。予兆を見逃さずに点検整備を行います。 
〔留意点〕 

 運行時の異変や、各種警告灯の点灯などにも注意して、異状を見逃さずに点検整備を行います。 
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■点検整備の時期など 
 これまでに示した「点検整備のポイント」に関連する法定点検項目を示します。 

点検箇所 点検項目 運行前点検 定期点検 

原
動
機 

燃料装置 燃料漏れ  ３か月 

潤滑装置 
エンジンオイルの量 ●（＊）  

オイル漏れ  ３か月 
本体 シリンダーヘッドとマニホールド各部の締付状態  １２か月 

冷却装置 
冷却水の量 ●（＊）  
水漏れ  １２か月 

エキゾーストパイフ及びマフラー 取付けの緩み及び損傷  ３か月（距離） 
発散防止 一酸化炭素等発散防止装置 触媒等排出ガス減少装置の取付けの緩みと損傷  １２か月 

かじ 
取り パワーステアリング装置 

オイル漏れ、オイル量  ３か月（距離） 
取付けの緩み  １２か月 

制
動 

ブレーキペダル 

踏みしろ、ブレーキの効き、ブレーキバルブの排気音 ●  
遊び、踏み込んだときの床板とのすき間  ３か月 
ブレーキの効き具合  ３か月 

駐車ブレーキ 
引きしろ （レバーの保持、排気音） ● ３か月 
ブレーキの効き具合  ３か月 

センターブレーキ ドラムとライニングのすき間  ３か月 
リザーバータンク ブレーキ液の量 ● ３か月 
ホース及びパイプ 漏れ、損傷及び取付状態  ３か月 
ホイールシリンダー、ディスクキャリパー等 機能、摩耗、損傷  １２か月 

ブレーキチャンバー 
ロッドのストローク  ３か月 
機能  １２か月 

ブレーキバルブ、リレーバルブ等 機能  １２か月 
倍力装置（ブレーキブースター） 機能  １２か月 

ブレーキドラム、ブレーキシュー 
ドラムとライニングのすき間  ３か月 
シューの摺動部分及びライニングの摩耗  ３か月（距離） 

動力 
伝達 

トランスミッション オイル漏れ、オイル量  ３か月（距離） 
デファレンシャル オイル漏れ、オイル量  ３か月（距離） 

走
行 ホイール 

タイヤの、空気圧，取付けの状態，亀裂、損傷，異状な摩耗，溝の深さ ●（溝深さ＊）  
タイヤの状態  ３か月（距離） 
フロントホイールベアリングのがた  ３か月（距離） 
リヤーホイールベアリングのがた  １２か月 

電気 バッテリー ターミナル部の接続状態  ３か月 
電気配線 接続部の緩み及び損傷  ３か月 

エアーコンプレッサー エアータンクの凝水 ● ３か月 
※日常点検の（＊）は、走行距離や運行時の状態から判断した適切な時期に行えばよいものを示します。また、定期点検の（距離）は、走行距離を併用する距離項目を示します。 

 これまでに示した「点検整備のポイント」に関連する「メーカー指定点検」及び「定期交換部品」を示します。 

点検箇所 メーカー指定点検 定期交換部品 

原
動
機 

（１）燃料装置 燃料フィルター、燃料ホース  ○ 

（２）潤滑装置 エンジンオイル、オイルフィルター、（オイルホース）  ○ 

（３）排気装置 排気ガス後処理装置（後付けも含む） （○）  

（４）冷却装置/その他 

冷却水  ○ 

冷却水ホース（ラジエーターホース）  （○） 

パワーステアリングホース  ○ 

ターボチャージャー ○  

制
動
装
置 

（１）ブレーキ用各種バルブ類 ブレーキペダル（ﾊﾞﾙﾌﾞ）、ブレーキ倍力装置、その他各種バルブ類（ﾘﾚｰﾊﾞﾙﾌﾞ等）  ○ 

（２）駐車ブレーキ 
スプリングチャンバー  ○ 

パーキングブレーキレバー  （○） 

（３）主ブレーキ エキスパンダー（ホイールシリンダー）  ○ 

（４）ブレーキフルード/エアーライン エアードライヤー、ブレーキフルード、ブレーキホース（エアーホース）  ○ 

走
行
装
置 

（１）トランスミッション 
トランスミッションオイル  ○ 

オイルフィルター、オイルホース  （○） 

（２）デファレンシャル デファレンシャルオイル  ○ 

（３）ホイールハブ ハブグリース  ○ 

※（○）は、設定がある場合と無い場合があります。また、メーカー指定点検、定期交換部品は、車種や車両によって異なりますので、各自動車メーカーの提供している情報

（メンテナンスノート等）を、参照してください。 
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■車両火災事故の前兆、予兆 

◍走行時に感じるさまざまな異状の中には、火災の前兆や予兆を示すものがあります。ここでは比較的可能性の高いものを
挙げて、その症状や現象、考えられる主な原因（火災につながる代表的な事例）を示します。このような異状を感じたら、
できるだけ すみやかに停車し、異常の有無を確認してください。なお、確認作業に当たっては、過熱した部品などによっ
て、火傷など負傷する可能性がありますので、十分注意してください。 

症状 現象 火災につながる代表的な事例（※） 

加速不良 
・普段より加速感や力がなくなったと感じる。 

・惰行時にブレーキがかかったように感じる。 

・ブレーキの引きずりによるブレーキ過熱 

・ハブベアリングの過熱 

ブレーキの効き不良 
・踏み込んだほどには、減速感が得られない。 

・効き不良と同時に異臭がする。 

・ブレーキの引きずりによるブレーキ過熱 

・ハブベアリングの過熱 

異常な振動 
・ハンドル操作に異常な振動を感じる。 
・急に乗り心地が悪くなったり、ハンドルを取られたりする。 

・タイヤのパンク、バースト 

・ハブベアリングの過熱 

異音、異臭 
・普段と異なる音が発生する。 
・ゴムや樹脂が焼けたような臭いがただよう。 

・各種機器類の異常発熱 
・各種機器類の過熱による火災 

白煙・黒煙 
・白煙や黒煙がたちこめる。 
・バックミラーに煙が写る。 

・オイル漏れ、燃料漏れからの火災 
・エンジン、ハブ、ブレーキ廻りからの火災 

電気機器の不作動 
・不作動や異常な作動を起こしたり、異音を発したりする。 
・ヒューズが切れたりする。 

・機器類の故障、ショート、過熱 
・配線、スイッチ、リレーなどのショート、過熱 

警告灯の点灯 

（警報ブザーの吹鳴） 

・走行中は点灯しない警告灯が点灯する。 
・普段鳴らない警報ブザーが、鳴る。 

・ブレーキの引きずり、各種異常の発生 
・エンジンルーム火災警報装置の作動 
※その他の故障やトラブルの場合もあります。 

 
 
 
 
 
 
 

メモ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検整備を入念に行って、車両火災の発生を防ぎましょう！ 
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さいごに  

もしもバス火災事故が発生してしまったら・・・ 

 

もしも、バス火災事故が発生してしまった場合には、あわてずに乗客・乗員の安全

を最優先に考えて行動するようにしてください。 

当たり前のことですが、火災発生時の留意点を以下に示します。 

 《留意点》 
 異状を感じたら、すみやかに安全な場所に停車し、乗客の避難誘導を行うようにしてください。 
（日頃からの避難訓練の実施が望ましい） 

 車載の消火器で消火が困難な場合には、無理をせず消防・警察等へ連絡するとともに、運行
管理者や整備管理者に連絡して、指示をあおぐようにしてください。 

※公益社団法人日本バス協会が車両火災時の避難誘導などについてとりまとめた「車両火災発生等

緊急時における統一対応マニュアル」等も参考にしてください。 

（URL：http://www.bus.or.jp/anzen/pdf/kinkyuman.pdf ） 

なお、車両火災事故は、自動車事故報告規則に基づく事故報告の対象となりますの

で、忘れずに運輸支局等に提出するようにしてください。 

提出された事故報告をもとに火災事故を類型化して分析し、再び同様の火災事故を

起こさぬように対策を講じることが可能となるためです。 
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平成２９年３月２８日 

自 動 車 局 整 備 課 

 

「貸切バス予防整備ガイドライン」を策定しました 
～ 貸切バス事業者が行うべき予防整備の基準事例を示します ～ 

 

 
 

１．本ガイドライン策定の背景 

平成２８年１月１５日に長野県軽井沢町で発生したスキーバス事故を踏まえ、二

度とこのような悲惨な事故を起こさないよう、軽井沢スキーバス事故対策検討委員

会において徹底的な再発防止策について検討が行われ、６月３日にとりまとめられ

た「安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」を踏まえたもの

です。 

 

２．本ガイドラインについて 

本ガイドラインでは、貸切バス事業者が法定点検に加え、予防整備（不具合

発生の予防も含めた十分な整備）を定期的に実施するための整備サイクル表

を定める上での参考となるよう、優良事業者の実績等を元に整備項目等の交

換基準事例を示しています。 

貸切バス事業者は、以下の２項目について実施してください。 

 

（１）交換基準事例を参考にした整備サイクル表の作成 

貸切バス事業者は交換基準事例を参考にバスの構造・装置に応じ項

目を選定するとともに、それぞれの事業者の状況を考慮し定期交換等

の期間・距離を設定し、整備サイクル表を作成 

 

（２）整備サイクル表に基づく整備実施記録簿の作成 

貸切バス各事業者は整備実施記録簿を用意し、整備サイクル表に基

づく定期交換等の実施状況を記録 

 
添付資料：貸切バス予防整備ガイドライン 

国土交通省では、貸切バスの車両整備の強化を図るため、貸切バス事業者が

定めるべき予防整備の基準事例を示すべく、「貸切バス予防整備ガイドライン」（以

下「本ガイドライン」という。）を策定しました。 

問い合わせ先 

 国土交通省自動車局整備課 玉屋、川津 

  TEL：03-5253-8111(内線:42426、42412) 

  TEL：03-5253-8599(直通) 

 

⑤

- 126 -



 

 

 

 

貸切バス予防整備ガイドライン 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年３月２８日 

 

 

国土交通省自動車局 
  

（添付）
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１．本ガイドライン策定の背景及び目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

２．交換基準事例及び整備サイクル表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

  

 ３．整備サイクル表に基づく整備実施記録簿・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

４．整備サイクル表の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  

５．今後の運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

別紙１ 貸切バスの定期交換等を行う項目及び交換基準事例一覧 

別紙２ 整備サイクル表・参考様式 

別紙３ 整備実施記録簿・参考様式 

 

（参考） 

整備サイクル表参考様式・記載要領 

整備実施記録簿参考様式・記載要領 
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１．本ガイドライン策定の背景及び目的 

平成２８年１月１５日に長野県軽井沢町においてスキーバス事故が発生し、乗

客１３名、乗員２名の計１５名が死亡し、乗客２６名が重軽傷を負いました。そ

のため、このような悲惨な事故を二度と起こさないという強い決意のもとに、平

成２８年６月に「総合的な対策」が軽井沢スキーバス事故対策検討委員会でとり

まとめられ、その中で、貸切バスの車両整備の強化が求められています。 

車両整備については、道路運送車両法に基づき日常点検整備及び定期点検整備

（以下「法定点検」という。）を確実に行うことが必要ですが、バス車両につい

ては、使われ方等により劣化や摩耗の進行状態が大きく異なるほか、事故の際の

被害が甚大となるため、前回の点検整備の実施後の走行距離、部品交換後の経過

時間、車齢等を踏まえ、蓄積した整備実績から得た知見等を生かし、適切な時期

に必要な整備を行うことが強く求められています。 

バス事業者は、法定点検に加え、使用の条件を考慮して、定期に行う点検の基

準を作成し、これに基づいた点検及び必要な整備を行うことを遵守しなければな

りません（旅客自動車運送事業運輸規則第４５条）。そのため、バス事業者が選

任する整備管理者は、保有するバス車両について定期点検及び必要な整備の実施

計画を作成し、実施する権限が与えられています（道路運送車両法施行規則第３

２条）。 

本ガイドラインでは、このような車両の状態に応じた予防整備（不具合発生の

予防も含めた十分な整備）に関し、保守管理に関する十分な知見を有し、確実な

整備を行っている貸切バス事業者の整備事例を交換基準事例として示すととも

に、各々のバスの使用実態等を考慮しつつ、定期交換等の基準（以下「整備サイ

クル表」という。）を設定する方法を示します。貸切バス事業者の方々が本ガイ

ドラインを参考に整備サイクル表を定め、これに基づき適切な整備を行うことを

期待します。 

  

 

  

２
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２．交換基準事例及び整備サイクル表 

貸切バス事業者が法定点検に加え、予防整備を定期的に実施するための整備サ

イクル表を定める上での参考となるよう、整備項目等の交換基準事例を別紙１に

示します。 

Ａ～Ｆ社は、保守管理に関する十分な知見を有している貸切バス事業者（※）

です。運行形態や保有車両にそれぞれ違いがありますので、各事業者は別紙１の

交換基準事例及び整備サイクル表の参考様式（別紙２参照）を参考に以下の点に

留意し、各事業者のバスの使用実態等を考慮しつつ整備サイクル表を設定して作

業を行ってください。 

なお、整備サイクル表による整備は、法定点検に加えて行うものですので、法

定点検は必ず実施してください。 

  

※調査を行った貸切バス事業者は、車両整備に関して過去５年間行政処分を受

けていない事業者であって、公益社団法人日本バス協会から「貸切バス事業者安

全性評価認定制度」の認定を受けている事業者等の中から規模、運行形態を勘案

し選定しています。 

 

（１）整備サイクル表の交換等を行う項目について  

各事業者は、別紙１の交換基準事例の整備項目を参考にバスの構造・装置に応

じ項目を選定するとともに、定期交換等を行う項目を設定してください。定期交

換等を行う項目として設定しないものについては、法定点検と併せて点検整備す

ることとなります。 

   

（２）整備サイクル表の交換等を行う期間・距離について 

各事業者は（１）で設定した整備項目について、それぞれの事業者の状況（運

行形態、保有車両数、保有車両の平均車齢、年間平均走行距離、不具合の発生履

歴、蓄積している整備実績など）を考慮し定期交換等の期間・距離を設定してく

ださい。設定にあたっては、法定点検に加え交換等を行う期間・距離であること

に注意してください。 

なお、別紙１に示す年間整備費用は法定点検、予防整備及び臨時整備にかかる

全ての整備費用（１台当たり）を含んでいます。 

 

３．整備サイクル表に基づく整備実施記録簿 

 整備サイクル表に基づく整備の実施状況を記録するための整備実施記録簿の

参考様式を別紙３に示します。各事業者は別紙３を参考に整備実施記録簿を用

意し、実施状況を記録してください。また、車両の適切な管理の観点から整備

３
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実施記録簿は登録を抹消するまで保管することが望まれます。 

  

４．整備サイクル表の見直し 

  各事業者は実績等を考慮し、整備サイクル表を適宜見直してください。 

     

５．今後の運用 

  今後、国土交通省においては、整備サイクル表の作成及び整備の実施状況をフ

ォローアップするため、監査時、事業更新時等において確認・収集していきます。 

また、収集する整備サイクル表及び整備サイクル表に基づく整備実施記録簿の

データを踏まえ、事故の発生状況等の相関について分析し、ガイドラインへの反

映を検討します。 

 

４
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（別紙１）

運行形態　※１ 都市間中心 観光のみ 観光中心 観光のみ 観光のみ 観光のみ

保有車両数（大型） 15両 70両 60両 20両 20両 30両

（中型） 5両 2両 10両 2両 10両 2両

（小型） - - 2両 2両 10両 10両

平均車齢　※２ 7年 4年 7年 6年 8年 5年

年間平均走行距離　※３ 6万km 6万km 6万km 4万km 3万km 7万km

年間整備費用　※４ 250万円 200万円 150万円 100万円 150万円 250万円

交換基準項目数 49 49 35 25 16 26
交換または

オーバーホール ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○

（期間） ４年 ２年 ３年 ７年 － － １年 １年 １年 １年
（距離） － － － － － － １０万㎞ １０万㎞ ６万㎞ ６万㎞

交換または
オーバーホール － ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － ２年（高圧６年） ３，６年 － － 高圧２年,低圧３年 ４年 ４年 高圧２年,低圧４年 高圧２年,低圧４年

（距離） － － － － － － － － － －
交換または

オーバーホール － ○ ○ － － － ○ ○ － －

（期間） － ２年 ６年 － － － １年 １年 － －
（距離） － － － － － － １０万㎞ １０万㎞ － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ６年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ４年 ４年 ４年 ４年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ － －

（期間） － － － － － － ４年 ４年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（期間） １，３年 １年 ２年 ６年 １年 １年（乾燥剤） １年 １年 １年 １年
（距離） － － － － － － １０万㎞ １０万㎞ １０万㎞ -

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○

（期間） ２，４年 ３年 ２年 ２年 － １年 ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○

（期間） ２年 － ３，５年 ２年 － １年 ２年 ２年 ２年 ５年（EBS）
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○

（期間） ５年 ３年 ２年 ６年 － － ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

貸切バスの定期交換等を行う項目及び交換基準事例一覧 

制動装置

エアードライヤー

ブレーキチャンバー
（エアーチャンバー）

Ａ社
２年でOH、４年で交換

ブレーキバルブ

ブレーキホース

装置名

パワステ内部のゴム部品
（オイルポンプ、ステアリングギ
ヤー）

Ａ社
ﾊﾟﾜｽﾃﾎﾟﾝﾌﾟﾟ発生の都度ＯＨ

かじ取装置

パワステオイル

パワステホース
Ａ社
ﾊﾟﾜｽﾃﾊﾟｲﾌﾟ発生の都度交換

パワステオイルフィルター

ステアリングベベルギヤーの
オイル

新長期車 Ｐ新長期車 新長期車 Ｐ新長期車

備考

備考

交換基準事例

センターロッド
ドラックリンク

Ｂ社
ロッド、リンクのジョイント交換
（またはオーバーホール）を示す
ものと思われる。

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例

Ｂ社Ａ社

A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社
項目

装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール － ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － ４年 ２年 － － ２年 ３年 ３年 ３年 ３年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － ４年 ２，３年 ６年 － ２年 ３年 ３年 ３年 ３年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ ○ － － － － － － －

（期間） － ２年 ２年 － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ ○ － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － ６年 ２，３年 － － － ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － ○ － ○

（期間） － ６年 － － － － － ５年 － ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － ３年 － － － ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ２年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － ○ － － － － － －

（期間） － － － ２年 － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － ○ － － － － － －

（期間） － － － １年 － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ２年 ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

ストップランプスイッチ

セーフティバルブ

ＡＢＳコントロールバルブ

ブレーキブースター
（エアーブースター）
（エアーマスター）

Ａ社
空港車、一般車では、２年で
設定
Ｄ社
小型貸切では、４年で設定

旧型車
エアーオイルブレーキ車で設定あり

ホイールパーク用エアーホー
ス

ブレーキホース

ブレーキフルード

Ａ社
空港車、一般車では、毎年
設定
Ｅ社
その他の車種では１年で設定

旧型車
エアーオイルブレーキ車で設定あり

ＥHＳスタートバルブ
（ＥＳスタートバルブ）

リレーバルブ
（クイックリリースバルブ）

旧型車
エアーオイルブレーキ車で設定あり

制動装置

エキスパンダー

スプリングブレーキチャンバー
（ピギーバッグ）
（ホイールパークチャンバー）

ピギーバッグ交換

ホイールパークコントロール
バルブ

ブレーキライニング
Ａ社
ブレーキシュー車検時点検、
随時交換

- 132 -



装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ ○ ○

（期間） － － － － － － － ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － ５万㎞ ５万㎞ － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － ○ ○

（期間） － － － － － － － － １年 １年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ － －

（期間） － － － － － － － １年 － －
（距離） － － － － － － － １０万㎞ － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ － －

（期間） － － － － － － － ２年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ － －

（期間） － － － － － － － １０年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － １年 １年 １年 １年
（距離） － － － － － － ５万km ５万km ５万km ５万km

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） ８０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） ８０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） ８０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － ○ － － － － －

（期間） － － － － ４～５年 － － － － －
（距離） － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － －

（期間） － ３年 ５年 ６年 － ４年 ３年 ３年 － －
（距離） Fr50,Rr100万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ － ○ － － （点検） （点検） （点検） （点検）

（期間） １年 １年 － ２年 － － １年 １年 １年 １年
（距離） － － － － － － － － －

ハブ

ホイールボルト
（ホイールピン）

ホイールベアリング
Ａ社
ハブ交換と同時実施
（フロントアウター）

タイヤ

緩衝装置

エアサスレべリングバルブ

マルチプロテクションバルブ

チェックバルブ

リターダーオイル

エキスパンダー端部のダスト
ブーツ

ＡＳＲバルブ

エアスプリングダイヤフラム

ダブルチェックバルブ

制動装置

走行装置

ハブベアリングのグリース

装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール － ○ － － － ○ － ○ ○ ○

（期間） － ４年 － － － ６年 － ５年 － －
（距離） － － － － － － － － ４０万km ４０万km

交換または
オーバーホール － ○ － － － ○ － ○ ○ ○

（期間） － ５年 － － － ４年 － ５年 － －
（距離） － － － － － － － － ４０万km ４０万km

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ４年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） １００万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ － －

（期間） － － － － － － － ５年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － ○ ○

（期間） － － － － － － － － ４年 ４年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － １年 １年 １年 １年 １年 － １年 １年 １年
（距離） ６万Km － － － － － ５万km ５万km ６万km ６万km

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － １年 １年 １年 １年 １年 － １年 １年 １年
（距離） ６万Km － － － － － ５万km ５万km ６万km ６万km

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○

（期間） ２年 ２年 １年 ２年 － ２年 － － － ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ － －

（期間） １年 １年 － － １年 １年 １年 １年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ － － － － － －

（期間） ２年 １年 ３年 ２年 － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － ７年 － － － － ２年 ４年 ２年 ２年
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

車高センサ

ダイヤフラムピストン

フロントアームブッシュ

トルクロッド
ラジアスロッド

サスペンションストッパ類

スタビライザーブッシュ

緩衝装置

トランスミッションオイル

デファレンシャルオイル

動力伝達装置

クラッチブースター

クラッチオイル

クラッチマスター

ＦＦシフト・ＧＳＵ
Ａ社
T/MのOHと同時実施
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装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール － ○ － ○ － － － － － ○

（期間） － ７年 － － － － － － － －
（距離） － － － ２０万km － － － － － ４０万km

交換または
オーバーホール － ○ － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － ６年 － － － － ４年 ４年 ４年 ４年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － － － ○ ○

（期間） － － １年 － － － － － １年 １年
（距離） － － － － － － － － ６万km ６万km

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ６年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ６年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － － － － －

（期間） － － ２年 － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － ○ ○

（期間） － － － － － － － － ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ ○ ○

（期間） － － － － － － － ２年 ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － ○ ○

（期間） － － － － － － － － ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － ○ ○

（期間） － － － － － － － － ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － ○ ○

（期間） － － － － － － － － ２年 ２年
（距離） － － － － － － － － － －

動力伝達装置

クラッチ

シフトユニット
マグネチック
バルブ（シフト系）

シフトユニット
ギヤ位置センサー

シフトユニット
クラッチセンサー

クラッチオイルホース

シフトユニットエアホース

シフトユニットグリース

シフトユニット減圧弁

クラッチブースター
ロッドエンド

トランスミッション
オイルフィルター

トランスミッション

デファレンシャル

クラッチエアホース

装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ － －

（期間） － － － － － － － １０年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － － － ○

（期間） － － － － － － － － － ２年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － ○ ○ ○ － － － －

（期間） ３年 － － ６年 ４年 ２～３年 － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － ○ － － － － － －

（期間） － － － ６年 － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － ３カ月 ６カ月 １年 － ３カ月 － － － －
（距離） ６万km － － － ２．５万km － ４．５万km ６万km ４．５万km ４．５万km

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○

（期間） １年 １年 １年 － １年 １年 － １年 － －
（距離） － － － － － － ５万km ５万km ６万km ６万km

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ ○ － － － － －

（期間） ４年 ３年 １年 ６年 － － － － － －
（距離） － － － － ３０万km － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ ○

（期間） － ３カ月 １年 － － － － － － －
（距離） ６万km － － － ２．５万km － ４．５万km ６万km ４．５万km ４．５万km

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○

（期間） １年 １年 １年 － １年 １年 １年 １年 － １年
（距離） － － － － － － １０万km １０万km － １０万km

交換または
オーバーホール ○ ○ － ○ ○ － － － － －

（期間） － ３年 － ６年 － － － － － －
（距離） ３０万km － － － ３０万km － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － ３年 ３年 － － － ２年 ２年 ２年 ３年
（距離） － － － － － ６０万km － － ４０万km ６０万km

交換または
オーバーホール － － ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○

（期間） － － ２年 － １年 １年 － １年 １年 １年
（距離） － － ６，１５万km － － － ５万km １０万km ８万km ８万km

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ ○ － － － － － －

（期間） － ７年 ３年 ６年 － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

清掃 ○ ○ － － ○ － ○ ○ ○ ○

（期間） － ３年 － － １年 －
（点検）1年
（清掃）3年

（点検）1年
（清掃）3年

（点検）1年 （点検）1年

（距離） ６万km － － － － － （清掃）30万km （清掃）30万km － －

原動機

エンジンオイル

燃料フィルター

セルモータ
Ｆ社
適時交換実施

ウオーターポンプ

Ｅ社
適時交換実施
Ｆ社
適時交換実施

電気装置

バッテリー

サブバッテリー

エンジンオイルエレメント

尿素水フィルター

DPF/DPR
Ｆ社
半年毎に点検実施

オルタネータ

動力伝達装置

トランスミッション
オイルクーラー用
ホース

プロペラシャフトの
ユニバーサルジョイント
キット

LLC

エアーエレメント
Ｃ社
1.5万㎞または定期点検時清
掃

- 134 -



装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － ７年 － － － － （点検）1年 （点検）1年 （点検）1年 （点検）1年
（距離） １００～１１０万km － ５０万km － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － ○ － － ○ ○ ○ － ○

（期間） ６カ月 － １年 － － １年 1年 1年 － －
（距離） － － － － － － １０万km １０万km － ９万km

交換または
オーバーホール － － － ○ － ○ － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） － － － ８０～１００万km － ７０万km － － － －

調整 ○ － ○ － － － － － － －

（期間） － － ２年 － － － － － － －
（距離） ３０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － ○ － － － －

（期間） － － － － － ４年 － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － ○ － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） ９０万km － ５０万km － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ － － － － － － － －

（期間） － ７年 － － － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － ○ ○ － － － －

（期間） － － － － １年 １年 － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － ○ － － － ○

（期間） － － － － － ３年 － － － ７年
（距離） － － － － － － － － － ７．５万㎞

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － ○ － －

（期間） － ２年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － １８万km － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － ○ ○ － －

（期間） － － ３年 － － － ３年 ３年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） １００～１１０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ４年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

尿素水ドージングホース

噴射ポンプ

原動機

アングルギヤープーリー

Noｘセンサ

ターボチャージャー

サプライポンプ

ラジエーター

エンジン本体

Ａ社
発生の都度
Ｆ社
ヘッド回りオーバーホール

バルブクリアランス

PCVフィルター
（エアオイルミスト）

エアーコンプレッサー

インジェクター

各種補機駆動ベルト

シリンダヘッド

アングルギヤーオイル

装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ３年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ３年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － － － － －

（期間） － － １年 － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） ５年 － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） ５０万km － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － － － － －

（期間） － － ３年 － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － ○ － － － － － － －

（期間） － － ３年 － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

点検 － － － － － ○ － － － －

（期間） － － － － － １年（点検） － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ － －

（期間） － － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － ５万km ５万km － －

交換または
オーバーホール － － － － － － － ○ － －

（期間） － － － － － － － ２年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ － －

（期間） － － － － － － ２年 ２年 － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ２年 ２年 ３年 ３年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ４年 ２年 ３年 ３年
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － － － ○ ○ ○ ○

（期間） － － － － － － ４年 ４年 ４年 ４年
（距離） － － － － － － － － － －

ウオータセパレータエレメント

オイル・プレッシャ・ゲージの
ホース（オイル・プレッシャ・セン
ディング・ユニットのホース）

ラバーホース

ベルトオートテンショナー

ファンドライブオイル・フィル
ター

エンジン・ルーム外の燃料
ホース

エンジンルーム内の燃料
ホース

エア・チャージのホース

セーフティリレー

ファンプーリー

DPF/ＤＰＲ 圧力センサ用
配管ゴムホース

ベルトアイドラプーリー

原動機

尿素SCR

セーフティスイッチ
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装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール ○ ○ － － － － － － － －

（期間） ４年 ６年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） ６カ月 － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ － － － － － － － －

（期間） １年 ２年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） ４年 － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） １年 － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － ○ － ○ － － － －

（期間） ４年 － － ７年 － ４年 － － － －

（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ ○ － ○ － － － － － －

（期間） ３，４年 ２年 － ５，７年 － － － － － －

（距離） － － － － － － － － － －
交換または

オーバーホール ○ ○ － ○ － － － － － －

（期間） － ４年 － ７年 － － － － － －
（距離） ８０万ｋｍ － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － － － － ○ － － － － －

（期間） － － － － １年 － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ４年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール － ○ － － － － － － － －

（期間） － ４年 － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） ４年 － － － － － － － － －
（距離） － － － － － － － － － －

その他の装置
エアコン用

サブエンジン

エアコンエンジン

エアコンエンジンオイル

エアコンエンジンブロアーモー
ター

エアコンエンジン燃料フィル
ター、エアクリーナ

エアコンエンジンセルモー
ター

その他の装置

トイレ
Ａ社
清掃、水中ポンプＯＨ

暖房装置

Ａ社、Ｄ社
温水ﾎﾟﾝﾌﾟ,温水制御弁,
ﾋｰﾀｰﾎｰｽ,ﾌﾟﾚｳｫｰﾏ
Ｂ社
温水ﾓｰﾀｰ

デフロスターブロアモーター
デフロスターコントロールユ
ニット

ワイパーゴム

ウィンカーフラッシャーユニッ
ト

ワイパーモーター
Ｆ社
適時実施

冷房装置

Ａ社
ｾﾐOH,ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ,高圧ﾎｰ
ｽ,ﾄﾞﾗｲﾔｰｽﾄﾚｰﾅｰ
Ｄ社
冷房装置OH
Ｆ社
エアコンコンプレッサOH

装置名 備考

交換基準事例

参考情報：メーカー指定・定期交換部品（点検）　代用的な車両での例
A社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

項目

交換または
オーバーホール ○ － － － － － － － － －

（期間） ４，７年 － － － － － － － － －

（距離） － － － － － － － － － －

表の見方
　　　　　※１　運行形態：各社の運行形態を以下の通り分類したもの

都市間中心： 遠距離の２地点間を往復する運行が多い形態（例：スキーツアー、夜間高速ツアー）
観光中心： ある範囲内の複数の場所を巡る運行が多い形態（例：修学旅行、日帰りツアー）
観光のみ： ある範囲内の複数の場所を巡る運行のみ行っている形態（例：修学旅行、日帰りツアー）

　　　　　※２　平均車齢：各社が保有する車両の平均車齢を表したもの。車齢の中央値と概ね一致する。

　　　　　※３　年間平均走行距離：各社が保有する貸切バス１台が１年間に走行する距離の平均値。

　　　　　※４　年間平均整備費用：各社が保有する貸切バス１台にかかる整備費用。 法定点検整備、予防整備及び臨時整備にかかる全ての整備費用を含む。

　　　注 ： 表中交換基準の設定がない項目については、法定点検を行い必要に応じ整備を行っている。

49 49 35 25 16 26交換基準項目数

その他の装置

車体

Ａ社
４年時
ｼｰﾄｶﾊﾞｰ交換、車内清掃
７年時
改修(ﾓｹｯﾄ,ｶｰﾃﾝ,ﾏｯﾄ交
換)
Ｆ社
シート適時実施
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（別
紙
２
）

運
送
事
業
者
名

整
備
管
理
者
名

対
象
と
す
る
車
種

作
成
年
月
日

期
間

距
離

備
考

パ
ワ

ス
テ

オ
イ

ル

パ
ワ

ス
テ

ホ
ー

ス

パ
ワ

ス
テ

オ
イ

ル
フ

ィ
ル

タ
ー

セ
ン

タ
ー

ロ
ッ
ド

ド
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
パ

ワ
ス

テ
内

部
の

ゴ
ム

部
品

（
オ

イ
ル

ポ
ン

プ
、

ス
テ

ア
リ
ン

グ
ギ

ヤ
ー

）

ス
テ

ア
リ
ン

グ
ベ

ベ
ル

ギ
ヤ

ー
の

オ
イ

ル

エ
ア

ー
ド

ラ
イ

ヤ
ー

ブ
レ

ー
キ

チ
ャ

ン
バ

ー
（
エ

ア
ー

チ
ャ

ン
バ

ー
）

ブ
レ

ー
キ

バ
ル

ブ

ブ
レ

ー
キ

ホ
ー

ス

エ
キ

ス
パ

ン
ダ

ー

ス
プ

リ
ン

グ
ブ

レ
ー

キ
チ

ャ
ン

バ
ー

（
ピ

ギ
ー

バ
ッ
グ

）
（
ホ

イ
ー

ル
パ

ー
ク

チ
ャ

ン
バ

ー
）

ブ
レ

ー
キ

ブ
ー

ス
タ

ー
（
エ

ア
ー

ブ
ー

ス
タ

ー
）
（
エ

ア
ー

マ
ス

タ
ー

）

ホ
イ

ー
ル

パ
ー

ク
用

エ
ア

ー
ホ

ー
ス

ホ
イ

ー
ル

パ
ー

ク
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
バ

ル
ブ

Ｅ
H

Ｓ
ス

タ
ー

ト
バ

ル
ブ

（
Ｅ

Ｓ
ス

タ
ー

ト
バ

ル
ブ

）

ブ
レ

ー
キ

ラ
イ

ニ
ン

グ

リ
レ

ー
バ

ル
ブ

（
ク

イ
ッ
ク

リ
リ
ー

ス
バ

ル
ブ

）

ブ
レ

ー
キ

フ
ル

ー
ド

セ
ー

フ
テ

ィ
バ

ル
ブ

Ａ
Ｂ

Ｓ
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
バ

ル
ブ

ス
ト

ッ
プ

ラ
ン

プ
ス

イ
ッ
チ

ダ
ブ

ル
チ

ェ
ッ
ク

バ
ル

ブ

リ
タ

ー
ダ

ー
オ

イ
ル

エ
キ

ス
パ

ン
ダ

ー
端

部
の

ダ
ス

ト
ブ

ー
ツ

マ
ル

チ
プ

ロ
テ

ク
シ

ョ
ン

バ
ル

ブ

制
動
装
置

貸
切
バ
ス
予
防
整
備
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
　
整
備
サ
イ
ク
ル
表
参
考
様
式

か
じ

取
装

置

装
置

名
項

目
点

検
時

確
認

交
換

基
準

設
定

交
換
基
準

期
間

距
離

備
考

装
置

名
項

目
点

検
時

確
認

交
換

基
準

設
定

交
換
基
準

チ
ェ
ッ
ク

バ
ル

ブ

Ａ
Ｓ

Ｒ
バ

ル
ブ

ハ
ブ

ベ
ア

リ
ン

グ
の

グ
リ
ー

ス

ハ
ブ

ホ
イ

ー
ル

ボ
ル

ト
（
ホ

イ
ー

ル
ピ

ン
）

ホ
イ

ー
ル

ベ
ア

リ
ン

グ

タ
イ

ヤ

エ
ア

ス
プ

リ
ン

グ
ダ

イ
ヤ

フ
ラ

ム

エ
ア

サ
ス

レ
べ

リ
ン

グ
バ

ル
ブ

フ
ロ

ン
ト

ア
ー

ム
ブ

ッ
シ

ュ

ト
ル

ク
ロ

ッ
ド

ラ
ジ

ア
ス

ロ
ッ
ド

ス
タ

ビ
ラ

イ
ザ

ー
ブ

ッ
シ

ュ

ダ
イ

ヤ
フ

ラ
ム

ピ
ス

ト
ン

サ
ス

ペ
ン

シ
ョ
ン

ス
ト

ッ
パ

類

車
高

セ
ン

サ

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

オ
イ

ル

デ
フ

ァ
レ

ン
シ

ャ
ル

オ
イ

ル

ク
ラ

ッ
チ

ブ
ー

ス
タ

ー

ク
ラ

ッ
チ

オ
イ

ル

ク
ラ

ッ
チ

マ
ス

タ
ー

Ｆ
Ｆ

シ
フ

ト
・
Ｇ

Ｓ
Ｕ

ク
ラ

ッ
チ

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

マ
グ

ネ
チ

ッ
ク

バ
ル

ブ
（
シ

フ
ト

系
）

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

オ
イ

ル
フ

ィ
ル

タ
ー

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

デ
フ

ァ
レ

ン
シ

ャ
ル

ク
ラ

ッ
チ

エ
ア

ホ
ー

ス

ク
ラ

ッ
チ

オ
イ

ル
ホ

ー
ス

ク
ラ

ッ
チ

ブ
ー

ス
タ

ー
ロ

ッ
ド

エ
ン

ド

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

グ
リ
ー

ス

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

減
圧

弁

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

エ
ア

ホ
ー

ス

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

ギ
ヤ

位
置

セ
ン

サ
ー

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

ク
ラ

ッ
チ

セ
ン

サ
ー

制
動
装
置

動
力

伝
達

装
置

走
行

装
置

緩
衝

装
置
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期
間

距
離

備
考

装
置

名
項

目
点

検
時

確
認

交
換

基
準

設
定

交
換
基
準

プ
ロ

ペ
ラ

シ
ャ

フ
ト

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ジ

ョ
イ

ン
ト

キ
ッ
ト

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

オ
イ

ル
ク

ー
ラ

ー
用

ホ
ー

ス

バ
ッ
テ

リ
ー

サ
ブ

バ
ッ
テ

リ
ー

エ
ン

ジ
ン

オ
イ

ル

燃
料

フ
ィ
ル

タ
ー

セ
ル

モ
ー

タ

エ
ン

ジ
ン

オ
イ

ル
エ

レ
メ

ン
ト

尿
素

水
フ

ィ
ル

タ
ー

オ
ル

タ
ネ

ー
タ

L
L
C

エ
ア

ー
エ

レ
メ

ン
ト

ウ
オ

ー
タ

ー
ポ

ン
プ

D
P

F
/
D

P
R

タ
ー

ボ
チ

ャ
ー

ジ
ャ

ー

P
C

V
フ

ィ
ル

タ
ー

（
エ

ア
オ

イ
ル

ミ
ス

ト
）

エ
ン

ジ
ン

本
体

バ
ル

ブ
ク

リ
ア

ラ
ン

ス

エ
ア

ー
コ

ン
プ

レ
ッ
サ

ー

サ
プ

ラ
イ

ポ
ン

プ

ラ
ジ

エ
ー

タ
ー

各
種

補
機

駆
動

ベ
ル

ト

N
o
ｘ
セ

ン
サ

ア
ン

グ
ル

ギ
ヤ

ー
オ

イ
ル

尿
素

水
ド

ー
ジ

ン
グ

ホ
ー

ス

シ
リ
ン

ダ
ヘ

ッ
ド

イ
ン

ジ
ェ
ク

タ
ー

噴
射

ポ
ン

プ

ア
ン

グ
ル

ギ
ヤ

ー
プ

ー
リ
ー

ベ
ル

ト
ア

イ
ド

ラ
プ

ー
リ
ー

ベ
ル

ト
オ

ー
ト

テ
ン

シ
ョ
ナ

ー

フ
ァ
ン

ド
ラ

イ
ブ

オ
イ

ル
・
フ

ィ
ル

タ
ー

フ
ァ
ン

プ
ー

リ
ー

ラ
バ

ー
ホ

ー
ス

電
気

装
置

原
動

機

動
力

伝
達

装
置

期
間

距
離

備
考

装
置

名
項

目
点

検
時

確
認

交
換

基
準

設
定

交
換
基
準

セ
ー

フ
テ

ィ
ス

イ
ッ
チ

セ
ー

フ
テ

ィ
リ
レ

ー

尿
素

S
C

R

ウ
オ

ー
タ

セ
パ

レ
ー

タ
エ

レ
メ

ン
ト

オ
イ

ル
・
プ

レ
ッ
シ

ャ
・
ゲ

ー
ジ

の
ホ

ー
ス

（
オ

イ
ル

・
プ

レ
ッ
シ

ャ
・
セ

ン
デ

ィ
ン

グ
・
ユ

ニ
ッ
ト

の
ホ

ー
ス

）

エ
ア

・
チ

ャ
ー

ジ
の

ホ
ー

ス

D
P

F
/
Ｄ

Ｐ
Ｒ

 圧
力

セ
ン

サ
用

配
管

ゴ
ム

ホ
ー

ス

エ
ン

ジ
ン

・
ル

ー
ム

外
の

燃
料

ホ
ー

ス

エ
ン

ジ
ン

ル
ー

ム
内

の
燃

料
ホ

ー
ス

エ
ア

コ
ン

エ
ン

ジ
ン

エ
ア

コ
ン

エ
ン

ジ
ン

オ
イ

ル

エ
ア

コ
ン

エ
ン

ジ
ン

ブ
ロ

ア
ー

モ
ー

タ
ー

エ
ア

コ
ン

エ
ン

ジ
ン

セ
ル

モ
ー

タ
ー

エ
ア

コ
ン

エ
ン

ジ
ン

燃
料

フ
ィ
ル

タ
ー

、
エ

ア
ク

リ
ー

ナ

冷
房

装
置

暖
房

装
置

ワ
イ

パ
ー

モ
ー

タ
ー

ワ
イ

パ
ー

ゴ
ム

ウ
ィ
ン

カ
ー

フ
ラ

ッ
シ

ャ
ー

ユ
ニ

ッ
ト

デ
フ

ロ
ス

タ
ー

ブ
ロ

ア
モ

ー
タ

ー
デ

フ
ロ

ス
タ

ー
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
ユ

ニ
ッ
ト

ト
イ

レ

車
体

そ
の

他
の

装
置

そ
の

他
の

装
置

エ
ア

コ
ン

用
サ

ブ
エ

ン
ジ

ン

原
動

機
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（別
紙
３
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運
送
事
業
者
名

整
備
管
理
者
名

登
録
番
号

車
台
番
号

車
両
メ
ー
カ
ー
名

初
度
登
録
年
月

パ
ワ

ス
テ

オ
イ

ル

パ
ワ

ス
テ

ホ
ー

ス

パ
ワ

ス
テ

オ
イ

ル
フ

ィ
ル

タ
ー

セ
ン

タ
ー

ロ
ッ
ド

ド
ラ

ッ
ク

リ
ン

ク
パ

ワ
ス

テ
内

部
の

ゴ
ム

部
品

（
オ

イ
ル

ポ
ン

プ
、

ス
テ

ア
リ
ン

グ
ギ

ヤ
ー

）

ス
テ

ア
リ
ン

グ
ベ

ベ
ル

ギ
ヤ

ー
の

オ
イ

ル

エ
ア

ー
ド

ラ
イ

ヤ
ー

ブ
レ

ー
キ

チ
ャ

ン
バ

ー
（
エ

ア
ー

チ
ャ

ン
バ

ー
）

ブ
レ

ー
キ

バ
ル

ブ

ブ
レ

ー
キ

ホ
ー

ス

エ
キ

ス
パ

ン
ダ

ー

ス
プ

リ
ン

グ
ブ

レ
ー

キ
チ

ャ
ン

バ
ー

（
ピ

ギ
ー

バ
ッ
グ

）
（
ホ

イ
ー

ル
パ

ー
ク

チ
ャ

ン
バ

ー
）

ブ
レ

ー
キ

ブ
ー

ス
タ

ー
（
エ

ア
ー

ブ
ー

ス
タ

ー
）
（
エ

ア
ー

マ
ス

タ
ー

）

ホ
イ

ー
ル

パ
ー

ク
用

エ
ア

ー
ホ

ー
ス

ホ
イ

ー
ル

パ
ー

ク
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
バ

ル
ブ

Ｅ
H

Ｓ
ス

タ
ー

ト
バ

ル
ブ

（
Ｅ

Ｓ
ス

タ
ー

ト
バ

ル
ブ

）

ブ
レ

ー
キ

ラ
イ

ニ
ン

グ

リ
レ

ー
バ

ル
ブ

（
ク

イ
ッ
ク

リ
リ
ー

ス
バ

ル
ブ

）

ブ
レ

ー
キ

フ
ル

ー
ド

セ
ー

フ
テ

ィ
バ

ル
ブ

Ａ
Ｂ

Ｓ
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
バ

ル
ブ

ス
ト

ッ
プ

ラ
ン

プ
ス

イ
ッ
チ

ダ
ブ

ル
チ

ェ
ッ
ク

バ
ル

ブ

リ
タ

ー
ダ

ー
オ

イ
ル

エ
キ

ス
パ

ン
ダ

ー
端

部
の

ダ
ス

ト
ブ

ー
ツ

マ
ル

チ
プ

ロ
テ

ク
シ

ョ
ン

バ
ル

ブ

貸
切
バ
ス
予
防
整
備
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
　
整
備
実
施
記
録
簿
参
考
様
式

平
成

●
年

度

制
動
装
置

平
成

●
年

度

か
じ

取
装

置

装
置

名
項

目
平

成
●

年
度

平
成

●
年

度
平

成
●

年
度

点
検

・
交

換
基

準

平
成

●
年

度
平

成
●

年
度

装
置

名
項

目
平

成
●

年
度

平
成

●
年

度
平

成
●

年
度

点
検

・
交

換
基

準

チ
ェ
ッ
ク

バ
ル

ブ

Ａ
Ｓ

Ｒ
バ

ル
ブ

ハ
ブ

ベ
ア

リ
ン

グ
の

グ
リ
ー

ス

ハ
ブ

ホ
イ

ー
ル

ボ
ル

ト
（
ホ

イ
ー

ル
ピ

ン
）

ホ
イ

ー
ル

ベ
ア

リ
ン

グ

タ
イ

ヤ

エ
ア

ス
プ

リ
ン

グ
ダ

イ
ヤ

フ
ラ

ム

エ
ア

サ
ス

レ
べ

リ
ン

グ
バ

ル
ブ

フ
ロ

ン
ト

ア
ー

ム
ブ

ッ
シ

ュ

ト
ル

ク
ロ

ッ
ド

ラ
ジ

ア
ス

ロ
ッ
ド

ス
タ

ビ
ラ

イ
ザ

ー
ブ

ッ
シ

ュ

ダ
イ

ヤ
フ

ラ
ム

ピ
ス

ト
ン

サ
ス

ペ
ン

シ
ョ
ン

ス
ト

ッ
パ

類

車
高

セ
ン

サ

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

オ
イ

ル

デ
フ

ァ
レ

ン
シ

ャ
ル

オ
イ

ル

ク
ラ

ッ
チ

ブ
ー

ス
タ

ー

ク
ラ

ッ
チ

オ
イ

ル

ク
ラ

ッ
チ

マ
ス

タ
ー

Ｆ
Ｆ

シ
フ

ト
・
Ｇ

Ｓ
Ｕ

ク
ラ

ッ
チ

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

マ
グ

ネ
チ

ッ
ク

バ
ル

ブ
（
シ

フ
ト

系
）

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

オ
イ

ル
フ

ィ
ル

タ
ー

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

デ
フ

ァ
レ

ン
シ

ャ
ル

ク
ラ

ッ
チ

エ
ア

ホ
ー

ス

ク
ラ

ッ
チ

オ
イ

ル
ホ

ー
ス

ク
ラ

ッ
チ

ブ
ー

ス
タ

ー
ロ

ッ
ド

エ
ン

ド

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

グ
リ
ー

ス

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

減
圧

弁

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

エ
ア

ホ
ー

ス

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

ギ
ヤ

位
置

セ
ン

サ
ー

緩
衝

装
置

制
動
装
置

走
行

装
置

動
力

伝
達

装
置
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平
成

●
年

度
平

成
●

年
度

装
置

名
項

目
平

成
●

年
度

平
成

●
年

度
平

成
●

年
度

点
検

・
交

換
基

準

シ
フ

ト
ユ

ニ
ッ
ト

ク
ラ

ッ
チ

セ
ン

サ
ー

プ
ロ

ペ
ラ

シ
ャ

フ
ト

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ジ

ョ
イ

ン
ト

キ
ッ
ト

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

オ
イ

ル
ク

ー
ラ

ー
用

ホ
ー

ス

バ
ッ
テ

リ
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（参考・別紙２）

運送事業者名
整備管理者名
対象とする車種
作成年月日

期間 距離 備考

パワステオイル ○ 10万km

パワステホース ○ 4年

パワステオイルフィルター ○ 1年 10万km

センターロッド
ドラックリンク

○ 6年 O/H

パワステ内部のゴム部品
（オイルポンプ、ステアリングギヤー）

12ヶ月

ステアリングベベルギヤーのオイル 12ヶ月

エアードライヤー ○ 1年

ブレーキチャンバー
（エアーチャンバー）

○

ブレーキバルブ

ブレーキホース ○ 3年

エキスパンダー ○ 4年

スプリングブレーキチャンバー
（ピギーバッグ）（ホイールパークチャンバー）

○ 4年

ブレーキブースター
（エアーブースター）（エアーマスター）

○ 2年

ホイールパーク用エアーホース ○ 6年

ホイールパークコントロールバルブ ○ 6年

ＥHＳスタートバルブ
（ＥＳスタートバルブ）

12ヶ月

ブレーキライニング ○ 3年

リレーバルブ
（クイックリリースバルブ）

12ヶ月

ブレーキフルード 12ヶ月

セーフティバルブ 12ヶ月

ＡＢＳコントロールバルブ 12ヶ月

ストップランプスイッチ 12ヶ月

ダブルチェックバルブ 12ヶ月

リターダーオイル 12ヶ月

エキスパンダー端部のダストブーツ 12ヶ月

マルチプロテクションバルブ 12ヶ月

かじ取装置

制動装置

貸切バス予防整備ガイドライン　整備サイクル表参考様式・記載要領

装置名 項目
点検時
確認

交換基準
設定

交換基準

貸切バス予防整備ガイドライン別紙１に掲げられた

交換基準事例を参考に、「項目」欄の部位について

定期点検時に必要に応じて確認する場合は、「点

検時確認」欄に当該点検の間隔を記載してください。

貸切バス予防整備ガイドライン別紙１に掲げられた

交換基準事例を参考に、「項目」欄の部位について

自社の運行形態等を踏まえた交換基準を設定しそ

の基準に応じ交換する場合は、「交換基準設定」欄

に「○」を、「交換基準」欄に交換する基準を記載し

てください。

一定期間おきにオーバーホールを行うなど、交換と

は別の作業をする際は「備考」欄にその旨記載して

ください。

貸切バス予防整備ガイドライン別紙１に掲げられた

項目を参考に、自社のバスについて定期的に交換

が必要な部位について「項目」欄に記載してください。

一つの項目に対し、「点検時確認」欄又は「交換基

準設定」欄のどちらか一方に記載があるようにして

ください。

お使いの車両ごとにその構造や使用状況等が大きく異なる場合

など、整備サイクル表を複数作成することもあるかと思います。

「対象とする車種」欄には、お使いのどの自動車についての整備

サイクル表か確認できるように記載してください。
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（参考・別紙３）

運送事業者名
整備管理者名
登録番号
車台番号

車両メーカー名
初度登録年月

パワステオイル
交換

10万km
H30.8.23
99,432km

H32.9.4
206,789km

パワステホース
交換
4年

H32.9.4
206,789km

パワステオイルフィルター
交換

1年 10万
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

センターロッド
ドラックリンク

O/H
6年

パワステ内部のゴム部品
（オイルポンプ、ステアリングギヤー）

点検
12ヶ月

H31.8.27

ステアリングベベルギヤーのオイル
点検

12ヶ月
H32.9.5

エアードライヤー
交換
1年

H29.9.2 H30.8.23 H31.8.27 H32.9.4
H32.9.4

250,789km
ブレーキチャンバー
（エアーチャンバー）

H31.8.27
149,876km

ブレーキバルブ
交換
2年

H30.8.23
99,432km

H32.9.4
206,789km

ブレーキホース
交換
3年

H31.8.27
149,876km

エキスパンダー
交換
4年

H32.9.4
206,789km

スプリングブレーキチャンバー
（ピギーバッグ）（ホイールパークチャンバー）

交換
4年

H32.9.4
206,789km

ブレーキブースター
（エアーブースター）（エアーマスター）

交換
2年

H30.8.23
99,432km

H32.9.4
206,789km

ホイールパーク用エアーホース
交換
6年

ホイールパークコントロールバルブ
交換
6年

ＥHＳスタートバルブ
（ＥＳスタートバルブ）

点検
12ヶ月

H29.9.2
50,123km

H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

ブレーキライニング
交換
3年

H31.8.27
149,876km

リレーバルブ
（クイックリリースバルブ）

点検
12ヶ月

H29.9.2
50,123km

H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

ブレーキフルード
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

セーフティバルブ
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

ＡＢＳコントロールバルブ
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

ストップランプスイッチ
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

ダブルチェックバルブ
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

リターダーオイル
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

エキスパンダー端部のダストブーツ
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

マルチプロテクションバルブ
点検

12ヶ月
H29.9.2

50,123km
H30.8.23
99,432km

H31.8.27
149,876km

H32.9.4
206,789km

H32.9.4
250,789km

貸切バス予防整備ガイドライン　整備実施記録簿参考様式・記載要領

制動装置

平成
32年度

平成
33年度

かじ取装置

装置名 項目
平成

29年度
平成

30年度
平成

31年度
点検・交換

基準

自社で定めた「整備サイクル表」に基づき、「項目」欄の部

位について作業を行った年日付及び交換時の総走行距離

を記載してください。具体的には、「整備サイクル表」で「点

検時確認」とした項目については定期点検を行った年月日

及び交換時の総走行距離、「整備サイクル表」で「交換基

準設定」とした項目については実際に交換を行った年月日

及び交換時の総走行距離を記載してください。

※必要に応じ記入欄の大きさは調整してください。

例示として各年度別の欄を示していますが、自社で

管理しやすい期間の区切りで構いません。（例：各年

別、など）

また、5年度分の欄を示していますが、適宜変更して

構いません。（例：10年度分の欄を掲載、など）

整備サイクル表で作成した点検・交換基準を記

載してください。ここでは例として、１行目に「点

検時確認する項目なのか交換基準を設定する

項目なのか」、２行目に「点検又は交換をする期

間などの基準」を記載しています。

同じ整備サイクル表を基に整備を行う場合でも、車両

毎に車齢や走行距離など状態は異なるため、この記

録簿は車両１台毎に作成してください。どの車両の記

録簿かわかるように登録番号等を記載してください。
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国土交通省
いす 自ゞ動車株式会社、日野自動車株式会社、三菱ふそうトラック・バス株式会社、ＵＤトラックス株式会社
公益社団法人 全日本トラック協会

ＤＰＦ（黒煙除去フィルタ）など
後処理装置付き車の正しい使用のお願い
ＤＰＦ（黒煙除去フィルタ）など
後処理装置付き車の正しい使用のお願い

■ディーゼルトラックのドライバーの皆さんへ

ー クリーンな大気環境のためにお願いします ー

ＤＰＦについて

■ＤＰＦにはエンジンオイルの燃えカス（アッシュ：灰分）が堆積しますので、定期的な点検・清掃が必要です。

■エンジンオイルの補充または交換には、必ず「メーカー指定のオイル」を使用してください。
ＤＰＦ付車のエンジンオイルには、低アッシュ（灰分）「DH2（VDS‐4）規格」オイルが指定または推奨されています。
「DH2（VDS‐４）」以外のエンジンオイルを使用すると、ＤＰＦへのアッシュの堆積が早まり、目詰まりが起きやすくなります。

■DPFに関するQ&A

Q.手動再生はどのくらいの頻度で行う必要があるのですか？時間はどのくらいかかるのですか？
A.手動再生の頻度や再生に要する時間は、ご使用のお車の年式や車種、使用条件、整備状態などにより異なります。
特に頻度は、同じ車両であっても使用の仕方により変わるものですので、一律に提示することは出来ません。ご使用のお
車で不明な点やご心配な点等ありましたら、お車の取扱説明書をご確認いただくか、もしくは購入された販売会社にご相
談ください。

■ＤＰＦの取扱いについて
PM（すす）が溜まると、自動的にPMを燃焼させることでフィル
タの性能を保持します。（この時インジケータランプが点灯してドライ
バーに知らせる車両もあります。）

走行条件によって自動再生では再生が完了しない場合があり
ます。その場合には、インジケータランプが点滅して、手動での
再生をドライバーに促します。フィルタの再生を行ってください。
◇運行中の手動再生作業を避けるには、運行終了時に車庫
に戻った際に定期的にインジケータで堆積状態を確認し、場
合により手動再生を行うこともひとつの方法です。

ＤＰＦや尿素ＳＣＲなどの後処理装置
は、正しい使用方法をご理解いただ
き、各社が規定する適切なメンテナン
スを行っていただくことが重要です。

適切な使用に関するお願い

最近のディーゼルトラックは、排出ガス規制に対応するためＤＰＦ※１や尿素ＳＣＲなどの排
出ガス後処理装置を多く採用しています。これらの装置は適正に使用しないと、エンジン
停止などの原因となります。下記の点について正しいご理解をお願いします。
※１：ＤＰＦの各社の呼称：いすゞ ；ＤＰＤ、日野；ＤＰＲ、三菱ふそう；ＤＰＦ、ＵＤ；ＵＤＰＣ

はじめに

DPF
インジケータ
ランプ

各社で装置の名称、表示の色・方法、取扱い方法などが異なりますので、
詳細については、必ずご使用のお車の取扱説明書をご確認ください。

 
ランプ点滅時、一定時間内に手動再生を行えば良い場合や、
速やかに手動再生を行わなければならない場合があるので、
必ずご使用のお車の取扱説明書をご確認ください。

DPFの手動再生が必要です

インジケータランプが点滅したら

インジケータランプが表示されたまま使用すると、大幅な出力
低下やエンジン自動停止が起こります。

ただちに整備工場に連絡してください

インジケータランプが点灯したら

⑥
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お問い合わせ先

ご不明な点等につきましては、各社最寄りの販売会社または下記へお問い合わせください。

尿素SCR（選択還元触媒）について

低硫黄軽油の使用について

尿素SCRには、メーカー指定の尿素水を使用してください。
メーカー指定の尿素水を補給しなかったり、適正でない尿素水を使用した場合には、ウォーニングランプの点灯や尿素
添加装置の故障、最悪の場合には車両走行不能に陥ります。

排出ガス後処理装置付き車には、必ず低硫黄軽油を使用してください。
●２００７年以降、自動車排出ガス規制の強化に伴い「自動車燃料品質の規制値」も強化され、軽油に含まれる硫黄分が10ppm以
下の低硫黄軽油となりました。ＤＰＦや尿素ＳＣＲなどの排出ガス後処理装置の性能を維持するためには、必ず低硫黄軽油を使用し
てください。それ以外の燃料を使用すると、排出ガス後処理装置の故障やエンジン停止などの原因になります。

●尿素水タンクにメーカー指定の尿素水以外の尿素水等
を補給した場合、NOｘ浄化率の低下やフィルタの詰まり、
低温時における凍結によるウォーニングランプの点灯など
不具合が発生する可能性があります。メーカー指定の尿素
水をご使用ください。

●メーカー指定の尿素水は、NOｘ（窒素酸化物）低減のた
めの触媒添加剤です。尿素水タンクが空の状態では走行
できません。排出ガスが悪化するだけでなく、エンジンの再
始動が出来なくなります。残量が少なくなったり、残量ウォー
ニングランプが点灯した場合は早めに補給してください。

■尿素SCR触媒の取扱いについて

■尿素水に関するウォーニングランプ

 

いすゞ自動車（株） お客様相談センター

日野自動車（株） お客様相談窓口

三菱ふそうトラック・バス（株） お客様相談センター

ＵＤトラックス（株） お客様相談室

■残量ウォーニング
尿素水残量が少なくなると点灯します。早目に補給してください。

■添加システムウォーニング
尿素水添加システムに異常が発生すると点灯します。ただちに整備工場に連絡してください。

■品質識別ウォーニング
指定の尿素水以外の液体を補給したとき点灯します。取扱説明書をご確認ください。
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令 和 ５年 ３月 ３ １日 
自 動 車 局 整 備 課 

自動車の高度化に対応した定期点検方法の見直しを行いました 
～ 点検７項目について見直し ～ 

 

１．改正の概要 

(1)「自動車点検基準」（昭和 26 年運輸省令第 70 号）の一部改正 

自動車の定期点検項目のうち「点火時期」及び「ディストリビュータ1のキャップの状

態」について、点検を行わなくともよいこととしました（ただし、ディストリビュータ

を有する自動車及び二輪自動車については、今後も点検が必要）。 

 

(2)「自動車の点検及び整備に関する手引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）の一部改正 

以下の５つの定期点検項目について、目視等により直接確認する従来の点検方法だ

けでなく、OBD を活用した点検方法等も認めることとしました。 

点検項目 点検の方法 

駐車ブレーキ機構 引きしろ 電動式駐車ブレーキ機構を装備した車両は、

OBDを活用した確認を行うこととする 

トランスミッション
2、トランスファ3 

オイル漏れ、オイル量 オイルのレベル・ゲージがない車両は、オイ

ル漏れのみの確認でも可とする 

燃料蒸発ガス排出抑

制装置 

チャコール・キャニス

タ4の詰まりと損傷 

インタンク式のチャコール・キャニスタを装

備した車両は、メーカー指定の方法で確認す

ることとする チェック・バルブ5の

機能 

タイヤ 空気圧 タイヤ空気圧監視装置を装備した車両は、

OBDを活用した確認も可とする 

２．スケジュール 

公 布：令和５年３月３１日（本日） 

施 行：令和５年７月１日 

1 高電圧の電気を点火プラグに配電し、点火時期を制御する装置 
2 走行状態に応じてギヤ比を切り替える変速装置 
3 四輪駆動において、エンジンの動力を前輪と後輪に分配する装置 
4 燃料タンク等から放出される燃料蒸発ガスを一時的に貯蔵する装置 
5 燃料蒸発ガスのチャコール・キャニスタからの逆流を防止する装置 

                                                   

 

【問い合わせ先】 
国土交通省自動車局整備課 藤墳、渡部 
Tel03-5253-8111（内線 42412,42413） 
  Tel03-5253-8599（直通） 

近年、自動車技術の進化がめざましく、自動運転技術や電動車の普及が進むと同時に、

車載式故障診断装置（OBD)が搭載される車両が増加していることなどを踏まえ、OBD を活用

した点検方法の導入等、自動車の定期点検の項目及び方法について改正を行います。 

（３）その他の行政情報（プレスリリース等）について
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令和４年８月１９日 

自動車局自動車情報課 
 

車検証電子化についての周知用ウェブサイトの開設について 

～電子車検証や車検証閲覧サービスなどをわかりやすく解説します～ 
令和５年１月から車検時等に電子車検証が交付されます。これに伴い、従来の紙の車検

証から大きさや様式が変わるとともに、車検証の情報を電子的に読み取る「車検証閲覧サー

ビス」や、国から委託を受けた民間車検場（指定自動車整備工場）が車検証の有効期間を更

新できる「記録等事務代行サービス」を新たに開始します。 

自動車ユーザー、自動車関係の業務を担う方々に、電子車検証の仕様や、車検証電子化

に伴って令和５年１月から新たに開始するサービスに関する情報をお知らせするため、本

日、「電子車検証特設サイト」を開設致しました。今後も随時内容を追加していきます。 

１．「電子車検証特設サイト」のコンセプト 

  車検証の電子化は自動車ユーザーや自動車関係の業務を担う方々にとっては大きな

変更点となることから、電子車検証についてイラスト等を交えながらわかりやすく解

説することを目的としております。 

 また、自動車ユーザー等が車検証の電子化に関する必要な情報を入手できるよう、電

子車検証に関する情報や所要のアプリの入手方法等の情報を集約しました。 

 

２．「電子車検証特設サイト」に掲載されている主なコンテンツ 

 ●電子車検証について 

令和５年１月より交付される電子車検証の仕様や記録事項等を掲載 

 ●車検証閲覧サービスについて 

電子車検証の IC タグ情報の閲覧・参照及び車検証情報を電子ファイルでダウンロ

ードするためのアプリについての説明やダウンロード方法等を掲載 

 ●記録等事務代行サービスについて 

サービスについての説明やサービスの実施可能な事業者の一覧表等を掲載 

※サイトの画面イメージについては別紙をご覧ください。 

 

３．「電子車検証特設サイト」の URL・二次元コードはこちら（パソコン・スマホ共通） 

 
https://www.denshishakensho-portal.mlit.go.jp/ 

 

４．参考 

   車検証電子化に関する制度面の詳細につきましては、令和４年５月２０日付け「道路運送

車両法施行規則等の改正について～車検証電子化による券面記載事項の変更・記録等

事務の委託手続等を定めました～」も併せてご参照ください。 

⇒https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha06_hh_000131.html 

 

 
【問い合わせ先】 

国土交通省自動車局自動車情報課 鈴木、伊堂寺、近藤 03-5253-8111（内線 42115） 

直通：03-5253-8588  FAX:03-5253-1639 
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トップページ（※PCのイメージ）

メインビジュアル部の画面遷移

メインビジュアル部

対象者選択部

お知らせ部

リーフレット部

スマホ画面

※画面の構成はPC版と同じです。

1

P2へ P3へ

P4へ

- 156 -



自動車ユーザー向けページ（※PCのイメージ）

●電子車検証の仕様や記録事項についてご説明
しています

●閲覧アプリの概要や使い方をご説明しています

※今後使い方についての動画も追加予定です

（画面イメージ）

（画面イメージ）

2
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事業者向けページ（※PCのイメージ）

●記録等事務代行サービスの概要、サービス提供者
（記録等事務代行者）になるための手続き、サービ
ス提供者となった場合に利用するアプリについてご説
明しています。

（画面イメージ）

3
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周知用リーフレット（表面）

4

※リーフレットデザインは制作中のため変更になる可能性があります。

- 159 -



周知用リーフレット（裏面）

5

※リーフレットデザインは制作中のため変更になる可能性があります。
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「自動車検査業務等実施要領（依命通達）」の一部改正について（概要） 

 

令 和 ５ 年 ２ 月 

自 動 車 局 

整 備 課 

 

 

１． 改正の背景 

 無車検運行防止対策の一環として、これまで前方から見易い位置に表示する

ことを目的としていた検査標章の表示位置を、前方から見易い位置であるとと

もに運転者が検査標章に表示している自動車検査証の有効期間を容易に確認で

きる位置に表示するよう、次に掲げる通達の一部を改正する。 

・ 「自動車検査業務等実施要領について（依命通達）」（昭和 36 年 11 月 25 日

付自車第 880 号） 

 

２． 改正の概要 

（１）検査標章の表示位置をこれまでの「前方から見易い位置」から、「前方か

つ運転者席から見易い位置」として、運転者席側上部で、車両中心から可能

な限り遠い位置に表示するよう規定する。 

※例外 

ただし、上記位置で運転者の視野を妨げる場合は、運転者の視野を妨げな

い、前方かつ運転者席から見易い位置 

（２）その他所要の改正を行う。 

 

３． スケジュール 

公布：令和５年２月２２日（水） 

施行：令和５年７月３日（月） 
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７．２ その他情報提供 
 

   この項は、自動車工業会、日整連、タイヤ協会、電池工業会など自動車関連の

協会・団体から発行されているパンフレットやチラシなどから、事故防止および

整備に結びつく内容を選び紹介するものとなります。 
   整備管理者のみなさまにおかれましては、これら情報の内容を把握、活用頂く

ことにより整備管理業務への応用、整備員および乗務員に対する指導教育を始め、

点検整備の徹底により事故の再発防止に努めて頂くよう、宜しくお願いします。 
 

＜車両故障防止および整備上の情報について＞ 
（１）２０２２年「タイヤ点検結果」の報告 
（２）バッテリの爆発を防止するために 
（３）令和４年中に発生した製品火災に関する調査結果 
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一般社団法人日本自動車タイヤ協会（会長 山石昌孝）は、警察、運輸支局、高速道路会社、

自動車及びタイヤ関連団体と協力し、2022年（1月～12月）に全国で 15回の路上タイヤ点

検を実施し、このほどその結果をまとめましたので、ここに発表いたします。 

 

 

【タイヤ点検結果の概要】 

タイヤ点検を行った車両は、高速道路（含、自動車専用道路）92 台、一般道路 486 台の合

計 578台で、これらの車両のタイヤ整備状況は次の通りです。 

なお、本タイヤ点検結果の概要は、別表に示しました。 

 

 

１．タイヤ点検の概要（表－１） 

タイヤ点検の結果、表－１の通り、点検車両 578 台のうち、タイヤに整備不良があった車

両は 158 台、不良率 27.3％となっています。尚、道路別にみると、高速道路のタイヤ整備

不良率は 43.5％、一般道路では 24.3％という結果となっています。 

 

 

表－１ タイヤ点検の概要 

           年 

 項目 

2022年 

高速道路 一般道路 合  計 

点検回数（回） 3 12 15 

点検車両Ａ（台） 92 486 578 

タイヤ整備不良車両Ｂ（台） 40 118 158 

不良率Ｂ／Ａ（％） 43.5 24.3 27.3 

       注）不良率は、小数点以下第 2 位を四捨五入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.1263   

   2023 年 1 月 27 日 

２０２２年「タイヤ点検結果」の報告 

 

（１）
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２．道路別・タイヤ整備不良項目の内訳（表－２） 

タイヤの整備状況を項目別にみると表－２の通り、不良率 1位は「空気圧不足」で 20.1％、

次いで「偏摩耗」3.5％、「タイヤ溝不足」1.2％の順となっています。 

 

表－２ 道路別･タイヤ整備不良項目の内訳 

     年 2022年 

    区分 

項目 

高速道路 一般道路 合  計 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

タイヤ溝不足 1 1.1 6 1.2 7 1.2 

偏摩耗 2 2.2 18 3.7 20 3.5 

外  傷 2 2.2 2 0.4 4 0.7 

釘･異物踏み 0 0.0 1 0.2 1 0.2 

空気圧不足 33 35.9 83 17.1 116 20.1 

そ の 他 5 5.4 33 6.8 38 6.6 

計 43     - 143     - 186     - 

注）1．1 台の車両で複数のタイヤ整備不良（項目）がある場合がある為、タイヤ整備不

良車両台数とタイヤ整備不良件数は必ずしも一致しない。 

注）2．空気圧測定方法は、目視検査とエアゲージによる実測の両方。また、タイヤの状

態としては、ホットエアーを含む。 

注）3．不良率は、小数点以下第 2 位を四捨五入。 

 

３．車種別・タイヤ整備不良台数の内訳（表－３） 

タイヤの整備状況を車両グループ別に見ると、表－３の通り「乗用車」29.6％、「貨物車」17.1％が

整備不良となっています。 

「特種車」を含めた全体では、27.3%となっています。 

 

表－３ 車種別･タイヤ整備不良台数の内訳 

車      種 点検車両（台） 不良車両（台） 不良率（％） 

乗

用

車 

普通乗合(2) 0 0 0.0 

普通乗用(3) 121 21 17.4 

小型乗用(5.7) 188 74 39.4 

軽(5.7) 171 47 27.5 

小  計 480 142 29.6 

貨

物

車 

普通貨物(1) 34 9 26.5 

小型貨物(4) 28 2 7.1 

軽(4.6) 20 3 15.0 

小  計 82 14 17.1 

特種（8） 16 2 12.5 

合  計 578 158 27.3 

注）1.（ ）内数字は、車種ナンバーを示す。  

注）2.不良率は、小数点以下第 2位を四捨五入。 
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４．車種別・タイヤ整備不良項目の内訳（表－４） 

車両グループ別・項目別ワースト1位は表－４の通り、乗用車「空気圧不足」23.5％、貨物車「タイ

ヤ溝不足」、「偏摩耗」でそれぞれ6.1％となっています。 

 

 

 

【まとめ】 

今回の結果をみると、「空気圧不足」が20.1%と整備不良率でワースト1位となっています。 

空気圧不足のタイヤで走行すると、燃費の悪化やタイヤ寿命の低下を招く他、バーストの危険性もあり

ます。 

当会では今後も引き続き、年間を通してのタイヤ点検実施等の安全啓発活動を展開していくこととして

います。 

 

 

 

表－４ 車種別・タイヤ整備不良項目の内訳 

項目 

車種 

タイヤ溝不足 偏摩耗 外  傷 釘･異物踏み 空気圧不足 そ の 他 
合計 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

乗
用
車 

普通乗合(2)  0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 

普通乗用(3)  1 0.8 1 0.8 1 0.8 0 0.0 14 11.6 7 5.8 24 

小型乗用(5.7) 0 0.0 5 2.7 1 0.5 0 0.0 63 33.5 16 8.5 85 

軽(5.7) 1 0.6 7 4.1 0 0.0 0 0.0 36 21.1 13 7.6 57 

小  計 2 0.4 13 2.7 2 0.4 0 0.0 113 23.5 36 7.5 166 

貨
物
車 

普通貨物(1)  3 8.8 5 14.7 1 2.9 1 2.9 0 0.0 1 2.9 11 

小型貨物(4)  1 3.6 0 0.0 1 3.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 

軽(4.6) 1 5.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 15.0 1 5.0 5 

小  計 5 6.1 5 6.1 2 2.4 1 1.2 3 3.7 2 2.4 18 

特種（8） 0 0.0 2 12.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 

   合  計 7 1.2 20 3.5 4 0.7 1 0.2 116 20.1 38 6.6 186 

注）1．1台の車両で複数のタイヤ整備不良（項目）がある場合がある為、タイヤ整備不良台数とタイヤ整備不良件数は

必ずしも一致しない。 

注）2．空気圧測定方法は、目視検査とエアゲージによる実測の両方。また、タイヤの状態としては、ホットエアーを

含む。 

注）3．不良率は、小数点以下第2位を四捨五入。 

本件に関するお問い合わせ先 

技術部 ： 柴田、西堀 

電話 ０３－３４３５－９０９２ 
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プロユーザーの方へ

バッテリーの
爆発を
防止するために

バス・トラック・タクシー・
建設機械・農業機械各車両対象

TS-008

0
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件
　
数
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年　度

2013201220112010

34 26
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15 15 12 14 14

14

17

15
17

8 6
7

14
5

■爆発件数 ■爆発原因の内訳
    （2010～2018年度）

爆発原因の約68％は
液量不足です。
爆発防止のため、日常
の液量点検が必要です。

液量のバラツキや補水
回数が増加したら、ト
ラブル防止のためバッ
テリーの交換をお勧め
します。

バッテリーは用途（バ
ス・トラック・タクシー
などの商用車、建機・
農機用）にあったもの
をご使用ください。

建機・農機

バス・トラック・タクシー

集計：（一社）電池工業会

液量 用途
OK!

OK！ 早めの交換が肝心です

68％
液量不足

その他

（２）
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BATTERY MANUAL  液量点検マニュアル

この現象は、主に充電中（走行中）に起こります。液が減っ
てしまうのは、バッテリーが持つ容量以上に充電エネルギーが
加えられた時（過充電時）に、液中の水が酸素ガスと水素ガス
に分解されてしまうためです。また、自然蒸発によっても液が
減ります。したがって、バッテリーの設置温度が高い場合や、
バッテリーの使用頻度が高い場合（昼夜間点灯、保冷装置、パ
ワーゲートなどの深い充放電用途）、また、バッテリーの寿命
末期には、短期間で液が多く減ります。このように、バッテリー
使用時は液が減りますので、液量の日常点検が必要です。

2. バッテリーの側面から点検できない。
または、側面に「UPPER LEVEL」の表示がない場合
バッテリー上面にある液口栓を外して注液口をの

ぞき、液量点検してください。スリーブに液量が届
いてない時は、必ずスリーブの下端まで精製水（市
販のバッテリー補充液など）を補水してください。

バッテリーの液量が「LOWER LEVEL」以下になったままで使
用しないでください。バッテリー内部部位の劣化が進み、バッテ
リーの寿命を縮めるばかりでなく、爆発の原因となります。

2019年12月

〒105-0011　東京都港区芝公園3-5-8（機械振興会館）
Tel.03-3434-0261　Fax.03-3434-2691　ホームページ　http://www.baj.or.jp

危険 「UPPER LEVEL」以上に補水しないでください。液あふれによ
る車両損傷の原因となります。警告

1．なぜ液が減るのか

1. バッテリーの側面から点検する場合
水で湿らせた布で液面線の周囲を清掃し、液量が

「UPPER LEVEL」（最高液面線）と「LOWER LEVEL」
（最低液面線）の間にあることを確認してください。乾
いた布で清掃すると静電気により引火爆発する恐れがあります。
液量が「UPPER LEVEL」と「LOWER LEVEL」間の半分以下

に低下している場合は、ただちに「UPPER LEVEL」まで精製水（市
販のバッテリー補充液など）を補水してください。補水後は、液口
栓をしっかり締めてください。

❶万一、バッテリーの液量が「LOWER LEVEL」
以下のままで使用してしまった場合は、内
部金属部分の劣化や減液が加速され、爆発
に至る可能性が高くなりますので、バッテ
リーの交換をお勧め致します。
❷一度、液量不足をおこし、極板が露出した
バッテリーは、補水してもすぐに液が減り
危険です。すみやかにバッテリーを交換し
てください。

アドバイス

❶インジケータなどに
より、液量が確認で
きる場合であっても、
全セル液量を確認し
てください。
❷液量点検や補水ので
きないバッテリーは、
必ず附属の取扱説明
書に従ってください。

UPPER LEVEL
（最高液面線）

LOWER LEVEL
（最低液面線）

液量がスリーブ下端に届
いているため、表面張力で
盛り上がり極板が歪んで
見える。（一例）

液量がスリーブ下端に届
いていないため、極板が歪
まずに板状に見える。

適量

少ないUPPER
LEVEL

（最高液面線）

スリーブ

注液口

「LOWER LEVEL」以下の状態で使
用を続けると、バッテリー内部の金
属部分が露出し、劣化が進みます。

劣化がさらに進むとバッテリー内
部でスパーク（火花）が発生する
ことがあります。

スパークがバッテリー内部に溜
まっている水素ガスに引火して爆
発することがあります。

2．液量不足はなぜ「爆発」する危険が高くなるのか

3．液量点検のしかた
アドバイス

1. バッテリー液量が不足していると… 2. 劣化部品から火花が発生し… 3. 内部のガスに引火する

禁止
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令 和 ５ 年 ７ 月 ３ 日  

消 防 庁 

令和４年中に発生した製品火災に関する調査結果 

 

 

 

 

 

◎ 製品火災件数（別紙参照） 

１９０件【内訳 自動車等２１件、電気用品１４１件、燃焼機器２８件】 
※ 対象製品は、自動車等、電気用品及び燃焼機器 
※ 使用者の使用方法の不良及び自然災害に起因する火災は、本調査で集計する製品火災には含まれません。 

※ 令和４年中に発生した製品火災で、消防機関が調査中のものが１０３件あり、上記件数には調査中のものは含まれ   

ません。 

◎ 令和４年中に発生した製品火災のうち、同一型式で件数が２以上あった製品は以下のとお

りです。 

（製造事業者等名50音順） 

製造・輸入・販売事業者名 製品種別 型式 件数 

ヤマハ発動機株式会社 純正バッテリー 

（アシスト付き自転車用） 

XOT ｰ 00 2 

XOT ｰ 20 2 

XOT-10 

又は 

XOT-30 

5 

ブリヂストンサイクル株式会社 6 

有限会社すみとも商店 
互換バッテリー 

（掃除機用） 

Orange Line 

DC60 20001 V6 

2200 

4 

ＴＡＳＨＩＮ 
互換バッテリー 

（電動工具用） 
BL1860B 

1 

株式会社サンランズ 1 

不明（※） 4 

株式会社オーディオテクニカ ワイヤレスイヤホン ATH-CK3TW 3  

株式会社イーラリー 

ガストーチバーナー 

ER-GSTH 3 

TTS株式会社 No.920 BJ-44 2 

不明（※） 不明（※） 2 

株式会社萬品電機製作所 電気コンロ  MDS-113RE 3 

消防庁では、火災を起こす危険な製品の流通を防止し、消費者の安心・安全を確保するこ

とを目的として、令和４年中に自動車等、電気用品及び燃焼機器に係る製品の不具合により

発生したと消防機関により判断された火災（以下「製品火災」といいます。）について、発生

件数や製品情報等を取りまとめました。 

（３）
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ハイアールジャパンセールス株式会社 電気炊飯器 
JJ-M55B 2 

JJ-M55D 3 

スズキ株式会社 軽自動車 HBD－DA１７V 2 
（※）調査の結果、製造・輸入・販売事業者名、型式を特定できなかったもの 

 

◎ 下線を引いている事業者については、社告（リコール）が行われており、社告（リコー

ル）情報については、消費者庁リコール情報サイトより閲覧できます。 
【リコール情報サイトホームページ】https://www.recall.caa.go.jp/ 

◎ 電気用品の火災１４１件のうち、３９件がバッテリー自体によるものでした。また、燃焼

機器の火災２８件のうち、２６件がガストーチバーナーによるものでした。 

◎ 製品火災について、死者が発生しているものはありませんでした。 
 

消防庁では、本結果を広く国民及び各都道府県等に周知するとともに、関係省庁と連携

して製品火災の再発防止のために活用することとしております。 
 

連絡先 ：消防庁予防課 

担 当 ：濵田・泉・倉田 

電 話 ：０３－５２５３－７５２３ 

E-mail ：yobouka-y_atmark_ml.soumu.go.jp 

 

※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」

と表示しております。送信の際には、「@」に変更

してください。 
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令和４年中に発生した製品火災に関する調査結果 

 

令和４年中に発生した自動車等、電気用品及び燃焼機器に係る製品の不具合により発生したと判断された火災（以

下「製品火災」といいます。）のうち、消防機関から調査結果の報告があったものについて、発生件数や製品情報等に

ついて取りまとめたものです。 

 

【令和４年１月から同年１２月 製品火災等調査結果】                単位：〔件〕 

  自動車等 電気用品 燃焼機器 全 体 

製品火災 21 141 28 190 

（参考）使用者の使用方法の不良及び自然災害に起因する火災ではな

いが、製品発生か否か特定に至らなかった火災 
305 650 102 1057 

※１ 使用者の使用方法の不良及び自然災害に起因する火災は、本調査で集計する製品火災には含まれない。 

※２ 令和４年中に発生した製品火災で令和５年５月３１日時点のものである。これ以外に消防機関が調査中のものが１０３件あるため

今後の調査結果により件数が増加する見込み。 

※３ 自動車等、電気用品及び燃焼機器に係る製品火災の結果は、資料１、資料２及び資料３のとおり。 

 

 

最近５年間における製品火災件数の推移 

 

 

別紙 
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※ リコール・改善対策の際には、安全確保の観点などから修理を必ず受けるように

しましょう。 

  なお、道路運送車両法では、自動車ユーザにもご自分の自動車が保安基準に適合

するよう点検・整備する義務があります。 

  この点からも、修理を受ける義務があります。 

 

国土交通省では、自動車不具合情報ホットラインを通じて、皆様のお車に発生し

た不具合情報を収集しております。 

寄せられた不具合情報を分析し、以下に役立てております。 

 

・自動車メーカー等の不具合情報処理状況の確認 

・自動車メーカー等によるリコール隠し等の不正行為の防止 

 

 

皆様のお車に不具合が発生した際には、どうぞ情報をお寄せ頂きますよう宜しく

お願いします。 
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＜自動車のリコール・不具合情報＞ 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/hotline.html 
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2021年度温室効果ガス排出・吸収量（確報値）
概要

環境省 脱炭素社会移行推進室
国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス

1

概観

◼ 2021年度の温室効果ガスの排出・吸収量は、11億2,200万トンで、2020年度比2.0％増加（+2,150
万トン）、2013年度比20.3%減少（▲2億8,530万トン）。

◼ 2021年度の吸収量は4,760万トン。４年ぶりに増加。

８．その他の情報
　８．１　温室効果ガス排出削減に向けて 
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2030年度目標及び2050年カーボンニュートラルに対する進捗

◼ 2020年度からの増加については、コロナ禍からの経済回復により、エネルギー消費量が増加したこと等が
要因と考えられる。

◼ しかし、2019年度からは3.4％減少しており、2030年度目標の達成及び2050年カーボンニュートラル実
現に向けた取組については一定の進捗が見られる。

2030年度目標
▲46％（2013年度比）

2050年度の排出・吸収量
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アメリカ 55.9億tCO₂

（右軸を使用）

フランス 4.0億tCO₂

イタリア 3.9億tCO₂

日本 11.2億tCO₂

ドイツ 7.6億tCO₂

カナダ 6.5億tCO₂

イギリス 4.3億tCO₂

（参考）G7各国の温室効果ガス排出・吸収量の推移
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※フランスについては、1990年から2010年までの5年毎のデータのみ存在するため、環境省にて内挿。

＜出典＞Greenhouse Gas Inventory (UNFCCC)を基に作成
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4

1990年度 2013年度 2020年度

排出量 排出量 排出量 排出量

〔シェア〕 〔シェア〕 〔シェア〕 〔シェア〕 2013年度比 2020年度比

1,275 1,408 1,147 1,170 -237.7 23.2

〔100%〕 〔100%〕 〔100%〕 〔100%〕 《-16.9%》 《+2.0%》

1,163 1,317 1,042 1,064 -253.5 22.3

〔91.2%〕 〔93.6%〕 〔90.8%〕 〔90.9%〕 《-19.2%》 《+2.1%》

1,068 1,235 967 988 -247.2 20.8

〔83.7%〕 〔87.8%〕 〔84.4%〕 〔84.5%〕 《-20.0%》 《+2.1%》

95.1 82.1 74.2 75.8 -6.3 1.6

〔7.5%〕 〔5.8%〕 〔6.5%〕 〔6.5%〕 《-7.7%》 《+2.1%》

44.5 29.1 27.4 27.4 -1.8 -0.02

〔3.5%〕 〔2.1%〕 〔2.4%〕 〔2.3%〕 《-6.1%》 《-0.1%》

32.2 21.9 19.7 19.5 -2.4 -0.22

〔2.5%〕 〔1.6%〕 〔1.7%〕 〔1.7%〕 《-11.1%》 《-1.1%》

35.4 39.1 58.1 59.1 20.0 1.1

〔2.8%〕 〔2.8%〕 〔5.1%〕 〔5.1%〕 《+51.2%》 《+1.8%》

15.9 32.1 52.2 53.6 21.4 1.4

〔1.3%〕 〔2.3%〕 〔4.6%〕 〔4.6%〕 《+66.7%》 《+2.6%》

6.6 3.3 3.5 3.2 -0.14 -0.35

〔0.5%〕 〔0.2%〕 〔0.3%〕 〔0.3%〕 《-4.1%》 《-9.9%》

12.9 2.1 2.0 2.0 -0.03 0.02

〔1.0%〕 〔0.1%〕 〔0.2%〕 〔0.2%〕 《-1.3%》 《+0.9%》

0.0 1.6 0.3 0.4 -1.2 0.04

〔0.0%〕 〔0.1%〕 〔0.0%〕 〔0.0%〕 《-76.5%》 《+12.8%》

（注） 排出量"0.0"は5万トン未満、シェア"0.0"は0.05未満  （単位：百万トンCO2換算）

2021年度

変化量
《変化率》

六ふっ化硫黄（SF6）

三ふっ化窒素（NF3）

合計

非エネルギー起源

メタン（CH4）

二酸化炭素（CO2）

エネルギー起源

ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）

パーフルオロカーボン類（PFCs）

一酸化二窒素（N2O）

代替フロン等４ガス

ガス別の排出量の推移

◼ 2021年度のCO2排出量は、2013年度比19.2%減少（▲2億5,350万トン）、前年度比2.1%増加
（+2,230万トン）。

◼ 冷媒等に使用されるHFCs（ハイドロフルオロカーボン類）の排出量は、オゾン層破壊物質からの代替に伴い、
2013年比66.7%増加（+2,140万トン）、前年比2.6％増加（+140万トン）。

5
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  別のCO 排出量

◼ 電気・熱配分前*1の2021年度CO₂排出量においては、エネルギー転換部門からの排出（40.4%）が最も
大きく、次いで産業部門（25.3%）、運輸部門（16.7%）の順となっている。

◼ 電気・熱配分後*2の2021年度CO₂排出量においては、産業部門（35.1%）からの排出が最も大きく、次
いで業務その他部門（17.9%）、運輸部門（17.4%）の順となっている。

【電気・熱配分前】 【電気・熱配分後】

CO₂排出量：
10億6,400万トン

*1 発電及び熱発生に伴うエネルギー起源のCO₂排出量を、電力及び熱の生産者側の排出として、生産者側の部門に計上した排出量
*2 発電及び熱発生に伴うエネルギ－起源のCO₂排出量を、電力及び熱の消費量に応じて、消費者側の各部門に配分した排出量
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◼ 前年度からのCO2排出量の変化を部門別に見ると、

産業部門：5.4%増加（+1,910万トン）、運輸部門：0.8%増加（+140万トン）、

業務その他部門：3.3％増加（+600万トン）、  部門：6.3%減少（▲1,050万トン）

7

森林等からの吸収量の推移

◼ 2021年度の森林等からの吸収量は4,760万トンで、前年度比3.6％増加（＋160万トン）と、４年ぶりに
増加に転じた。

◼ 吸収量の増加については、森林整備の着実な実施や木材利用の推進等が主な要因と考えられる。
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9＜出典＞エネルギー需給実績、2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）（資源エネルギー庁）を基に作成

※ 業用発電及び  用発電を含む国内全体の発電施設を対象としている。

（参考）総合  ル ー統計における電 構成の推移

◼ 2021年度の電源構成に占める再生可能エネルギーの割合（水力含む。）は20.3%で、前年度から0.4ポ
イント増加。

◼ 原子力は6.9%で、前年度から3.0ポイント増加。火力（バイオマスを く）は72.9%で、前年度から3.4ポ
イント減少。
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（参考）ブルーカーボン生態系（マングローブ林）の新規計上

◼ 今回の国連への報告では、我が国として初めて、ブルーカーボン生態系の一つであるマングローブ林による吸収
量2,300トンを計上。

◼ 2013年に作成されたIPCC湿地ガイドラインも踏まえつつ、マングローブ林の他、湿地・干潟、海草藻 ・海
藻藻 についても、ブルーカーボン生態系の排出・吸収量の算定・計上に向けた検討を進めている。
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トラック運送業界の

環境ビジョン2030
トラック運送業界の

環境ビジョン2030
2050年カーボンニュートラルに向けて

８．１関係

（１）
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最近いろいろなところで目にする「カーボンニュートラル」。
地球温暖化をもたらす「温室効果ガス」の排出をできるだけ

削減し、削減できなかった分は植林による吸収などで差し引
いて全体としてゼロにすることです。

日本政府は2050年に「カーボンニュートラル」を目指すこ
とを宣言し、また2030年度の温室効果ガスの排出削減目標
を国際社会に向けて表明しており、地球温暖化対策に社会全
体で関わることが求められています。

温室効果ガスのうちもっとも多く排出されるCO2（二酸化炭素）は、現代社会のあらゆる場面で排
出され、トラックをつくるとき、荷物を積んで走るとき、廃車するときにも、それぞれCO2 が排出
されています。

荷物を運送することで成り立つわたしたちトラック運送業界は、トラックの運行を止めることはで
きませんが、各社のさまざまな工夫と努力によってCO2排出量を減らすことができます。

全日本トラック協会は、無理せずできそうなことから取り組みを始め、 2030年度を目標にトラッ
ク運送業界全体で「カーボンニュートラル」を目指すため、『トラック運送業界の環境ビジョン2030』
を策定しました。

「カーボンニュートラル」とは？

トラック運送業界のCO2排出量

トラック運送業界が取り組む「カーボンニュートラル」

運輸部門
18.6%

（2億596万トン）
CO2総排出量
11億800万トン
（2019年度）

自家用乗用車
45.9％

自家用トラック
16.5％

航空機　5.1％ バス　1.9％
タクシー　1.1％
二輪車　0.4％

船舶　5.0％
鉄道　3.8％

営業用トラック
20.4％

日本のCO2排出量の約２割が
運輸部門から、さらにその２割が
営業用トラックから排出されて
います。

営業用トラックのCO2排出量（2019年度）

国立環境研究所　温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）のデータをもとに全ト協作成

＝CO2排出量 CO2 吸収量

差し引き
ゼロに
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2050年の「カーボンニュートラル」を目指して、トラック運送業界が2030年に「こうありたい」
という姿を示すために、『ビジョン』という言葉をタイトルに入れました。

2030年、さらにはその先を見据えて、「こうありたい」姿を実現するための道しるべです。

■ 具体的に何をすればよいのでしょうか？

『トラック運送業界の環境ビジョン2030』では、取り組みやすいものを選んで実践できるように、
３段階のメニューに分けて、それぞれ具体的な行動例を示しています。

３段階のうちAの取り組みに重点を置きつつ、Bの取り組み、Cの取り組みについても積極
的に実践することで、トラック運送業界全体の環境対策につながります。

『トラック運送業界の環境ビジョン2030』で取り組むこと

運送事業を推進するうえで取り組む
地球温暖化対策メニュー

● 環境性能に優れたトラックの導入
● エコドライブの推進
● 輸送効率化の推進　など

運送事業以外で取り組む
地球温暖化対策メニュー

運送事業を推進するうえで
取り組むＡ以外の
環境対策メニュー

● 事業所などでの節電
● WEB会議活用による出張回数の低減
● 植林事業　など

● ゴミの削減
● 資源リサイクルの推進
● 騒音対策　など

「はこぶ」でCO2削減

「事務所」でCO2削減

「みんな」で環境対策
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■ ３段階の行動メニューから選んで取り組みを始めましょう

３段階の行動メニューは、都道府県トラック協会など業界団体の取り組みと、事業者の取り組みに
分けられています。それぞれの立場でできることを考えてみましょう。

つぎに「これならできそう」という行動メニューを選んで、まずは取り組んでみましょう。

■ SDGsの目標達成に貢献できます

３段階の行動メニューを実践することが、SDGs（持続可能な開発目標）の目標達成に貢献すること
にもつながっています。
『トラック運送業界の環境ビジョン2030』で提案する行動メニューが、どのSDGsの目標につな

がるか、意識して取り組んでみましょう。企業の経営計画の中で、SDGsの目標との関連づけをする
こともできます。

A 運送事業を推進するうえで取り組む地球温暖化対策メニュー
行動メニュー 業界団体の取り組み 事業者の取り組み 貢献できる

SDGsゴールの例

1
環境性能に優れた
次世代トラックの
導入

●�次世代トラックに係る情
報提供

●�次世代トラックの導入に
係る支援

●�メーカー・国に対する次
世代トラック開発と導入
支援の働きかけ

●�環境性能に優れた次世代トラック
の導入

2 エコドライブの
推進

●�エコドライブ推進マニュ
アル等の整備

●�エコドライブに係る講習
会等の開催

●�エコタイヤの導入に係る
支援

●�「エコドライブ10のすすめ」の実施
●�エコドライブに関する社内教育・

講習会等への参加
●�「エコドライブ実施中」ステッカー

の貼付
●�エコタイヤの導入

3 アイドリング・
ストップの推進

●�アイドリング・ストップ
支援機器に係る情報提供

●�アイドリング・ストップ
支援機器の導入に係る 
支援

●�アイドリング・ストップの実施
●�アイドリング・ストップ支援機器

の導入
●�「アイドリング・ストップ宣言」ス

テッカーの貼付

4
EMS（エコドライ
ブ管理システム）
関連機器の導入

●�EMS関連機器に係る情
報提供

●�EMS関連機器の導入に
係る支援

●�EMS関連機器の導入と運行管理

5 輸送効率化の
推進

●�輸送効率化に係る情報 
提供

●�求荷求車情報ネットワー
ク「WebKIT」の周知

●�保有車両の大型化・トレーラ化
●�共同輸配送の実施
●�求荷求車情報ネットワーク「Web 

KIT」の活用による実車率および積
載効率の向上

6 整備点検の徹底 ●�適正な点検整備による
CO2削減効果の周知 ●�タイヤ空気圧など整備点検の徹底

- 191 -



5

B 運送事業以外で取り組む地球温暖化対策メニュー
行動メニュー 業界団体の取り組み 事業者の取り組み 貢献できる

SDGsゴールの例

1 事業所などでの
節電

●�事業所・車庫・倉庫等の
節電に係る情報提供

●�事業所・車庫・倉庫等の
節電に係る支援

●�事業所・車庫・倉庫等でのこまめな
節電

●�施設の照明のLED化、省エネ化
●�省エネ型事務機器等の使用
●�適正温度での冷暖房、断熱フィル

ム等の使用・フィルターの掃除
●�クールビス・ウォームビズの実施

2 移動に係る
エネルギーの削減

●�通勤・出張等、配送や営
業活動以外の移動のエネ
ルギーに係る情報提供

●�通勤手段の変更・テレ
ワーク・WEB会議等に
係る支援

●�自家用車から公共交通・自転車等
への通勤手段の変更

●�事務職のテレワーク・交代勤務等
の実施

●�WEB会議の活用による出張回数
の低減

3 グリーン調達の
推進

●�グリーン調達に係る情報
提供

●�事業所内の備品等について、エコ
マーク商品等のグリーン商品の購入

●�「ISO14001」「エコアクション21」等
の認証取得企業からの優先的な購入

●�紙の使用量の削減

4 植林事業の推進 ●�トラックの森事業の推進
●�植林事業に係る支援 ●�植林事業の実施・社有林等の活用

C 運送事業を推進するうえで取り組む A 以外の環境対策メニュー
行動メニュー 業界団体の取り組み 事業者の取り組み 貢献できる

SDGsゴールの例

1 廃棄物の削減 ●�廃棄物の削減と適正な廃
棄物処理に係る情報提供

●�事業所ゴミ・プラスチックゴミの
削減

●�ゴミ分別の徹底
●�ゴミのポイ捨て禁止運動・清掃活

動の実施
●�フロン類の適正管理
●�廃棄物・廃油等の適正処理

2 資源リサイクル
の推進

●�資源リサイクルに係る情
報提供

●�輸送梱包資材の繰り返し利用の推進
●�再生タイヤ・再生パレット等の導入
●�廃タイヤ等のリサイクル
●�不要物のリユース

3 騒音対策
●�騒音対策に係る情報提供
●�トラックステーション等

の仮眠・休憩施設の整備

●�騒音の少ない運転の徹底
●�静粛性能の高いタイヤの使用
●�コンビニ・路上等での仮眠・休憩の

抑止（トラックステーション等休憩施
設の利用）

4 環境教育の推進 ●�環境教育に係る情報提供
●�従業員への環境教育の実施
●�地域やこどもへの環境出前授業の

実施

5 社会貢献の
取組み推進

●�SDGs等、環境の観点か
らの社会貢献に係る情報
提供

●�SDGsを意識した事業活動の推進
●�グリーン経営認証・ISO14001

等の認証取得
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2030年のCO2排出原単位を、2005年度比で31％削減する
トラック運送業界をあげて「カーボンニュートラル」をめざすためには、まず「目標」が必要です。
一般に、輸送量が増加すると燃料使用量（＝CO2排出量）も増加しますが、輸送量は景気など経済

情勢に大きく左右されるため、トラック運送業界がコントロールすることはできません。
一方で、輸送量（輸送トンキロ）あたりの燃料使用量、すなわちCO2排出原単位は、エコドライブ

や輸送の効率化など、トラック運送業界が努力した結果が反映されます。
全日本トラック協会が参画している、日本経済団体連合会の「カーボンニュートラル行動計画」 ※で

は、輸送量（輸送トンキロ）あたりの燃料使用量、すなわちCO2排出原単位の削減を業界の目標とす
ることが適切と考え、トラック運送業界全体の2030年のCO2 排出原単位を2005年度比で31％
削減することを目標としています。

トラック運送業界としての目標の統一性を図るため、『トラック運送業界の環境ビジョン2030』で
も、この目標を「メイン目標」として定めます。

※�日本経済団体連合会が2012年度までの削減目標をめざして1997年に策定した「環境自主行動計画」、さらには、2030
年度までを目指して2013年度に策定した「カーボンニュートラル行動計画」 に全日本トラック協会も参画し、自主的な
行動計画のもとに取り組みを進めています。

トラック運送業界のCO2排出原単位の推移と2030年度の目標値

■ メイン目標の参考値としてCO2排出総量にも注目する

メイン目標ではCO2の「排出原単位」を指標としますが、参考値として「排出量」そのものについて
も注目し、CO2排出総量での目標を設定している国内外の削減計画に対するトラック運送業界の寄与
の度合いも、あわせて検証していきます。

『トラック運送業界の環境ビジョン2030』で目指すこと

メイン目標
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国土交通省「自動車輸送統計年報」及び「自動車燃料消費量統計年報」から全ト協作成
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7

■ ３つの 《サブ目標》 達成に向けて取り組む

トラック運送業界のカーボンニュートラルのためには、業界全体で取り組むという意識のもと、ト
ラック運送事業者、全日本トラック協会、都道府県トラック協会の三者が、具体的な目標に向けて行
動することが効果的です。
『トラック運送業界の環境ビジョン2030』では、トラック運送業界全体で取り組めるように、「メ

イン目標」のもとに３つの 《サブ目標》 を設定します。

車両総重量８t 以下の車両について、
2 03 0 年における電動車の保有台数を 1 0％ とする
●�政府の「グリーン成長戦略」における商用車の目標※を満たすためのト

ラック運送業界全体の目標として、全日本トラック協会が都道府県別の
ハイブリッドトラックや電気トラックなどの保有台数を毎年把握、公表
します。

※�「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和３年６月）において「商
用車における目標」として、「車両総重量８ｔ以下の小型の車について、2030年までに新
車販売で電動車20 ～ 30％」を目指すことを掲げています。

サブ目標
１

各事業者が自社の車両の CO2 排出総量または
CO2 排出原単位を把握することを目指す
●�全日本トラック協会が提供するCO2排出量計算ツール※を使用し、各社

で算出して自社の現状を把握することを目指します。
●さらにCO2削減のための目標を設定し、実際の行動に結びつけます。
※�全日本トラック協会のホームページに「トラック運送事業者用CO2排出量簡易算定ツール」

と、その「使い方マニュアル」を掲載します。

サブ目標
２

CO2

全日本トラック協会と全都道府県トラック協会が
共通で取り組む 「行動月間」 を設定する
●�国などが定めた月間設定に歩調をあわせて、全国のトラック協会でイベ

ントや広報活動を行います。

環境月間 ６月 緑化、省エネ、ゴミ減量、SDGsなど環境保全に
係ることすべてが対象

エコドライブ
推進月間 11月 アイドリングストップなどエコドライブにつなが

る活動が対象

・ 各地の状況にあわせ、別の月に設定して活動することも可能です。
・�１年間の各都道府県の実施内容をまとめ、全ト協のホームページで「ト

ラック運送業界での環境の取り組み」として公表します。

サブ目標
３
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『トラック運送業界の環境ビジョン2030』の実施体制

●�トラック業界全体で取り組む計画で
ある『トラック運送業界の環境ビジョ
ン 2030』は、すべてのトラック運送
事業者と、全日本トラック協会・都
道府県トラック協会が、ともに具体
的な目標に向けて行動をします。

●�取り組みにあたっては、PDCA（Plan-
Do-Check-Act）サイクルを継続的に
回し、ステップアップを目指します。

ステップアップ

DO
計画の実施

CHECK
自主評価・点検

ACT
見直し

PLAN
目標・計画の策定

全日本トラック協会

トラック運送事業者

都道府県トラック協会

将来にわたって地球環境を守るため、トラック運送業界は
カーボンニュートラルをめざして取り組みます。

初版　2022.3.70,000- 195 -



令和３年３月２６日
公益社団法人 日本バス協会

2050年カーボンニュートラルに向けた
取組みと課題

１

２

１．基本的な考え方

２．バス業界の現状

３．具体的な取組み

４．電動車導入に係る課題

５．電動車導入に係る政府への要望

８．１
　（２）バス関係 

出典：第２回カーボンニュートラルに向けた自動車政策検討会プレゼン資料より
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１．基本的な考え方

・内閣総理大臣所信表明演説において2050年までに、
温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにする、すな
わち2050年カーボンニュートラル、脱炭素の実現を目
指すとされております。

・ バスは公共交通機関として一度に多くの人を運ぶこと
が出来るので輸送あたりのＣＯ２の排出が少ない輸送
手段であるためバスの利用促進を図ることが重要であ
ります。

・バス業界は、これまでにも地球温暖化ガスの削減や大
気環境改善のため「バス事業における低炭素社会実
行計画」に基づく対策を推進しております。

・ 電動車の導入に係る課題に対応しつつ2050年カーボ
ンニュートラルに向けてバス業界として精力的に取組ん
で参ります。 ３

（１）乗合バス事業の現状（平成30年度）
２．バス業界の現状

４

乗合バス
●事業者数 ： 2,296者 （＋0.7％） 公営 23（内数）

※平成１８年１０月施行の改正道路運送法により、新たに乗合バスとみなされた事業者を含む。

●従業員数 ： 124,675人 （▲0.7％） 運転者 84,020人（内数）
●車両数 ： 60,402両 （▲0.2％）
●輸送人員 ： 43億4,800万人（＋0.1％） 高速バス 1億350万人（内数）
●営業収入 ：9,545億4,200万円（＋0.5％）

※国土交通省資料より

- 200 -



２．バス業界の現状

５

（２）乗合バス事業の収支状況（令和元年度）
【収支状況】

大都市部 その他地域 合計

収   入 (億円) 4,564 2,677 7,240
支   出 (億円) 4,577 3,225 7,803
損   益 (億円) △１４ △５４９ △５６２

経常収支率 (％) 99.7% 83.0% 92.8%
【黒字・赤字事業者数】

大都市部 その他地域 合計

黒   字 (者) 40 18 58
赤   字 (者) 29 140 169
合   計 (者) 69 158 227

「大都市部」とは・・・・
　　　千葉県、東京都、埼玉県、神奈川県、愛知県、三重県、岐阜県、大阪府、京都府（京都市を含む
　　　大阪府に隣接する地域）、兵庫県（神戸市及び明石市を含む大阪府に隣接する地域）

※国土交通省資料より

大都市

赤字４２％
その他地域

赤字８９％

合計

赤字７４％

大都市部は、平成24年度以来の赤字
全体の赤字額562億円は、過去10年間で最大

６

２．バス業界の現状

貸切バス
●事業者数 ： 4,127者 （▲4.6％） 公営11（内数）
●従業員数 ： 68,295人 （▲0.6％） 運転者48,112人（内数）
●車両数 ： 49,832両 （▲2.5％）
●輸送人員 ： 2億9,600万人（▲0.3％）
●営業収入 ：5,729億1,300万円（▲0.6％）

10両まで, 61.3%

30両まで, 31.2%

50両まで, 5.0%

100両まで, 2.0% 101両以上, 5.0%

バス事業者の規模（貸切）

（３）貸切バス事業の現況（平成３０年度）

※国交省及び日本バス協会資料より
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（１）公共交通機関の利用促進の推奨

３．具体的な取組み

公共交通機関の利用
促進が重要

７

出典：国土交通省

バスは公共交通機関としては
一度に多くの人を運ぶことが
出来るので輸送あたりのＣＯ２
の排出量が少ない輸送手段

利用促進事例
①コミュ二ティバスの導入促進
②ＧＰＳによるバスロケーション

システムの導入の推奨
③ICカードの導入の推奨

事例①コミュニティバスの導入促進

コミュニティバスは、自治体
や地域住民が主体となっ
て、交通空白地・不便地域
の解消等、地域住民の利
便性向上のため中小型車
両で運賃・ダイヤを工夫し
て運行するバス。

８
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事例②利用しやすく、わかりやすい情報提供として
ＧＰＳによるバスロケーションシステムの導入の推奨

ＧＰＳを活用したバスの位置情報をパソコンやスマートフォンに配信し、利用者に
バスの待ち時間や所要時間を提供し利用者のイライラ感を緩和します。

９

ＧＰＳによるバスロケーションシステム（例）

事例③ICカードの導入の推奨

ＩＣチップが内蔵されたＩＣカードは、定期入れに
入れたままカードリーダーにかざすだけで運賃
収受が可能なため利用者の方の負担が軽減
される。（全国で２６９事業者が導入）

ICカード

カードリーダー

１０
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３．具体的な取組み

（２）バス事業における低炭素社会実行計画について

●バス事業における低炭素計画の目標＝
「２０３０年度（令和１２年度）におけるＣＯ２排出量原単位を２０１５年度（平成２７年
度）比６％改善する。（２０１７年１１月制定）

今後もこれらの取組みを
一層進めることが必要。 １１

●目標を達成するための取組
⇒ ２０１８年度の改善率は３．６％

日本バス協会調べ

エコドライブの全国推進、低燃費バスの導入促進、環境対策の普及促進が必要
⇒国土交通省、自動車工業会に低燃費・低公害のバスの開発を要請。

●交付金事業により車両導入補助を実施

人と環境に優しいバス事業 助成単価

ハイブリッドバス ３００（千円）
CNGバス ３００（千円）
燃料電池バス ３００（千円）
電気バス ３００（千円）

〔環境にやさしいバスの導入状況〕

（３）電動車の導入推進

３．具体的な取組み

ハイブリッドバス プラグインハイブリッドバス

電気によるモーターとディーゼル
エンジンを併用して走行

ブレーキ時のエネルギーを電
気に変えて蓄電し、発進時や
加速時にディーゼルエンジン
と併用しながら走行します。

ハイブリッドバスの機構に追
加で充電スタンドを用いて電
気を充電できる機能がある。

１２
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燃料電池バス 電気バス

水素エネルギーを動力源とするバス
です。

走行中にＣＯ２を排出しないゼロエミ
ッション自動車として環境性能が特に
優れています。

電気エネルギーを動力源とするバスです。

走行中にＣＯ２を排出しないゼロエミッション自
動車として環境性能が特に優れています。

１３

３．具体的な取組み

（４）グリーン経営の推進

1４

目的：排出ガスによる大気汚染問題はもとより、コスト削減
と安全確保を図る

平成16年4月 国土交通省、交通エコロジー・モビリティ財団
と供にバス事業グリーン認証制度開始

バス事業者 100社・264事業所がグリーン経営の認証取得
（2021年2月現在）
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４．電動車導入に係る課題

●ハイブリッドバス
【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【メンテナンス関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格の標準化・共通化
・整備機器の費用増（電動車部分）
・故障時対応

1５

●プラグインハイブリッドバス

【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【インフラ関係】

・充電のインフラ整備（数・スペース）

【メンテナンス関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格の標準化・共通化
・整備機器の費用増（電動車部分）
・故障時対応

４．電動車導入に係る課題

●電気バス
【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【メンテナンス関係】

・充電のインフラ整備（数・スペース）
・充電時間の増加

【インフラ関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格
の標準化・共通化
・整備機器の費用増（電動車部分）
・故障時対応

1６

●燃料電池バス
【車両関係】

・軽油車と比較して車両が高額
・冷暖房使用時の航続距離の悪化

【インフラ関係】

・充填のインフラ整備
（数・大型車スペース）

・充填時間の増加
（水素ステーション往復

移動時間含む）

【メンテナンス関係】

・整備故障診断スキャンツールの規格
の標準化・共通化
・整備機器の費用増（水素燃料部分・

電動車部分）
・燃料ボンベが車両上部に設置されて
いるため高所作業が必要
・故障時対応
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５．電動車導入に係る政府への要望

〇電動車導入時に対する補助事業の拡充

〇プラグインハイブリッド、電気バスの充電設備等規格の標準化
〇燃料電池バスの水素ステーションの拡充等インフラ整備

〇燃料の種類増加に伴う整備コスト増に対する支援の拡充

〇整備士の教育と育成の支援

【車両関係】

【インフラ関係】

【メンテナンス関係】

2050年までに、温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにする、すなわち
2050年カーボンニュートラル、脱炭素を実現する目標には賛成。
バスの電動車の市場への普及が図られれば積極的に導入を推進しＣＯ２
削減に努めていくため以下の対応を要望する。

1７

【税制関係】

〇電動車導入に係る優遇税制の拡充
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％

、バ
ス

2
.3

％
、タ

ク
シ

ー
1

.6
％

燃
費

が
向

上
し

て
い

ま
す

。グ
リ
ー
ン
経
営
取
組
に
よ
る
メ
リ
ット

燃
費
の
向
上グ
リ
ー
ン
経
営
認
証
と
は

　
 向

上
　

 
2.

3％
 向

上

2
1

（
公

財
）交

通
エ

コ
ロ

ジ
ー・

モ
ビ

リ
テ

ィ
財

団
 「

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

取
得

に
よ

る
効

果（
ト

ラ
ッ

ク
、バ

ス
、タ

ク
シ

ー
）2

0
2

0
年

版
」よ

り

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証
と
は
、I
S
O
1
4
0
0
1（
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
国
際
規
格
）認
証
の

取
得
が
難
し
い
事
業
者
に
も
、容
易
に
環
境
保
全
を
進
め
て
頂
く
た
め
の
も
の
で
す
。

（
公
財
）交
通
エ
コ
ロ
ジ
ー・
モ
ビ
リ
テ
ィ
財
団
が
認
証
機
関
と
な
り
、グ
リ
ー
ン
経
営
推
進
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
い
て

一
定
の
レ
ベ
ル
以
上
の
取
組
を
行
っ
て
い
る
事
業
者
に
対
し
て
、審
査
の
上
認
証・
登
録
を
行
う
も
の
で
す
。

燃
費
の
向
上

交
通
事
故
、車
両
故
障
の
減
少

従
業
員
の
士
気
向
上

社
会
的
評
価
向
上

グ
リ
ー
ン
経
営

の
効
果
は
、

環
境
改
善
に

と
ど
ま
ら
な
い

　
 

1.
6％

 向
上

認
証

取
得

後
、１

年
経

過
し

た
ト

ラ
ッ

ク
事

業
者

へ
の「

認
証

取
得

に
よ

る
効

果
」に

つ
い

て
の

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
（

回
答

数
：

4
,4

1
7

件
、上

位
５

位
ま

で
選

択
、2

0
2

0
年

版
）

認
証
取
得

事
業
者
へ
の

ア
ン
ケ
ー
ト

結
果

削
減

の
背

景
と

し
て

、グ
リ

ー
ン

経
営

の
取

組
を

通
じ

て「
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
の

徹
底

」、
「

ド
ラ

イ
バ

ー
の

意
識

の
変

化
」、

「
ス

ピ
ー

ド
管

理
」、「

安
全

教
育

の
実

施
」な

ど
に

変
化

が
あ

っ
た

こ
と

が
考

え
ら

れ
ま

す
。

交
通
事
故・

車
両
故
障

件
数
削
減

認
証
取
得
１
年
目
の
交
通
事
故
件
数
の
変
化

認
証
取
得
１
年
目
の
車
両
故
障
件
数
の
変
化

タ ク シ ーバ スト ラ ッ ク

％

■
メ
リ
ット
が
あ
っ
た
と
回
答
し
た
ト
ラ
ッ
ク
事
業
者
の
割
合（
N
=
4
,4
1
7
)

0
％

10
％

2
0

％
3

0
％

4
0

％
5

0
％

6
0

％
7

0
％

8
0

％
9

0
％

7
5

.6
％

5
5

.2
％

5
0

.2
％

4
9

.8
％

3
1

.3
％

1
6

.4
％

4
.2

%

4
.1

%

1
1

.0
%

8
3

.3
％

燃
費

の
向

上

職
場

モ
ラ

ル
の

向
上

従
業

員
の

士
気

向
上

車
両

故
障

件
数

の
減

少

交
通

事
故

件
数

の
減

少

お
客

様
か

ら
の

評
価

向
上

、
ま

た
は

取
引

上
の

優
遇

リ
ー

ダ
ー

層
の

人
材

育
成

廃
梱

包
材

量
の

減
少

社
外

か
ら

の
苦

情
件

数
の

減
少

外
部

か
ら

の
表

彰

そ
の

他

0
.2
6
4

0
.2
0
9

0.
00

0

0.
15

0

0.
20

0

0.
25

0

0.
30

0

0.
35

0
（

N
=

8
5

9
）

（
1
0
0
）

（
7
8
.9
）

車両故障件数［件/10万km］

認
証

取
得

前
認

証
取

得
1年

目

21
.1

％
減

少

0
.2
1
7

0
.2
0
9

0.
00

0

0.
18

0

0.
20

0

0.
22

0

0.
24

0

0.
26

0
（

N
=

6
7

）

（
1
0
0
）

車両故障件数［件/10万km］

認
証

取
得

前
認

証
取

得
1年

目

3.
9％

減
少

0
.1
6
5

0
.1
3
9

0.
00

0

0.
12

0

0.
14

0

0.
16

0

0.
18

0

0.
20

0
（

N
=

7
6

）

（
1
0
0
）

車両故障件数［件/10万km］

認
証

取
得

前
認

証
取

得
1年

目

（
8
4
.1
）

15
.9

％
減

少
1
.3
0
0

1
.2
1
0

0.
00

0

1.
10

0

1.
20

0

1.
30

0

1.
40

0
（

N
=

1
0

9
）

（
1
0
0
）

交通事故件数［件/10万km］

認
証

取
得

前
認

証
取

得
1年

目

（
9
3
.0
）

7.
0％

減
少

業
　

種
新

規
申

請
更

新
審

査
時

車
両

総
重

量
8t

以
上

3.
24

㎞
/ℓ

＋
3

.2
%

車
両

総
重

量
8t

未
満

5.
92

㎞
/ℓ

＋
3

.2
%

バ
　

　
ス

3.
29

㎞
/ℓ

＋
2

.3
%

タ
ク

シ
ー

5.
47

㎞
/ℓ

3.
34

㎞
/ℓ

6.
11

㎞
/ℓ

3.
36

㎞
/ℓ

5.
56

㎞
/ℓ

＋
1

.6
%

認
証

取
得

前
後

の
平

均
燃

費
の

比
較

燃
費

改
善

率

3.
2％

（
9
6
.1
）

0
.2
8
1

0
.2
0
8

0.
00

0

0.
15

0

0.
20

0

0.
25

0

0.
30

0

0.
35

0
（

N
=

9
7

1
）

（
1
0
0
）

（
7
4
.1
）

交通事故件数［件/10万km］

認
証

取
得

前
認

証
取

得
1年

目

2
5

.9
％

減
少

0
.3
7
9

0
.3
0
2

0.
00

0

0.
20

0

0.
30

0

0.
40

0

0.
50

0
（

N
=

7
8

）
（
1
0
0
）

（
7
9
.6
）

交通事故件数［件/10万km］

認
証

取
得

前
認

証
取

得
1年

目

20
.4

％
減

少
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グリーン経営取組みによるメリット 
（エコモ財団/グリーン経営認証取得による効果-2021 年版-より抜粋） 

 ・チェックリスト及びアンケート取りまとめ結果による 
 １）認証取得によるメリット 認証取得事業者の声 

項目別 トラック バス タクシー 
燃費の向上 ８３．２％ ７５．７％ ７６．２％ 
職場モラルの向上 ７５．４％ ７３．８％ ７８．２％ 
お客様からの評価向上/取引上の優遇 ４９．８％ ２９．７％ ３２．３％ 
リーダー層の人材育成 ３１．３％ ３３．７％ ２４．８％ 
交通事故件数の減少 ５０．１％ ３８．６％ ４６．４％ 
車両故障件数の減少 ５５．２％ ４２．１％ ４４．６％ 
廃梱包材料の減少 １６．４％ - - 
廃棄物発生量の減少 - - １．８％ 

 

２）平均燃費、交通事故件数、車両故障件数の認証取得前後比較 

業 態 
平 均 燃 費    

（認証前後２年間の比較） 

交 通 事 故 件 数  

（認証前後１年間の比較） 

車 両 故 障 件 数  

（認証前後１年間の比較） 

トラック    

総 重 量

8t 以上 
３．１％改善 

２５．９％減少 ２０．９％減少 
総 重 量

8t 未満 
３．２％改善 

バス ２．４％改善 ２０．４％減少   ３．９％減少 

タクシー １．６％改善   ７．０％減少 １５．９％減少 

 

「グリーン経営」認証登録された事業所数 

 ２０２３年１０月３１日現在で認証登録されたトラック、バス、タクシー業態別の

事業所数の合計は、全国で５，５２５事業所になっています。また、四国運輸局管内

における県別の登録された事業所数は下表の通りとなっています。 

＜「グリーン経営」認証登録された事業所数（四国運輸局管内）＞ 

    業 態     

区 分 
トラック バス タクシー 

徳 島 県 １９    ０    ０ 

香 川 県 ４５    １    ０ 

愛 媛 県 ７５    ０    １ 

高 知 県 １１    ０    ０ 
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6
5

事
業

活
動

か
ら

生
じ

る
環

境
負

荷
を

削
減

し
、環

境
に

配
慮

し
た

事
業

者
に

対
し

、認
証

取
得

を
支

援
。取

得
の

費
用

を
補

助
す

る
な

ど
、自

治
体

で
も

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

取
得

を
支

援
し

て
い

ま
す

。

燃
費

向
上

等
の

環
境

負
荷

低
減

だ
け

で
な

く
、「

社
員

が
目

的
意

識
を

持
つ

よ
う

に
な

っ
た

」、「
荷

主
か

ら
評

価
さ

れ
た

」と
の

声
が

上
が

っ
て

い
ま

す
。リ

ー
ダ

ー
層

の
育

成
、品

質
向

上
等

、職
場

改
善・

経
営

改
善

に
も

大
き

な
効

果
を

発
揮

し
て

い
ま

す
。

自
治

体
か

ら

中
央

区
で

は
、環

境
に

配
慮

し
た

経
営

の
促

進
を

図
り

、事
業

活
動

か
ら

生
じ

る
環

境
負

荷
の

削
減

に
取

り
組

み
、グ

リ
ー

ン
経

営
認

証
を

新
規

に
取

得
し

た
事

業
者

を
対

象
に

、審
査

お
よ

び
認

証・
登

録
に

要
し

た
費

用
を

助
成

し
ま

す
。

対
象

は
、事

業
所

を
区

内
に

有
す

る
中

小
企

業
等

で
す

。
助

成
金

額
は

、取
得

に
要

し
た

経
費

の
２

分
の

１
で

す
。

取
得
に
か
か
る
費
用
を
助
成
し
ま
す

中
央

区

認
証

取
得

で
会

社
が

か
わ

り
ま

し
た

！

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

の
取

 得
支

援
な

ど

業
界

団
体

か
ら

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

取
得

を
支

援
し

て
い

る
自

治
体

（
令

和
４

年
７

月
末

現
在

）

グ
リ
ー
ン
経
営
を
支
援
し
て
い
ま
す！

運
輸

部
門

の
C

O
2
排

出
量

削
減

の
重

要
性

が
叫

ば
れ

る
な

か
、ト

ラ
ッ

ク
、バ

ス
、

タ
ク

シ
ー

な
ど

の
各

業
界

団
体

も
、グ

リ
ー

ン
経

営
認

証
取

得
を

支
援

。環
境

対
策

の
良

き
パ

ー
ト

ナ
ー

と
し

て
、社

会
を

支
え

る
輸

送
機

関
と

し
て

の
責

務
を

果
た

す
た

め
の

手
段

と
し

て
、グ

リ
ー

ン
経

営
認

証
は

ま
す

ま
す

期
待

さ
れ

て
い

ま
す

。

ト
ラ

ッ
ク

は
運

輸
部

門
の

Ｃ
Ｏ

２
削

減
に

大
き

く
寄

与
し

て
い

ま
す

が
、更

な
る

削
減

を
目

指
し

、エ
コ

ド
ラ

イ
ブ

の
徹

底
、低

公
害

車
の

導
入

、高
速

道
路

で
の

大
型

車
の

速
度

抑
制

、輸
送

効
率

化
の

促
進

、自
営

転
換

の
促

進
な

ど
の

対
策

を
進

め
て

お
り

、環
境

に
や

さ
し

い
取

り
組

み
を

お
こ

な
う「

グ
リ

ー
ン

経
営

」の
認

証
取

得
を

推
奨

し
て

い
ま

す
。

公
益

社
団

法
人

 全
日

本
ト

ラ
ッ

ク
協

会

日
本

バ
ス

協
会

で
は

、地
球

温
暖

化
ガ

ス
の

削
減

及
び

大
気

環
境

の
改

善
の

推
進

、国
の

認
定

し
た

標
準

仕
様

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

バ
ス

普
及

な
ど

の
交

通
バ

リ
ア

フ
リ

ー
対

策
の

推
進

、安
全

輸
送

対
策

の
推

進
に

取
り

組
ん

で
い

ま
す

。な
か

で
も

省
エ

ネ
な

ど
の

環
境

対
策

に
取

り
組

む
際

の
良

き
パ

ー
ト

ナ
ー

と
し

て
、エ

コ
モ

財
団

に
よ

る「
グ

リ
ー

ン
経

営
」

の
認

証
取

得
を

推
奨

し
て

い
ま

す
。

公
益

社
団

法
人

 日
本

バ
ス

協
会

地
球

温
暖

化
防

止
の

取
組

と
し

て
、「

ハ
イ

ヤ
ー・

タ
ク

シ
ー

業
界

の
低

炭
素

社
会

実
行

計
画

」を
策

定
し

、環
境

に
や

さ
し

い
タ

ク
シ

ー
を

目
指

し
て

い
ま

す
。環

境
負

荷
の

少
な

い
事

業
運

営
を

目
指

す「
グ

リ
ー

ン
経

営
」の

認
証

取
得

を
促

進
し

て
い

ま
す

。

一
般

社
団

法
人

全
国

ハ
イ

ヤ
ー・

タ
ク

シ
ー

連
合

会

日
本

倉
庫

協
会

で
は

、平
成

2
7

年
に「

2
0

3
0

年
度

に
お

け
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
使

用
原

単
位（

注
）を

1
9

9
0

年
度

比
2

0
％

改
善

す
る

」と
し

た
、地

球
温

暖
化

防
止

の
た

め
の

低
炭

素
社

会
実

行
計

画
を

策
定

し
ま

し
た

。
目

標
達

成
に

向
け

、倉
庫

事
業

者
の「

グ
リ

ー
ン

経
営

」の
認

証
取

得
を

支
援

し
て

い
ま

す
。

（
注

）倉
庫

所
管

面
積

１
㎡

当
た

り
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
使

用
量

：
リ

ット
ル（

原
油

換
算

）/
㎡

一
般

社
団

法
人

 日
本

倉
庫

協
会

港
湾

運
送

業
界

で
は

、二
酸

化
炭

素
の

削
減

目
標

を
定

め
、温

室
効

果
ガ

ス
の

削
減

に
取

り
組

ん
で

い
ま

す
。日

本
港

運
協

会
で

は
環

境
負

荷
の

軽
減

に
取

り
組

む
港

湾
運

送
事

業
者

の「
グ

リ
ー

ン
経

営
」の

認
証

取
得

を
推

奨
し

て
い

ま
す

。 

一
般

社
団

法
人

 日
本

港
運

協
会

日
本

旅
客

船
協

会
で

は
、温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

の
削

減
を

図
る

た
め

、省
エ

ネ
法・

排
ガ

ス
規

制
へ

の
対

応
、エ

ネ
ル

ギ
ー

効
率

の
向

上
等

様
々

な
省

エ
ネ

対
策

を
策

定
し

、周
知・

徹
底

し
て

い
ま

す
が

、そ
の

方
策

の
一

つ
と

し
て

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

取
得

を
推

奨
し

て
い

ま
す

。

一
般

社
団

法
人

 日
本

旅
客

船
協

会

国
内

の
貨

物
輸

送
の

分
野

で
は

、二
酸

化
炭

素
の

排
出

が
少

な
く

エ
ネ

ル
ギ

ー
効

率
の

よ
い

内
航

海
運

や
鉄

道
に

輸
送

を
振

り
替

え
る「

モ
ー

ダ
ル

シ
フ

ト
」が

推
進

さ
れ

て
い

ま
す

。「
地

球
に

や
さ

し
い

内
航

海
運

」を
目

指
し

、グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

制
度

の
取

得
を

推
奨

し
て

い
ま

す
。

日
本

内
航

海
運

組
合

総
連

合
会

 

日
本

冷
蔵

倉
庫

協
会

で
は

既
存

会
員

事
業

者
の

グ
リ

ー
ン

経
営

へ
の

新
規

認
証

取
得

の
助

成
を

拡
充

し
、「

初
回

更
新

」「
全

事
業

所
完

了
」に

つ
い

て
一

部
助

成
し

、会
員

事
業

者
の

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

の
継

続
と

事
業

所
全

体
で

の
取

組
に

協
力

し
て

い
ま

す
。 

一
般

社
団

法
人

 日
本

冷
蔵

倉
庫

協
会

東
京

都
墨

田
区

神
奈

川
県

横
浜

市

東
京

都
新

宿
区

長
野

県
塩

尻
市

兵
庫

県
姫

路
市

佐
賀

県
佐

賀
市

東
京

都
葛

飾
区

東
京

都
中

央
区

●
バ

ス・
タ

ク
シ

ー
／

宮
園

自
動

車
株

式
会

社
　

代
表

取
締

役
社

長
　

川
村

 泰
利

 様

認
証

を
と

る
前

は
保

持
キ

ロ（
燃

費
）で

あ
る

と
か

事
故

の
統

計
だ

と
か

作
っ

て
い

た
わ

け
で

す
。と

こ
ろ

が
、作

っ
て

い
る

の
が

仕
事

に
な

っ
ち

ゃ
っ

て
、

そ
れ

を
分

析
し

な
い

ん
で

す
よ

ね
。「

な
ぜ

こ
う

な
っ

て
い

る
ん

だ
」と

い
う

の
を

分
析

す
る

よ
う

に
職

員
も

な
っ

て
き

た
の

か
な

と
思

っ
て

ま
す

。
他

社
と

の
差

別
化

と
い

う
問

題
で

、入
札

も
提

案
制

度
、プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
方

式
に

な
っ

て
き

て
価

格
は

こ
れ

で
い

い
か

ら
提

案
し

な
さ

い
と

、お
宅

の
方

で
何

が
で

き
る

ん
だ

と
、そ

う
い

う
方

向
に

な
っ

て
き

た
の

で
随

分
と

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

が
一

つ
大

き
な

役
割

を
担

っ
て

い
る

の
か

な
と

思
っ

て
い

る
と

こ
ろ

で
す

。

統
計

の
分

析
他

社
と

の
差

別
化

物
流

品
質

に
対

し
て

非
常

に
私

は
自

信
を

も
っ

て
お

客
さ

ん
に

対
し

て
提

案
し

て
い

る
の

で
、そ

の
た

め
に

は
グ

リ
ー

ン
経

営
を

含
め

て
で

す
ね

、
相

乗
効

果
が

非
常

に
大

き
い

と
思

っ
て

ま
す

。
物

流
品

質
と

い
う

の
は

最
後

は「
人

」だ
と

思
っ

て
い

ま
す

。ど
う

人
を

育
て

る
か

、そ
こ

が
一

番
難

し
い

と
こ

ろ
で

あ
り

、力
を

入
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で
す

ね
。

環
境

だ
け

じ
ゃ

な
く

て
、そ

れ
が

品
質

な
り

コ
ス

ト
に

も
つ

な
が

っ
て

く
る

。
そ

う
い

う
意

味
で

は
い

い
こ

と
だ

と
思

い
ま

す
。

●
倉

庫
／

株
式

会
社

サ
ン

ラ
イ

ン
コ

ー
ポ

レ
ー

ショ
ン

　
執

行
役

員
　

物
流

事
業

本
部

長
　

中
嶋

 晃
 様

相
乗

効
果

が
非

常
に

大
き

い
物

流
品

質
は

最
後

は「
人

」
体

質
の

改
善

で
す

ね
、こ

れ
が

や
っ

ぱ
り

大
き

い
の

か
な

と
思

い
ま

す
ね

。
否

が
応

で
も

ド
ラ

イ
バ

ー
は

武
田

運
輸

っ
て

環
境

に
う

る
さ

い
会

社
だ

よ
ね

っ
て

周
り

か
ら

聞
こ

え
て

く
る

と
何

も
知

ら
な

い
ド

ラ
イ

バ
ー

で
も「

そ
う

な
の

か
」と

。い
ろ

い
ろ

な
と

こ
ろ

で
P

R
に

な
っ

て
い

ま
す

。
燃

費
は

シ
ビ

ア
に

な
り

ま
し

た
ね

。毎
回

ド
ラ

イ
バ

ー
は

事
務

所
の

点
呼

の
時

に
燃

費
計

算
を

し
て

、グ
ラ

フ
に

書
い

て
出

し
ま

す
の

で
知

ら
ず

知
ら

ず
の

う
ち

に
競

争
意

識
が

出
て

き
て

い
ま

す
。

体
質

の
改

善
燃

費
は

シ
ビ

ア
に

● ト
ラ

ッ
ク

／
武

田
運

輸
株

式
会

社
　

代
表

取
締

役
社

長
　

武
田

 秀
一

 様
●

旅
客

船
／

箱
根

観
光

船
株

式
会

社
　

取
締

役
運

行
部

長
　

田
中

 康
弘

 様

最
良

な
状

態
で

機
関

を
動

か
す

こ
と

で
、

大
気

に
放

出
さ

れ
る

排
気

ガ
ス

と
か

そ
の

辺
が

で
す

ね
、

ク
リ

ー
ン

に
な

る
と

い
う

ふ
う

な
概

念
で

今
の

と
こ

ろ
き

ち
ん

と
点

検
整

備
を

行
っ

て
い

る
状

態
で

す
。

細
か

い
と

こ
ろ

な
ん

で
す

が
、

ゴ
ミ

の
分

別
に

気
を

付
け

た
り

と
か

、
そ

も
そ

も
ゴ

ミ
自

体
を

出
さ

な
い

よ
う

に
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
化

の
方

を
進

め
て

る
と

か
、

そ
う

い
っ

た
と

こ
ろ

で
変

化
と

い
う

も
の

が
起

き
て

き
た

よ
う

に
感

じ
ま

す
。

例
え

ば
地

元
の

美
化

運
動

へ
の

意
識

、
今

も
参

加
は

し
て

い
る

ん
で

す
け

れ
ど

も
、

そ
う

い
っ

た
と

こ
ろ

に
つ

い
て

も
会

社
と

し
て

よ
り

積
極

的
に

参
画

し
て

い
き

た
い

と
い

う
ふ

う
に

思
っ

て
お

り
ま

す
。

き
ち

ん
と

点
検

整
備

美
化

運
動

へ
の

積
極

的
な

参
画
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8
7

マ
ニ

ュ
ア

ル
申

込
み

か
ら

、申
請

ま
で

。
申

請
か

ら
取

得
、更

新
ま

で
。

●
す
べ
て
の
認
証
基
準
が
取
り
組
ま
れ
て
い
る
こ
と

●
取
組
内
容
が
確
認
で
き
る
書
類
が
整
備
さ
れ
て
い
る
こ
と

グ
リ

ー
ン

経
営

認
証

取
得

 ま
で

の
流

れ

認
証
取
得
の
要
件

登
録

さ
れ

た
事

業
者

は
、新

規
登

録
日

ま
た

は
更

新
登

録
日

か
ら

１
年

目
に

定
期

審
査（

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
及

び
関

連
書

類
の

提
出

に
よ

る
書

類
審

査
）を

受
け

て
い

た
だ

き
ま

す
。

エ
コ

モ
財

団
は

、審
査

員
が

作
成

し
た「

実
地

審
査

報
告

書
」に

基
づ

き
審

査
結

果
の

判
定

を
行

い
ま

す
。認

証
基

準
を

す
べ

て
満

た
し

て
い

る
と

エ
コ

モ
財

団
が

判
断

し
た

場
合

に
、

登
録

可
と

判
定

さ
れ

ま
す

。

審
査

日
よ

り
６

０
日

以
内

に
是

正
処

置（
改

善
）の

上
、そ

れ
を

証
明

す
る

書
類

を
提

出
し

て
い

た
だ

き
ま

す
。

書
類

の
確

認
に

よ
り

是
正

が
適

切
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

と
合

格
と

な
り

ま
す

。

審
査

終
了

後
、登

録
手

続
き（

料
金

請
求

等
）に

入
り

ま
す

。
入

金
確

認
後

、登
録

証
を

発
行

し
ま

す
。

マ
ニ

ュ
ア

ル
や

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
取

組
事

例
を

参
考

に
し

て
､取

組
に

必
要

な
書

類
を

準
備

し
て

､職
場

で
実

践
し

て
下

さ
い

｡

グ
リ

ー
ン

経
営

推
進

マ
ニ

ュ
ア

ル
購

入
申

込
書

に
ご

記
入

の
上

、F
A

X
に

て
エ

コ
モ

財
団

に
お

申
込

み
下

さ
い

。
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
印

刷
も

で
き

ま
す

。

審
査

は
1

事
業

所
に

つ
き

4
～

5
時

間
で

す
。

す
べ

て
の

認
証

基
準

が
取

り
組

ま
れ

て
い

る
か

を
確

認
し

ま
す

。
認

証
基

準
に

あ
る

取
組

が
で

き
て

い
る

と
判

断
で

き
な

い
場

合
や

該
当

書
類

が
な

い
場

合
は

、不
適

合
と

判
断

さ
れ

ま
す

。

申
請

に
は

次
の

書
類

を
郵

送
し

て
い

た
だ

き
ま

す
。※

①
認

証
審

査
申

請
書

②
審

査
登

録
対

象
事

業
所

一
覧

表
③

認
証

登
録

連
名

事
業

者
一

覧
表

  （
但

し
倉

庫・
港

湾
運

送
、旅

客
船・

内
航

海
運

の
み

）
④

審
査

申
請

用
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

記
入

用
紙

2
年

毎
に

行
う

更
新

審
査

は
、審

査
と

登
録

の
手

順
に

準
じ

て
行

い
ま

す
。

マ ニ ュ ア ル の 申 込 み

チ ェ ッ ク の 実 施

チ ェ ッ ク 結 果 の 確 認

認 証 基 準 に 達 し て い な い 場 合

改 善 の 取 組

認 証 基 準 達 成

認 証 審 査 申 請

実 地 審 査

是 正 処 置

審 査 結 果 の 判 定

認 証 ・ 登 録

定 期 審 査 （ 書 類 審 査 ）

更 新 審 査 （ 実 地 審 査 ）

●
 審

査
後

　（
不

適
合

が
な

い
場

合
）

　
 3

～
4

週
間

後

●
 申

請
は

審
査

希
望

日
　

の
3

週
間

前
ま

で
に

　
 送

付

チ
ェ

ッ
ク

結
果

と
認

証
基

準
を

比
較

し
て

下
さ

い
。

認
証

基
準

に
到

達
し

、認
証

基
準

の
解

説
に

あ
る

よ
う

な
資

料
が

整
備

さ
れ

て
い

れ
ば

、す
ぐ

に
、審

査
申

請
が

で
き

ま
す

。

●
 １

年
後

●
 2

年
後

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
に

基
づ

い
て

チ
ェ

ッ
ク

し
ま

す
。

●
認

証
基

準
の

取
組

が
で

き
て

い
る

か
？

●
取

組
内

容
が

確
認

で
き

る
書

類
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

？

※
申

請
書

類
W

EB
送

信
サ

ー
ビ

ス
か

ら
申

請
さ

れ
た

場
合

、
　

別
途

郵
送

い
た

だ
く

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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メールマガジン「事業用自動車安全通信」

メールマガジン「事業用自動車安全通信」は、各運送事業者における事故防止の
取り組みに活用していただくことを目的として毎週金曜日に配信しています。
国交省ＨＰから配信登録をお願いします。

① 国交省ＨＰから「自動車」を選択
します。

②「安全・エコな車で走ろう！」を選択

④ 「事業用自動車安全通信」を
選択し、配信登録をお願いします。

国土交通省 検索

※ 携帯電話、スマートフォン
からの登録はこちら

③「自動車総合安全情報」を選択

８．２
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